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位の年代の変わ り目ということだけでなく、経済 システム全体の世界的規模 での転換
をともなっています。そういう重大な局面に、私たちは立ち会っているので す。











ルとのジョイン トで開催 された企業分析交流シンポジウム(12月6日、於 ・ハー トンホ
テル京都)で の報告論文に加筆 ・修正を施 したものです。このほか、本冊子 には、2




た。一部では、今後さ らに大きな事態の展開があるともささやかれています 。経済 シ
ステムの転換は、私たちが予想 していたよりもはるかに速いテンポで進んで いくのか
もしれません。
業界関係者は、 これか ら、きわめて深刻かつ困難な時代を迎えることにな ります。
しか し、私たちにとっては、分析テーマにこと欠かない 「おもしろい」時代 の幕開け

























































1903年ア メ リカ ・キ テ ィホー クで、 ライ ト兄 弟 が飛 行 機 に よる動 力 飛行 に初 め て成
功 して 以 来 、人 類 は輸 送 の手 段 と して 陸 、海 だ け で な く空 を も利 用 で き る よ うに な っ
た 。 日本 で最 初 の飛行 は1910年(明治43年)12月に 行 われ た 徳川 、 日野 両大 尉 に よ る
公 開飛 行 で あ つた 。 そ して現 在 で は 日本 の航 空 企 業 は、 日本航 空(以 下 、 日航)や 全
日本空 輸(以 下 、全 日空)を 中心 に世 界 的 に も大 きな地 位 を 占め る よ うに な つて き て
い る 。 こ こで 日本 の航 空 業界 が 現在 に至 る ま で の経 緯 を、6つ の時 期 区 分 に よ つて簡
単 に ま とめて お く。
1第 二次世界大戦以前
第一次世界大戦によって航空輸送事業 は一躍発展 した。飛行機が欧米先進国の軍に
配備 され、偵察、爆撃 、迎撃など飛行機 の用途が多岐にわた るようになると、それぞ
れの特定の要求 に合わせ て戦闘機、爆撃機 、偵察機 、哨戒機 などが登場 し、飛行機の
巡航速度、搭載力、航続 力が著 しく進歩 したか らである。このように軍事 目的によ っ
て発展 した技術が、その後民需に利用 されるとい うサイクルが航空事業 においてはよ
く見 られる。
日本における定期航 空の一番手は 日本航空輸送研究所で、1922年(大正11年)に大
阪 一高松 一徳島間の地方路線 を開設 した。次い で1928年(昭和3年)に は、政府の指
導 と助成に よつて 日本航 空輸送㈱が設立 され、東京一大阪 一福岡間 の運航 を開姶 した。
満洲事変後、軍の命令に より同社は満洲 に定期便 を運航 させ、また中国各地へ の航空
路 を開設 した。そ して1938年には改組 によって大 日本航空㈱が設立 された。翌年、同
社は政府出資 のいわゆる国策会社 とな り、在来の 日本航 空輸送研究所 などの定期航空
路の経営 も廃止 され、 日本の民間航空は大 日本航空の独占するところとな つた。1941
年、軍は大 日本航空に命 じて航空輸送隊を編成 させこれを徴用する ようにな り、太平
洋戦争開戦 と同時に徴用 は強化 されすべて軍用 とな った。1945年の敗戦 とともに占領
軍 の命令に より一切の航空活動は禁止 され、約6年 間の航空空 白時代に入 つた。
2民 間 航 空 の再 開 と 日本航 空株 式 会 社 法
戦後 日本 の航 空 輸 送 は 、 まず 外 国航 空 会社 に よる 日本 乗 り入 れ とい う形 で 始 ま った。
1947年7月の アメ リカ ・ノー ス ウエ ス ト航 空会 社 の 路線 開 設 を皮 切 りに1951年ま で に
11社が 日本 に 乗 り入 れ を行 つた 。
一3一
他方、国内航空輸送 については、朝鮮戦争 を契機 とするGH:Qの対 日政策の変更に
ともな って、1950年に航空機の保有 と運航 とを除 く販売面での活動に限つて一社 のみ
に 日本側 の経営権が認 め られ,そ の結果、翌年 に資本金1億 円の 日本航空㈱が設立 さ
れた 。
続いて1952年サ ンフランシスコ平和条約の発効に よって航空主権が回復 され、そ れ
に ともない 自主運航が進め られるなか、同年7月 にr航 空法』が施行 された 。r航 空
法』によ り領空主権 と航空規制 の標準が明 らか とな り、国際線運営への道が開かれた。
これを機 に民間航空 は自由競争 の対象 とな り内 外 の定期空路の運転免許を取得 しよう
とする会社が続々 と現れたが、政府は国際線 と国内幹線の運営は事業 の公益 に奉仕す
べき性格 とい う国家的使命に照 らLて 、従来の実績 もある 日航1社 に担当 させ、国内
の支線 については 日本ヘ リコプター輸送㈱ および極東航空㈱ の2社 に運営 させること
を決定 した 。
さ らに1953年にはQ日 本航空株式会社法』が制定され、従来 の日航 の経営の全部 を
10億円 と査定 しこれを新会社に出資 し、またこれ と同額 を政府が 出資 して資本金20億
円の特殊法人 と しての 日本航空㈱が設立 された 。同社 は国家 目的の達成に資すべき使
命 をもった国策会社であ り、種種の政府の監督 を受ける一方で、補助金の交付、政府
所有株式の後配(政 府所有株式について民間所有に対 する配当率が8%に 達するまで
は配 当を要 しない とされた)な どさまざまな政府の援助が与え られた.こ れによ り、
近年に至る までの 日航の同業他社に対す る優位性が生まれることとなったのである.
3国 内航空 の再編成
1950年代前半か らそ の後約20年間のわが国航空企業の歴史は、 日航 を中心 として展
開する とともに、 中小航空会社の資本集中の過程 として展開された。ここでまず指摘
してお くべき点 としては、この資本集中が政府お よび 日航の主導に よつて行われた と
いうことがある。すなわち、経営危機に陥 った 中小航空会社を救済するた めに行われ
た合併がほ とんどだ ったので ある。
まず、前述の 日本ヘ リコプター輸送 および極東航空の2社 は、当初 ローカル線航空
会社 と して設立されたが、両者 ともに経営が苦 しく放置 しておけば共倒れの可能性 も
ある ということで、1958年3月合併 し全 日本空輸㈱が誕生 した.し か しそれでも経営
が苦 しか ったため、政府は 日航 との提携 を強化 させるとともに日航 同様、国内幹線へ
の進出を認 めた。
一方 ローカル線については、1961年まで全国 を7つ のブロック(北 海道、東北 、関
東、中部、近畿 、中国四国、九州)に わけ、 日航 と全 日空以外はブロック内の営業 を
行 っていた。いわゆる ロー カル6社 の北 日本航空、藤田航空、 日東航空、富士航 空、
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東亜航空、中 日本航空がそれぞれ ブロックの中で運航 していた。 ところが1972年に運
輸行政上この6社 にもブロックを越 えて路線延長 を認める方針にな り、過当競争が起
こ つた。これによ りローカル各社に も統合あるい は業務提携 の気運が盛 り上が り、協
調 ・提携強化策 をとつたが ローカル航空会社の経営状:態は好転せず、政府主導 の新 し
い国 内航空体制 の確立を 目的 と して航空各社の集約化が行 われた(図 表1-1参 照) 。
北 日本航空、 日東航空、富士航空の3社 が合併 してできた 日本国内航空には、1965年
経営規模拡 大の一環 として国 内幹線への乗 り入 れが認め られた。その後、1971年に 日
本国 内航 空と東亜航 空が合併 し、東亜国内航空が発足 した 。
ここに今 日の 日航、全 日空、 日本 エアシステム(1988年東亜国内航空 より社名変更、
以下JAS)の3社 による航空輸送市場分割 の基礎ができたのである。
4「45-47体 制 」
航 空会 社 の事 業 分野 は、1970年(昭和45年〉の 閣議 了 解 と1972年(昭和47年)の 運
輸 大 臣示 達 に よ つて定 め られ た 。(詳 し くは第II節参 照)
ま ず1970年、 政府 は11月の 閣議 にお い て 「航 空 企業 の運 営 体制 につ い て 」 を確認 し
た 。そ の 内容 は 、定 期 国 際 空輸 は 日航 が一 元 的 に 行 うこ と、 国 内幹 線 の定 期 運 送 は 日
航 ・全 日空 を中 心 に東 亜 国 内航 空 を加 え た3社 が 行 うこ と、 そ して国 内 ロー カル路 線
の定 期 運 送 は 全 日空 お よび 東亜 国 内航 空 の2社 が 行 うこ と、 くわ えて近 距 離 国 際 チ ャー
ター運 送 は 日航 と全 日空 とが提 携 して行 うこ とで あ つた 。 さ らに 、3社 の事 業 分野 と
協 力関 係 を明 らか にす る た め に 、1972年運 輸 大 臣示 達 を発 し、そ の具 体化 を図 った 。
この業 務 分 野 の大 枠 は 「45-47体制 」 あ るい は 「航 空 憲 法 」 と呼 ば れ 、1985年に廃 止
され る まで わ が 国 の航 空 政策 を基 本 的 に規 定 した 。
1970年代 に は 、 日航 、 全 日空 、 東亜 国 内航 空 の売 上 高 は 着実 に増 加 してい る 。 しか
し、そ の収 益性 に おい て は2の 最 後 で述 べ た よ うな理 由に よ り著 しい格 差 が あ り、特
に東 亜 国 内航 空 で は赤 字 が続 き、 収 益性 確 保 の た め に路 線 の拡 大 が 図 られた 。 具体 的
に は 、東 京 か ら札 幌 、 福 岡 、長 崎 、 函館 、熊 本 、鹿 児 島 へ の導 入 が認 め られ 、営 業 収
益 が 回復 す る とと も に採 算 が改 善 され た 。 また 、全 日空 に おい て も、東 京 か ら釧 路 、
大 分 へ の導 入 が認 可 され る な ど、 この時 期 に は 国 内 ロー カ ル線 の充実 が進 ん だ 。 しか
し、 日本 経 済 は 、1970年代後 半 か ら、一 時 的 な 回復 は ある もの の長期 的 な不 況 に入 つ
た 。 こ う した状 況 を反 映 して、 航 空業 界 も低 迷 を続 け る こ とに なる 。特 に、1980年代
後 半 に は国 内 で の需 要 が著 し く減退 した 。 また 、そ の低 迷 に追 い 打 ち をか け る よう に
第1次 、 第2次 オ イル シ ョックが起 こ つて 費 用 が上 昇 し、特 に国 際線 で の収益 性 が 低
下 し、1975年、1980年3月決 算 で は 、 日航 で は大 幅 な赤字 と な った 。
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5「45-47体制」の廃止
日本経済 の低迷 の中で、1981年3月に財政再建 をめざして臨時行政調査会が発足 し
た。 この臨調の基本的 な性格 は効率化を最優先するものであ り、航空行政において も、
それまでの安全性 を含む さまざまな規制 をも、競争促進 とい う視点か ら緩和するもの
で あった 。具体的には、1985年7月に、臨時行政改革推進審議会の規制緩和分科会は、
航空貨物運賃に一定 の幅の中で各社が独 自に運賃 を設定できる幅運賃 の導入、営業割
引運賃の弾力化、国内航空3社 の事業分野 の見直 し、 コミュー ター(小 型機による地
域航空)参 入の円滑化 など、競争原理 の導入 と規制緩和を打 ち出 した。
さらに、同年9月 には、運輸大臣か ら運輸政策審議会に対 して、 「我が国航空企業
の運営体制の在 り方 に関する基本方針 について」の諮問がなされ、これに対 して運輸
政策審議会 は同年12月に、① 国際線の複数社体制②国 内線の競争促進③ 日航の民営化、
を内容 と した中間答申を出 した 。これを受けて政府 は閣議 で 「45-47体制」の廃止を
確認 し、ここに 「45-47体制 」に代わ って競争促進 の政策が確定 した。
まず国際線の複数社体制 については、1986年3月全 日空が グアムに初めての国際定
期便 の運航 を開始 した ことに よつて実施 に移 された 。東亜国内航空 も同年9月 に、大
阪か ら韓国ソ ウルに 初の国際チ ャーター便を実施 した。また1988年には同社は 日本
.エア システム(以 下、JAS)と 社名を変更 し、定期国際便 を開始 した 。
一方 、国 内線 の競争促進については、1986年7月か ら日航が東京一鹿児島線 に参入
し、 「45-47体制」でい うところの ロー カル線で初 めて トリプル トラッキング(同 一
路線3社 運航)が 実施 された。さ らに 日航は、同年10月か ら東京 一小松線、名古屋 一
福岡線 に参入 し、全 日空 とのダブル トラック路線(同 一路線2社 運航)と な った。
また 日本航空の民営化は、1987年の 日本航空法の廃止 を受けて実現 した 。
こうして 「45-47体制 」の廃止に よつて 日航、全 日空、JASと い う行政上の枠組
みがはずれ、実質的 にはその企業基盤 での格差は大 きい とはいえ、形式的には行政上
の制約が取 り外 され、3社 の競争が促進 されることとな った 。
6航 空 業 界 の近 況
1980年代 の末 に 、 日本 経済 はバ ブル景 気 に入 り、そ れ に とも ない 日航 、 全 日空 と も
営 業 収益 が 急 拡 大 した 。 また 、営 業 資本 の拡 充 のみ な らず バ ブル 化 した 証 券 市場 で 、
額 面 を大 幅 に超 え る株 式 の 時価 発 行 に よ つて 多額 な株 式 プ レ ミアム を取 得 し、 これ を
投 機 的 に証 券 市場 に投 資 し高 収 益 を実現 した 。
しか しこ う した バ ブル 期 の拡 大 は バ ブル の崩壊 とと もに破 綻 し、航 空 各 社 は厳 しい
経 営 状 況 に直 面 す る こ と とな った 。特 に 日航 で は 、1993年3月決 算 に は53,809百万 円、
翌94年3月 決 算 に は26,158百万 円 とい う大 幅 な 赤字 を計 上 した 。
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1991年5月に、運輸政策審議会 より 「今後の国際航空政策の在 り方 について」の答
申が出され、競争力の強化 のため、 ウェットリー ス(パ ッケージで リース した乗員お
よび機材 を定期便 に使用する形態)、 運航委託、外国人乗員 の導入、チ ャーター専門
会社や貨物専門会社 の活用などによって、 コス トの切 り下 げのための規制緩和 を打 ち
出してい る。また運輸省は、1992年10月には、国内線の ダブル ・トリプル化基準 を緩
和 し、国内線の競争 を激化させている。
さらに、1994年6月には、航空審議会 よ り 「我が国航空企業 の競争力向上のた めの
方策について 」の答 申が出 された。ここでも、 コス ト削減 が第一にあげ られ、人件費
を中心 とす る固定費の削減、整備作業の海外移転 や乗務員についての外国人導入、 ウェ
ットリー ス等の導入 によつて一部 の運航 をチ ャーター専門会社 に委託するチ ャー ター
運航の必要性 を指摘 し、従来の規制の見直 しを強調 している。
航空業界 の1990年代 は、各社 とも営業収益の大幅 な減少の中で収益性が悪化 し、こ
のために、人件費を中心 とするコス トの削減が強力に推 し進め られている状況である。
こう した航空各社の合理化は、運輸省に よつて、安全性への犠牲 も含めた規制緩和 と
い う名 目によつて進め られている。この ような現実は、公共機関 としての航空会社の
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戦後、我が国の航空輸送産業は、敗戦後の制約 を受け、他 の先進主義国に対 して相
当出遅れるこ とになったが、現在では、世界有数 の輸送実績 をあげるまでに成長 した。
それは高度経済成長や航空 の技術革:新による ところも大きいが、我が国独特 の航空政
策がもた らした効果が大きい。我が国の航空輸送 には、路線構造や産業組織 などにお
いて航空政策 がと りわけ強 く反映されている。そ の中でも、今 日に至る航空輸送体制
を決定的に基礎 づけたのは、45-47体制、いわゆる航空憲法である。
45-47体制 とは、1970(昭和45年)年11月の閣議了解 である 「航空企業 の運営体制
について」 と、これを受けた1972(昭和47年〉年7月 の運輸大臣示達 を指 す(資料1)。
これに よつて各航空会社 の事業分野 の調整、確定が行 われ、内部補助に よる路線網 の
拡大 と利用者 の増大につなが った。また、広胴機 の導入 による輸送力の向上 を通 じて、
規模の経済 による単位 費用 の低下が実現、石油危機 の影響 を除けば、航空運賃は実質
値で低下 の傾 向を示 した 。
2新 しい航空政策の展開
産業の成熟化に伴い 、厳格な規制 の必要性が な くな った とい う見方が広 まってきた。
また、45-47体制のもとで余力を蓄えた航空会社 自身も規制を足かせ と強 く感 じるよ
うにな り新事業分野への進 出と事業 の活性化 を求め、これ を可能 にする権益の拡大 を
求める ようになった。これ以降のことについて は、第4章 で詳 しく述べる。
3航 空運賃 の分析
(1>フ ルコス ト価格決定理論
フル コス ト価格決定理論 とは、平均費用を基準に価格 を決定するものである。た
だ し、平均 費用価格決定理論の ような価格=平 均費用では、企業 の利益はゼロとな り、
経営 を続けてい くうえでのインセンテ ィブの問題が生 じる。そこで一定分 の利益を見
込 んで、価格 を、
価格=平 均 費用 × に+m)た だ し、mは マー クア ップ率(≒利益率)
の方式に従 って決定する。
これは、限界費用や限界収入な どのような経済学独特の知識、情報ではな く、財務 ・
会計上得 られる情報に よって設定可能 である。
(2)総括原価方式
総括原価方式はフル コス ト価格決定理論の考え方 を踏襲 した ものである。これによ
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る価格決定 プロセスは、事業者は価格 の決定にあた つて、総費用 を見積 もることか ら
始 まる。総 費用 のなかには営業費、減価償却費、税金などが含まれる。これをもとに
規制者 は事業報酬 を決定 する。
(3)国 内運賃 の決定方式
航空運賃の設定 に関 しては、航空法第105条に規定 されている(資料2)。航空産業
では、総費用 に対する固定費用の割合が高 くなる性質 が あ り、ひとたび価格競争に
突入する と破滅的 な競争へ と泥沼化 してい く傾 向が ある。こうした事態を防 ぐための
条項が、第5条 で ある。
運輸大臣の認可制 とした のは、事業者間の過 当競争 による薄利多売主義が安全性に
悪影響 を及ぼすことを考慮 したためである。これによって、図2-1に 示 すように、
定期航空運賃は、物価の上昇 にもかかわ らず鉄道運賃な どに比べ、一貫 して安定 した
動 きを示 してきた。
(4)国内運賃が高い理由
上記の ような認可に関する問題 もあるが、一般的に国内運賃が高い理由と しては、
次 のような点が指摘 される。
まず、航空会社側 の問題 として、人件費の高 さがある。次に、空港使用料 の問題で
ある。国内運賃 に占める空港使用料 の割合は、アメ リカの大手航空会社の場合2～4
%と なつているのに対 し、 日本の航空会社の場合 には平均 で20%にものぼ つてい る。
空港整備などの資金をプール している空港整備特別会計(以 下、空整特会)に は、
国家予算の一般財源か ら公共事業費が配分 されてい る。そ の比率は、全体の1,5%程
度 と、同特会創設以来、平行線 をた どっている。また、利用者 も航空運賃の中か ら空
整特会 に資金を拠 出する形 になっている。空整特会 に占める割合は、図表1-3を み
る と、1972年度に45%であ つたものが、1993年度には92%にまで至 つた 。予算配分 の
比率が官庁の縦割 り行政で硬 直化 し、利用者に負担が回 された格好になつているとい
える。
最後 に、政府規制が航空会社 の不採算路線か らの撤退を難 しくしてい る面 もあげ ら
れる。不採算路線 が政治路線 とな り、利用者 の負担が増える構図 にな つている。
なお、これ らの問題 に関 しては第皿節以下で詳 しく述べる。
(資料1)
昭和47年の運輸大臣示達は次のような内容 にな ってい る。
1.日 本航空は国際線定期航空 を一元的に運営する。
2.日 本航空 と全 日空は国内幹線 を運営する。
3.全 日空と東亜国内航空は国内ローカル線 を運営する。国内ローカル線 はいわゆ
るダブル トラッキング(同 一路線に2社 が乗 り入れること)を 図る。
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4.全 日空は近距離国際チ ャー ター便 を運航する。
5.貨 物専用航空会社は需要動向等につき引 き続 き検討する。
(資料2)
航空法第105条(運賃お よび料金 の認可)
1。定期航 空輸送事業者は、旅客及び貨物(郵 便物 を除 く〉の運賃及び料金 を定め、
運輸大臣の認可 を受けなければな らない 。これを変更 しようとす るときも同様であ
る。
2.運 輸大臣は、前項の認可 を しようとする ときは、以下の基準 によってこれ をし
なければ な らない 。
①能率的な経営 の下における当該事業 の適正な経費 に適正な利潤 を含めた ものの
範囲 をこえることとな らない こと。
(2)当該事業の提供するサービスの性質が考慮 されてい ること。
(3)特定 の旅客また は荷主に対 し、不当な差別的取扱 をする ものでない こと。
④旅客 または荷主が 当該 事業 を利用することを著 しく困難にするおそれがない も
のであること。
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(注)各 交通機関 の運賃 の指数 は,56年度 末 を100として算 出 した もの であ り,こ の間 の消 費 者物 価指 数
の上 昇の割 合 によ りデ フレー トした もので ある.
(資料)1・ 国鉄 ・JR:運輸省 大臣 官房国有 鉄道 改革推進 部資料 によ る.
2.大 手私鉄:日 本 民営鉄 道協 会資料 に よる.



















(出所)戸 崎 肇r航 空 の規制 緩 和 』 、勤 草 書 房1995年。
皿 日本の空港整備の現状 と問題点
1国 内路線 ネ ットワー クのあ り方 と空港整備の問題
従来、 日本 の路線構造は、 「二眼 レフ構造 」と呼ば れてきた。これは東京 と大阪 と
い う2つ の大都市を中心 とするハブ ・アン ド ・スポー ク構造によって成 り立 ってい る
とい うこ とを意味する。両都市の空港利用率 は極めて高いが、どちらの空港 も、騒音
などの問題を抱え、発着枠の需要に十分に応 えるこ とはできない 。最近 では関西新空
港 の開港に より、こ うした事態は改善 されつつ あるが、依然、既存の2大 空港である
羽田 ・伊丹両空港への乗 り入れ需要 は強い。
こう した路線ネ ットワー クを支 える現行の空港整備 ・財源制度 は、25～40年前に制
定された。わが国の空港整備は、世界的にも極めて重 い利用者負担 に基づ くものであ
り、この枠組みが現在のわが国の空港を とりま く諸条件や時代の要請に、必ず しも適
合 しな くな つてきている。






当初の空港整備 の課題 は、ジェッ ト旅客機 の国際線への就航を見込み、各国が競 っ
て新空港の建設や空港の拡張 に乗 り出 して対応 している状況下で、 日本 もこ うした潮
流に乗 り遅れる事 な く、国際空港 を整備するこ とであつた。
そ こで、羽田、伊丹の両飛行場が米軍か ら返還 される とともに、これ らを東京国際
空港、大阪国際空港 と して大規模 な再開発が行われた 。
しか し、航空界の技術革新が急速に進み、 ジェッ ト機に続 く超音速 ジ ェット輸送機
の開発が始 まる と、世界の航 空ネ ットワー クにおける 日本の空港 の優位性 を、将来 に 『
わた って保持すべ く、羽田以外の首都圏国際空港の建設について検討されるようになっ
た。そ して、1966年7月、千葉県三里塚を新東京国際空港 として位置決め し、建設が
開始 されることにな った 。
一方、地方空港の整備 については、従来、専 ら鉄道に頼 っていた国内の幹線交通体
系 を、航 空機 を利用 して改善 し、東京、大阪の大都市 と全国の主要都市を 日帰 り行動
圏に しようとの考えか ら、旧軍、米軍 によつて整備 され、その後返還 された飛行場を
中心 に、DC-3型 クラスの旅客機が就航zき る民間空港 に衣替えする整備が徐々に
進め られた。この動 きは、昭和30年台の後半、全 国的な工業開発の発展に よって加速
され、一県一空港 を目標 として新空港 の建設が相次いだこ とと重な って、空港整備は
全国的に拡大 した。
空港整備が活発になるにつれて、空港整備 の制度面 についても新機軸が打ち出され
た。空港整備 は、従釆単年度予算措置に よって実施 されていたが、1967年度か ら道路、
港湾等の公共事業 と同様 に、事業 を計画的に執行できるような5力 年計画 を策定 して、
向こう3力 年間 の事業量 をあ らか じめ把握 し、これを政府 レベルでオーソライズ した。
これ以降、6次 にわたる空港整備5力 年計画(た だ し、第1次 計画 は第4年 度で打
切 り)を 通 じて、 日本の空港整備は進め られてい く。ここで、 これまでの流れを整理
すると次 のようになる。 日本における空港 の整備 は、当初、東京、大阪 の両国際空港
の整備に姶 ま り、次に地方空港 、新東京国際空港の整備 と進んだ 。輸送需要の急増 に
よる、東京、大阪地 区の空港の逼迫に対 しては、時期的に重な った大型 ジ ェット機 の
出現に よつて救われ、この機材を国内線に も積極的に活用すべ く地方空港 を整備 して、
東京、大阪国際空港の延命 を図 った 。その間に首都圏において、新東京国際空港の早
期完全空港化、東京国際空港 の沖合展開整備第2期 の着手 、関西新国際空港 とい う3
大プロジェク ト(第5次 計画)に 勢 力を傾けるこ とにな った.
1996年度か ら始 まる国の第7次 空港整備五か年計画(1996年～2000年)では、①関
西空港の2期 工事(滑 走路 を1本 増やす 〉、② 中部新国際空港(滑 走路1本)の 着工、
③首都圏第3空 港の候補地選定 と事業化調査 開始、の3つ が最優先課題 となっている.
第六次空港整備5か 年計画か らの継続事業 としては、成 田空港の滑走路増設完成 と羽
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・田空港 の沖合展開完成(埋 め立て と滑走路増設移転完成 〉も視野 に入 っているのはも
ちろんで ある。
首都圏、中部 、関西の国内、国際線 の旅客は1992年度で約8,000万人、2010年には
1億5,600万人 と需要が膨 らむか ら、 この程度 の空港増強 は最低 でも必要 となる。
(2)空港整備財源の問題
1970年度会計か ら、空港整備等の事業 については、従来の一般会計 に代わ って空港
整備特別会計 によるこ ととした。これは、空港整備等、航空 のインフラの拡充に対す
:る要請が強 ま り、必要 とする資金も急激に増 大 したため、一般会計 では対応 しきれ な
くなったことや、公共交通機関の運営 についてイコール ・フ ッテ ィング論が強 ま り、
・受益者負担 の関係が明確 な空港整備等航空のインフラ、航空 システムの運営 について
国が受け持 つ分野を別途経理することにな った ものである。 その仕組みは、航空会
社や利用者か ら徴収 した航空機燃料税や種 々の空港使用料 などを一元的にプール し、
』全国の空港整備に振 り向ける というものである
。空港整備特別会計 は、既存 の空港を
利用する航空会社 と航空旅客の負担で新規空港 の整備費用 をまかない、航空路線の新
規開設 を図 るとい う内部補助 システムに よつて、航 空ネ ッ トワー クの形成を促進 して
きた。
このような現状 に対 して、航空 ネ ットワー クがほぼ完成 していることを前提 に、次
の2点 が問題 とされている。1つ はプール制 の是非についてであ り、 もう1つ は、空
港整備 の財源を一律 に利用者負担 にもとめることについてである。
まず プール制 は、 「先発施設か らの内部補助に頼 った不採算施設の拡張 を招 く可能
性が指摘 される。プール制の もとでは採算性 をチ ェックする機能が働かないために、
非効率で過大な投資 を促進する危険性を生み出す。必要 とされるところでの優先順位
に よる適正規模 に よる投資決定が損なわれが ちとなる」とい うものである。航空需要
の規模や利用度 の高 さとは関係 な しに地方空港が集 中的に進め られ、そ の結果、二大
都市圏 の基幹空港 の整備が遅 れた こと、そ の財源供給 をプール制が支えてい ることに
対す る批判であ り、空港整備 において経済効率性を重視 し、空港 ごとに採算性 を考慮
する よう求めている。
次 に'、利用者負担の問題 である。空港整備財源の主要部分をなす、航空機燃料税や
空港使用料(普 通着陸料、特別着陸料、航行援助施設料、夜間照明料(着 陸 のみ))
「は公租公課 とよば れ
、航空運賃 のほぼ4分 の1を 占める。 この公租公課 については、
従来か ら高運賃の要因 として批判 されてきたが、航空 自由化の動 きのなかで、航空業
の競争力強化、運賃 自由化 への足かせ ともなる と懸念 されている。また、航空研究者
の間では、受益 と負担の関係 をはっき りさせるべきである とい う観点か ら、地域振興
を 目的 とした空港整備は地域主導で行 うべ きであるとの指摘 もなされてい る。
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総体的には航空業の競争力強化 の要請 と国の財源不足 とを背景 として、資金調達の
弾力化、空港 の機能や役割に即 した費用負担 の在 り方が検討課題 とされている。
米国では、空港開発 のための基本的 な資金調達 は、管理 を行 う自治体、 もしくはロー
カルオー ソ リテ ィーに よって行われるが、その際 には、将来的に空港が収得する使用
料等を引き当て とした収入債 を発行 している。これは一定 の償却期 間にわた って返済
されるため、現在の建設 によって発生する費用 を、将来発生する便益 の受益者 にも分
担 させるこ とになる。この方式は空港建設に対 し長期的な視点 をもって計画を立 てる
とい う利点 と、その債権 引受け対象 を広 く市民に開放することに よって、その開発意
義 を考える機会 を提供 するとい う利点 を合わせ持 つ。これは、空港の外部性か らも評
価 されるべき方式であ り、今後、わが国 においても導入が検討 されるべきものである。
2国 際的視野か ら見た空港整備のあ り方
現在 アジアでは、各国が勢力 を上げて、新 しいハブ空港の建設 に しのぎを削 ってい
る。将来、ハブ空港 をもつことが、アジアの貿易 ・金融センター になる条件 になる と
考 え られているか らで ある。こう した面か ら見て、 日本 の空港が アジアにおける一大
ハブ空港で あることの意義は、航空会社 のみ な らず、 日本全体 にとって も非常 に大き
い。用地の確保 が困難 なことや財源難か ら、空港建設 に大 きな問題 を抱える 日本に とつ
て、既 に民営化を果た した諸 国の空港開発 ・運営の事例 に学ぶことは、今後激 しさを
増す一方 のアジアのハブ争いの中で、生き残 つてい くためにも、また、地方 の空港 を
育成 し、地域開発への貢献につなげてい くためにも、大変重要なことで ある と考え ら
れる。
日本 と他 のアジア諸 国との間には、空港建設 の理念において、 「需要追随型 」か
「需要創出型 」か とい う違いがあると して、次のような主張が ある。 「施設偏重 の考
え方はハブ空港及びハブ競争に勝つた めの条件 について、正 しい認識 がないこ とか ら
くる議論であ り、 日本の空 の将来を誤 らせる可能性が ある。空港経営の完全な民営化
と運営面 ・ソフ ト面での根本的な発想 の転換が必要である。」そ して、も しこ うした
発想 の転換 がなければ、 日本 の空港は、そのアジアのハ ブとして の地位を、韓国、香
港 など、他の諸条件の優 れた空港に奪われて行 くだろうとしてい る。
これについて、また、次の ような主張 もある。 「ハブ空港 とは基本的には地元需要
がない ところに他か ら集めてこようとするものである。代表的なハ ブ空港である ダラ
ス空港 では地元発生 の乗客は3分 の1程 度 に過 ぎない。 日本の三大空港は地元需要を
賄 うだけで も大変で、他か ら集 めるどころではない。言わば"グ レー ター メガロ空港"
なのである。」と、あ らためて 日本 の主要空港 の担 う役割 を指摘 した うえで、その役
割強化を もって進めるそ の延長上 に、 日本の空港 の将来像が描けるのだ としている。
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また、少 し違 った観 点か らではあるが、次のような同様 の主張 もある。地元需要の
少な さは、新関西国際空港や地方空港の限界性 につなが り、限 られた国家財源 を効率
的に活用するた めには、首都圏空港 の整備を促進する以外、道はないとい うもので あ
る。 しか し、この主張 は短期的には妥当性をもつ ように見えなが ら、首都圏の地価の
問題等、果 た して本当に効率的か どうか疑問 とすべき点が少な くない。また長期的観
点か らすれば、その ような議論は、東京一極集 中構造を将来に向か って是認 し、東京
が抱える都市問題をいかに考えるかとい う視点が不十分である。国土 の総合 的開発は、
単に総花的で非効率的な投資に過ぎない とい う議論は、あま りに も地域問題 のもつ重
要性 を安易に看過 したものと して、批判 されて しかるべきで ある と考える。
特に 「アジアとしてのハ ブ空港」とい うものを考える際 には、ハブ空港の概念その
ものを、 より明確にする必要がある。つま り、ハ ブ空港と一 口に言 って も、その果た
す機能に よって、幾つかのタイプに分けることができる。例えば、国内とアジアを結
ぶ機能、国内と世界を結ぶ機能、アジアとアジアを結ぶ機能、アジアと世界を結ぶ機
能な どであ り、それ らがそれぞれ旅客 と貨物 について存在 し得るのであ り、そ のどの
機能において競争するのか とい うことを明確 にする必要が あるのである。そ して、1
つの巨大ハブ空港を 日本 に建設 することは、用地確保 の面か ら大変 に困難な状況であ
るので、すでに整備されている国内の各主要空港 を、分散 と補完の調和 を志向する形
の、独 自の複数空港システムを構築するこ とで競争優位 を確保すべきで あると考え ら
れる。
IV日 本の航空3社
以 下 で は 、現 在 日本 の航 空 輸 送市 場 を リー ドして い る 日航 、 全 日空 、JASに つ い
て ま とめ て お く。
1日 航
1951年日航 の前身である(旧)日 本航空株式会社が資本金1億 円をもって設立 され、
自主運航 による国内線定期航空輸送事業が開始 された。
1953年日本航空株式会社法の定めるところによ り、政府 出資10億円と旧会社 の営業
の価額10億円と合わせ、20億円の資本金を もって今の 日航が設立され、従業員 ・施設
をは じめ、旧会社の権利義務の一切 を継承 した。特別法に基づ く特殊法人 として設立
された 日航 は、国 内幹線 の運営にあたる とともに 日本唯一 の国際線定期航空運送事業
の免許会社 として発足 した 。
日航は1961年に証券取 引所(東 京、名古屋、大阪)市 場第2部 に上場 し、1970年に
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第1部 に上場 をはた した 。その後 、1984年に、IATAの 国際線定期輸送実績で世界
第1位 になるな ど順調 な成長を続けた。
しか し、1985年に 「45-47体制 」が廃止 される と、航空業界 にも規制緩和 と競争促
進政策導入がすすみ、1987年に 日本航空株式会社法が廃止され、 日航 は完全 に民営化
した。
2全 日空
1952年第2次 世 界大 戦 で壊 滅 した 日本 の走 期 航 空 事業 を再 興 す る こ とを 目的 に 資本
金1億5,000万円 を も って 、 日本 ヘ リコプ ター 輸 送株 式 会 社 が設 立 され 、翌 年営 業 を
開 始 した 。そ の後1957年に社 名 を全 日本 空輸 株 式 会社 に変 更 し、1958年に極 東航 空 会
社 と合 併 した 。
全 日空 は1961年に証 券 取 引所(東 京 、大 阪)市 場 第2部 に上 場 し、1972年に第1部
上場 を はた した 。 さ らに1963年に藤 田航 空 株 式 会社 を吸 収合 併 し、 成長 して い った 。
旅 客 数 で は1985年に 、 国 内線 累計 旅 客 数3億 人 を達 成 し、1992年に5億 人 を達 成 し
た 。
1986年に 「45-47体制 」 の廃 止 を うけ て 国際 定 期 便 を運 航 開 始(東 京 一グ ァム)し
た 。 さ らに東 京 一 ロサ ン ゼル ス 、東 京 一 ワ シン トンに も同年 国 際定 期 便 を 開設 した 。
翌 年 に は 中 国線 を開設 し、国 際線 の複 数 社制 が 実 施 に移 され た 。
3JAS
1971年に 日本 国 内航 空 と東 亜航 空 の合併 に よ り、JASの 前 身で ある 東亜 国 内航 空
が 資 本 金95億2,000万円 を も って 設 立 され た 。 そ の後1988年に国 際線 定 期 便 進 出 の途
が 開 か れ 、そ れ に 先享 ち 同年 社名 を 日本 エ ア シス テ ム に変 更 した 。
発 足 当初 は短 距 離 ロー カル 線 の運 営 が そ の主 体 で あ った が 、 ジ ェ ッ ト路 線 の拡 充 を
推 進 し、効 果 的 な事 業 規 模 の拡 大 のた め に、 不 採 算 ロー カル線 の休 ・廃 止(東 京 一花
巻 な ど)も 進 め て きた 。
JASの 国 際 定期 便 は 、1988年に 東京-ソ ウル 、1990年に東 京 一シ ン ガ ポー ル 、19
91年に東 京 一 ホ ノルル 、1995年に関 西 一広 州 が そ れぞ れ 開設 さ れた が 、 ホ ノル ル線 と
シン ガ ポー ル 線 は リス トラ策 の一 環 と して 当面 運休 とな ってい る。
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第2章 経済理論 による考察
1航 空 の需要 ・供給側面
こ の節 で は 、航 空 産 業 の 「財 ・サ ー ビ ス 」の 特性 を需 給 両 面 か ら明 らか に し、そ れ
に規 定 を受 け る航 空 会社 の行 動 研 究(第3章 、第4章)の 手 が か りと した い 。
1需 給の相互作用
航空会社の経営 は、経営上 のコン トロールの及 びに くい需要 に対 して、経営上 コン
トロール可能 な供給 を適合 させるとい うことである。そこで、需給 を適合 させて利潤
を上げるためには、直面す る需要を徹底的に把握することが重要 となる。そ うした輸
送需要分析 に基づき、路線展開、価格形成 とい つた意思決定が行 なわれる。
全 ての財 ・サービスがそ うであるように、航空サービスにおいても需給 はそれぞれ
互い に影響 を及ぼす。実際、速度、出航時刻、料金等 の供給面の特徴が需要 に影響 を
与え、また逆に旅行 目的、旅行距離等の需要局面が、供給に影響 しコス トに反映 され
る。よつて、航空企業の経営計画は動的で、反復過程 をた どる。航空輸送需要を把握
し、評価す ることによつて供給体制が決定 され、またそれが需要 に影響することにな
る。そ して、そ の需要の変化 に応 じた供給調整がなされ、反復過程をた どるのである。
2輸 送環 境
世 界 の 定期 航 空 旅 客 の有 償 旅 客 距離 は1950年代 以 降 急 成長 を遂 げ 、1980年代 に は年
率6%台 の成 長 率 に 落 ち込 ん だ もの の、 そ れ で も国 内総生 産 の成 長 率 の二 倍 の水 準 で
あ り、 概 して航 空 輸 送 に対 す る需 要 は増 加 の一 途 をた ど つてい る。1980年代 前半 に は
有 償:旅客 距離 の成 長 率 は低 迷 したが 、 ここ に来 て また 成長 率 が 高 くな つて お り、 一 時
の需 要 の 落 ち込 み か ら完 全 に復 活 した と言 え る 。た だ 航空 需 要 の 成長 率 に は地 域 差 が
あ り、 欧米 で 成 長 率 が相 対 的 に低 くな つて い る のに 対 し、 ア ジア ・太 平 洋地 域 で は 飛
躍 的 な 成 長率 の伸 び を示 して お り、今 後 もこ の傾 向 は 続 くもの と予想 され る 。
高 い経 済 成 長 率 、可 処 分 所得 の増 大 、政 治 的 安 定 、余 暇 の 増 加等 に よ りア ジ ア ・太
平 洋 地域 で の高 い 成長 率 が もた らされ た わ けで ある が 、 これ らの 要因 に 加 え て、 規 制
緩和 の さ らな る 進展 、 よ り一層 の経 済 発展 、新 た な る航 空 旅行 市 場 と して の東 南 ア ジ
ア諸 国 の存 在 等 を 考 え合 わ せ れ ば、21世紀 に 向け て ア ジ ア ・太 平 洋地 域 で の航 空 需 要
の高 成 長 維 持 は現 実 味 の あ る も の と して理 解 され よ う。
ア ジ ア ク ラ ブに よ れば 、 ア ジ ア ・太 平 洋地 域 で は現 在 、 運輸(Transportation)、
観光(Tourism)、通 信(Telecommunication)の三 つが 相 乗効 果 を発揮 し一 層 の経 済 発
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展を促 している という意味で、 トリプルT革 命が生 じてい るとい う。実際、アジア ・
太平洋地域では現在 も巨大空港 の建設 と新航路開拓が続いてお り、インフラ整備 とネ
ットワー クの国際的形成が更に進展 し、 トリプルT革 命に拍車 をかけているので ある。
3航 空需要の特性
(1)派生需要
まず、航空需要はほとん どの人が 目的地でのビジネスや観光 とい つたほかの 目的 を
達成する手段 と しての需要であるとい う意味において、派生需要である。
(2)旅行距離 の比較優位性
ほかの交通手段に対す る航空の優位性が トリップ長で増大 している。つま り、 トリ
ップ長(旅 行距離)が 長 くなればなるほ ど航空 を選択する傾向が強 くなる。これは、
任意の2都 市間で の旅客需要 を予測する際 の重要な要因 となる。
(3)需要の価格弾力性
観光客であるのかビジネス客であるのか とい つた消費者の性質の違い によつて需要
の価格弾力性が異 なる。
需要の価格弾 力性は、航空運賃の変化 に対する需要量の変化 の割合を示す値であ り、




で表わ される。このとき、eが1よ り大 きければ需要 は弾力的であ り、1よ り小 さけ
れば非弾 力的で ある。観光客の旅 費が 自前で、ビジネス客 のそれは会社持ちであるこ
とを考 えれば、航空運賃 の変動 に対 して観光客 のほ うが需要量が変動 しやすい 。つま
り、観光客 はビ ジネス旅客 よりも価格弾 力的 なのであ り、 このことは航空会社の航空
運賃設定をは じめとする経営行動にとつて大きな意味を持 っている といえる。
(4)需要の所得弾力性
所得 の変化 もまた観光旅行に影響 を与え、特 に単価 の高い航空需要に多大な影響を




航空需要はまた他の交通機関 と同 じく季節性、変動性を持 つている。ピー ク時 には
満席で飽和状態 となる一方 、オフピー ク時にはかな りの空席が発生する。とはい え、
ピー ク時 に合わせた設備投資が要請 され、その ことが多大な資源 の浪費を生 じさせ航
空企業 の経営を圧迫する。そこで航空企業は、設備 の有効活用 のためにピー ク時に運
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賃 を 上 げ 、 オ フピ ー ク時 の 運 賃 を安 く設 定 して 需 要 の平 準 化 を 図 ろ う とす る。 こ の こ
とは 後 に ピー ク ロー ドプ ラ イシ ング と して運 賃 設 定 の と ころ で詳 述 す る 。
(6)テレ コ ミ ュニ ケー シ ョン と の競 合
技 術 進歩 に よ って テ レ コ ミュニ ケー シ ョン の料 金 が ビ ジ ネス 旅行 の経 費 と競 争 で き
る水 準 に まで低 下 して きて お り、 特 に北 米 に お い てそ の傾 向が 顕 著 で あ る。 そ の結 果、
航 空 旅 行 の代替 手 段 と して の テ レ コ ミ ュニ ケ ー シ ョンが今 後 ビ ジネ ス界 に 浸透 し航 空
需 要 を大 幅 に奪 う可 能 性 が指 摘 さ れて い る 。 こ う して 、 テ レ コ ミ ュニ ケー シ ョンの料
金変 化 が 航 空 需要 特 にビ ジネ ス客 の需 要 を変 化 させ る効 果 、 つ ま り、交 差 弾 力性 も需
要 予 測 に おい て 大 き な意 味 を持 つ よ うに な ってい る の で あ る。
c
4供 給環境
イール ドの長期低落傾 向に よって、航 空輸送産業の収益率は極 めて低 くなっている。
1960年代以降 イール ドは年平均で約2%、1990年代に入 ってか らやや緩やかになった
もののそれでも年平均 で約1%の 下落率 とな つてお り、今後 もこの傾 向は続 くものと
見込まれている。
イール ドの下落 は、過剰輸送能力とい う大きな問題点を抱 えていることか ら生 じる。
各航空会社 は好況時 に航空機を大量発注 したためにそ の後の景気後退による需要の伸
び悩みに対 して供給過剰 とな り、需要を確保するために運賃を引 き下げた結果イール
ドが低下 した。過剰輸送能力解消のためには機材の削減、機材発注 の取 り止 め、便数
調整、運賃調整等様 々な手段を講 じなければな らず、今後 しば らく航空会社は対策 に
頭 を悩 ますこ とになろう。
また、高 費用構造 も航空産業 の収益率を低下 させる大 きな原因 となつてい る。 イー
ル ドの上昇率に比べて単位費用の伸 びのほ うが大 き く、 より一層の経費削減が求 め ら
れている。たとえばぐ費用構造に影響 を与 えるものに区間距離がある。区間距離が長
いほど燃料効率がア ップし、単位当た りの直接運航費は逓減す る。また、空港使用料
をは じめとする間接運航 費の多 くは、区間距離 とは無関係 に決定 される。その結果、
長距離路線 ほど割安 な遠距離逓減的な1マ イル当た り運賃の推移 を示すことになる。
さ らに、税金 ・チ ャージの負担が航空会社の経営 を圧迫 している。運賃な どの規制
緩和の裏で、税金に よる政府介入が行なわれているので ある。
ところで、航空輸送産業の費用は3つ の経済性の影響を受 ける。まず、規模 の経済
性 である。生産規模が大き くなるに したが って、生産単位(平 均 費用)が 低下する。
次に、範 囲の経済性 である。単独生産 よりも結合生産 のほ うが平均費用が低 くな り、
特に航空業界について言えば、所与 の運航 距離 、供給量 のもとで、ネ ットワー ク(就
航地点数)を 拡大するにつれて平均費用が低下する状態 となってい るのである。最後
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に、密度の経済性で ある。つま り、所与 の運航距離、就航地点数のもとで、便数や座
席数 を増加させるにつれて、平均費用が低下 する。これ らのうち、規模の経済性が第
1章で述 べた ような、航空会社 に対する経済的規制 の根拠 となつてきた 。
皿 規制 と規制緩和 の理論
本節では、第1章 で述べた規制 、第4章 でふれる現在進行中の規制緩和 につい て、
それぞ れの代表的な論拠 とな つている自然独 占お よびコンテスタビ リテ ィ理論 につい
て説明する。
1規 制及び規制緩和の根拠
規模 の経済性が相 当程度大きければ、一つの大規模 な航空会社が航空サービスを提
供す るほ うが社会的費用が低 くなるとされてい る。ただ し、 自然独 占の航空会社は自
由に運賃設定できると独 占的行為 に走 り資源配分の効率性を損 なう恐れが ある.そ こ
で、独 占的行為防止のために運賃規制が正当化 される。参入規制については、自然独
占が成立する過程で航空会社間に破滅的競争が生 じることか ら、その防止 のために参
入規制が必要 とされた。
また、ほかの主張に よると、航空輸送産業 の参入障壁が低いことを前提 とする と、
自由競争が過剰輸送能力を もた らし、市場 を不安定 にする と考え られている。と りわ
け、新規参入企業が高収益分野にだけ参入する 「ク リーム ・スキ ミング」によ り、既
存企業 の収益が圧迫 されオフ ・ピー クの運行が打 ち切 られた り、内部補助に よる不採
算路線 のカバーが困難にな つた りする恐れがある。よつて、過剰輸送 の防止及び内部
補助の遂行 とい う点か らも規制が必要視されたのである。
さ らには、空港 のキャパ シテ ィーの問題 もあり、所与の設備制綿 の下、各航空会社
に公平に乗 り入 れ枠 やスロ ットを割 り振るには参入規制が不可欠 とされた のである。
ところが近年では、世界的に規制が緩和 の方向へ と向か つてい る(第4章 参照)。
その論拠 として、まず、 コンテスタビ リテ ィ理論が あげ られる。また、規制がかえ っ
て費用削減 のインセンテ ィブを失 わせ、結果 と して資源配分を非効率に して しま うと
い う政府 の失敗が生 じる と考 え られる。
オフピー クの過剰供給 は規制に よっては解消 されず、む しろ航空会社のプライシン
グ策のほ うが有用であ り、また、需給調整 のための参入規制 を行 うには規制当局が需
要を正確に予測 しているこ とが前提条件で、 もし恣意的な予測がされたな らば、かえ
って市場を非効率な ものとする恐 れが ある。
さ らに、規制緩和論者は空港の制約に関 しては、技術的に増便可能な空港のほうが
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圧 倒 的 に 多 く、 ネ ッ トワー クの 再編 成 な ど十分 に競 争 の余 地 が ある と して い る 。
2自 然独 占
規制必要論の最大の根拠は、航空輸送産業 では規模 の経済性が作用するために市場
が自然 に独 占状態 とな つて しまうことである。
図表2-1に はある総費用曲線のもとでの平均費用曲線 と限界費用 曲線が描かれて









の増大 にともな つて平均費用 が増大
するため、一転 して規模 の不経済状
態 となる。この分岐 となるのが供給



























供給量がX'に 達するまでは、供給量 を増やせば単価が自動的 に引き下げ られるの
で、長期的 に逓減する平均費用曲線 を持つ企業 は、市場 で独 占力を行使で きる。とい
うのは、固定費用が大きい ので新規参入 の小規模輸送では平均費用が高 くな り、既存
の大企業 に対抗で きないか らである。この ように、平均 費用 曲線そのものが参入障壁
とな り自然独占の状態になると、独 占企業が利潤増大 のために運賃を割高 に設定 する
など、社会的に不利益な行為 を行 う恐 れが あることか ら運賃規制 などの経済 的規制が
必要 とされたのである。
3コ ンテスタビ リテ ィ理論
たとえ規模の経済性が現在 では存在 しようとも、ある一定の条件下では航空会社 は
独 占力を行使で きず、自由な競争 と同等の結果が得 られるとする理論が出てきた 。こ
れが コンテス タビ リテ ィー理論 と呼ばれるもので、規模の経済性が あつても競争的な
運賃が実現 する市場(コ ンテスタブル な市場)で は、参入費用が小さければ、既存の
企業が利潤獲得のために少 しで も高い運賃を設定する と新規参入が発生する。なぜな
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ら、参入企業 は既存企業 よりも安い運賃 を設 定することで既存企業の需要 を奪い シ ェ
アを拡大することができ正 の利潤の獲得が可能 となるか らである。また、退出費用が
小さければ既存企業が運賃 を引き下げた時点で獲得 した利潤を持 つて退 出で きる。こ
の際重要な条件 となるのは参入 ・退 出が 自由であ り、費用 もかか らない ことであるが、
航空機 の リース制度 の充実や地上部門の外注制度の存在か ら他 の交通機関に比べ参入
が容易で あり、退出について もサ ンクコス トは小さい と考 え られている。よつて、参
入企業 は上記の ようなひ き逃げ戦略 を行使 できるため、既存企業 は独 占的運賃設定を
行 えない ので、規制の必要 はない とい うのが規制緩和論者の主張で ある。
図表2-2は コンテステ ィブルな市場で既存企業が独 占を維持するためにとる運賃
設定 を示 した ものである。参入 ・退出が自由で あれば、独 占企業 は需要曲線 と平均 費
用曲線 の交点Fで 供給量 と運賃を決p
める。この時、総収入(運 賃 ×供給
量)と 総 費用(平 均 費用 ×供給量)


















日本で は航空運賃 は戦後政府 の規制下におかれていたが、近年その規制が徐々に緩
和 されている。この節ではさ らなる規制緩和をに らんだ運賃体系のあ り方 を探るべ く、
最新の考 えまで含めた運賃設定理論について交通経済学 の観点 より記述する。
1限 界費用運賃形成原理
限界費用運賃形成 とはパ レー ト効率的な資源配分を実現 するた めには、運賃が限界
費用(MC)に 一致 しなければな らない とす るものであ り、航空会社について言えば
限界費用 は航空サービ スを1単 位追加的に供給 した場合の費用の増分のことである。
需要曲線 と限界費用曲線 の交点では、消費者 の航空サー ビスに対す る評価 と航空会
社の限界費用 とが一致 している。つま り交点 ではP;MCと な り、その時の運賃P※、
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傑給量Xが 決定される。これは、航空会社はPがMCよ り高い ときには、供給量 を1
単位増加することで得 られる追加的な収入が追加的な費用 を上回るので供給量 を増加
させ ようと し、逆の場合には供給量を減 らそ うとするか らである。消費者 のほ うにと
つて は、サービスに対 する評価がPを 上回る限 り消費量 を増大 させると考え られる。
よつて、市場均衡点ではP=MCと なるのである。また、消費者の評価 と限界費用が
一致する点において、社会的余剰が最大化され、資源 の効率配分が行 なわれている。
航空輸送産業 は規模 の経済性を有する。よつて、費用逓減産業である可能性が ある
ので あり、ここでは限界費用に基づ く運賃設定は、資源 を効 率的に配分するものの、
固定費用が巨額で あるた めに赤字を発生 させて しまうことが知 られている。税(補 助
金)で 補填するこ とで、限界費用運賃形成 を実現 することも可能で あるが、財源 の確
保 の困難 さ、企業の費用削減努力の怠慢などの理由によ り現実的ではない。
2平 均 費用運賃形成原理
上記 のようなことか ら、航空会社 の収支均衡 を条件 としてで きるだ け効率的な資源
配分を達成するための理論 として考え出されたのが平均費用運賃形成である。
需要曲線 と平均費用曲線 の交点が、平均費用運賃形成のもとでの運賃水準である。
この点で は運賃 が平均費用 と一致するので航空会社 の収支 は均衡 してお り、上記 の条
件 を満た している。このとき、限界費用運賃形成の時の社会的余剰に比べ公正損失が
生 じるが、これは、過少供給 の状態 となつているためである。
平均費用運賃形成は
(P-MC)/P=R/e(2-2)
と表わされる。ここで、eは 需要の価格弾力性、Rは ラムゼイ指数 と呼ばれる定数 で
ある。この式 は、平均費用運賃形成 を採用 した場合、限界費用運賃形成のもとでの運
賃P=MCを ある程度割 り引 く(割 り増す)必 要が あることを示 してい る。具体的 に
は、運賃 が限界費用か ら乖離する割合は航空サービスに対する需要の価格弾力性 に反
比例 しなければな らない。
また、平均費用運賃形成の応用 として、ラムゼイ価格形成が あげ られる。これは、
当該企業が数種類のサー ビスを行なう場合にそ れぞれの需要の価格弾力性に基づいて
別々の運賃 を上式よ り導 くものである。つ ま り、需要の価格弾力性が大 きいサー ビス
には低い運賃 を、弾 力性が小 さいサービスには高い運賃 を設 定する。理論的 にはエ レ
ガン トなラムゼイ価格形成 も応益原則 を反映できず不公正 と見な される恐れが あるこ
と、諸 々の条件 を満た さねば ラムゼ イ価格形成は意 味をな さない ことなど現実の運賃
設定 の指針 としては問題点 は多いと言える。
さらにラムゼ イ指数がゼ ロの場合には、P=MCと な り、限界費用運賃形成におけ
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る運 賃 水 準 と一 致 す る 。
3イ ンセンテ ィブ規制
ところで、この平均 費用運賃形成は公正報酬率規制 として現に採用 されている。こ
の規制 における総括原価 とは平均費用のことであるか らである。この総括原価方式は
公正報酬 の算定法か ら生 じるアバーチ=ジ ョンソン効果や、X非 効率の ように情報 の
非対称性に起因す る規制 の失敗が生 じるとい つた問題点を抱えてい ることはすでに1
章で述 べた通 りである。
そ こで考 え られたのが ヤー ドステ ィック競争で あり、プライスキャップ方式である。
前者 は、全事業者 の原価 を平均 した標準原価を算定 しこれに基づいて認定運賃 を査定
する方式 であ り、実績原価が標準原価を下回 つた場合その差が ボーナスとな つて、経
営努力の インセンテ ィブが与え られることになる。また、後者は料金水準の引き上げ
率を小売物価指数か ら事前 に協定 された生産性 の向上率を差 し引いた範囲内に限定 し、
その他の価格規制を自由化するものである。これ らの理論は、規制下の中で も競争的
な要素を盛 り込み経営努力に よるコス ト削減、低運賃設定を 目指 させるとい う点で有
用である。ただ し、両者共 に標準原価 の算定、生産性向上率 の協定 とい つた不透明な
要素が残 ることなど様々な問題点が指摘 されている。
4ピ ー クロー ドプライシング
現 実には、航空需要 に大 きな季節性、変動性があ り、航空会社 はその時々に応 じた
資源 の有効活用 を図るた めに、運賃 を需要にあわせて変化 させ需要の平準化 を誘導 し
ている.例 えば、季節単位 で特別運賃 を変動 させる、午前便 と午後便で違 つた運賃を
設定する、週末便 の運賃を平 日便 よりも割高にする、季節によ り何段階かに分けて運
賃 を設定する、低廉な特別料金での利用をオフピー クの特定の便 に限定するなどの手
法を用いる。
どの程 度の運賃変化が適正かが問題 となるが、一般 にオフピー クの運賃は短期限界
費用 に、ピー クの運賃は短期限界費用 と長期限界費用の和に等 しく設定されなければ
ならない と考え られる。航 空サービスの費用は大き く分けると航空機関連費、システ
ム関連費、運行関連費の3つ であるが、このうち前2者 は固定費 、後者が変動 費と位
置づけ られる.オ フピー ク時には現行 の便数 ・キ ャパ シテ ィ内で運行するので操業費
に対する限界費用だ けを徴収すれば よいが、 ピーク時には便数 ・キ ャパシテ ィを増や
して運行 しなければな らない ので、設備費の増分 も運賃 に含む必要が あるか らである。





資 産合計 は1992年度 か ら1996年度 にか けて趨勢 比で87.77%へ減 少 してい る。
1流動 資産合 計 は趨 勢比 で31.85%へと大幅 に減少 して お り、資産合 計の減少 の要 因
に なって い る。 なかで も、現金 ・預金 と有価 証券 の減少 が著 しい。現金 ・預金 の減少
の 内訳 としては 、定期預金 、譲 渡性預金 の減少 が顕 著 であ る。
固定 資 産合 計 は 趨 勢 比 で はや や 減 少 して い る もの の 、 構 成 比 で は69,11%から
75.86%へと上 昇 し、他 の2社 よ りはわず か に低 い もの の非 常 に高い 割合 で あ る。 有
形 固定 資産 の部 では、建物 ・構築 物 の増 加 と、建設仮 勘定 の減少 が 目立 って い る。建
設 仮勘 定の減少 によ り、今 後 の航 空機 の購入 の減少 を予測 で き る。
投資 ・その他 の資産合 計 は資産合 計 とほぼ 同 じ割 合 で減少 して い る。長 期貸付 金 が
趨 勢比 で25.21%へと減少 が 著 しい。
負債合 計 も資産合 計 とほぼ同 じ割合 で減 少 してい る。 流動負 債 の部で は買掛金 の増
加 が 目立っ。 固定負 債 の部 で は社 債 ・転 換社債 が趨勢 比 で65.87%へと大幅 に減少 し
てい る。 この減 少 の割合 が現金 ・預金 の減少 とほ ぼ一 致 してい る。
資本 の部 では、 その他諸任 意積 立金 の減少 が特徴 的で あ る。
2P/Lの 分析
売 上高 ・営業収 益 は1993年度 以降着 実 に伸 び てい るが、有価 証券報 告書 に よる と、
これは 日本 発 ビジネ ス需要 が好調 に推移 してい る ことによ るもので あ る。売上 原価 ・
営 業原価 も売 上高 の上昇 につれ て、増加 して きて い る。特 に1996年度 の急激:な増加
は、燃料価 格 の高騰 に よる航 空燃 油費 の大幅増 と、円安 に伴 う費用 増 が原因 であ る。
しか し、売 上原 価 の 上昇 の割 合 は売 上高 の上昇 の割合 を下回 ってお り、売上総利 益 は
着 実 に上昇 してい る。
販 売 費及び-一般 管理費 は売 上高 ・営業収 益の増加 割合 とほぼ同 じ割 合 で増 加 して い
る。 内訳 と して は、販 売 手数 料 と広 報 宣伝 費 の増 加 が 目立 っ。
営業外 収益 合計 は1994年 度 を ピー クにその後減 少 して い る。1994年度 のその他
営 業外収益 が高 い値 を示 してい るのは機材 関連報 奨額 によ るもので ある。 受取利 息 ・
割 引料 は現 金 ・預金 、有価 証券 の減 少 に伴 い低 下 してい る。 資産処 分益 ・評価益 は有
価 証券売却 益 と航空機 売却益 による もの であ る。 航空機 には過 剰償却 に よ り、多額 の
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含 み益 が存 在す るた め、 この売却 に よって、数 百億 円規模 の利 益 を獲得す る ことが可
能 で あ り、利益 額の操 作が あ る程度 まで は可能 で ある。
営業外 費用合 計 も社 債 ・転 換社 債の減少 な どに よ り、減少傾 向に ある。
経 常損 益 は1994年度 、1995年度 と利 益 を計 上 した ものの 、1996年度 は損失 に転
じた。
1996年度 の特別利益 は土地 の売却益 に よる もの であ る。
当期損 益 は1995年度 を除いて 、常 に損 失 が生 じてお り、国際路線 を主 とす る 日航
は 、厳 しい状況 下で 、航空 自由化 の 「大競 争時代 」 を迎 えなけれ ばな らない。
3連 単比 率
売上高 、B/S合 計 ともに連単比 率は増加 傾 向 にあ り、 関連 事業 に 、よ り一層 、力
を入 れ てきて い るこ とが うかが え る。経 常損益 、 当期 純損益 ともに、単独 決算 よ りも
連結 決算 の値 のほ うが常 に赤 字額 が多 く、子会 社 も赤字 に苦 しんでい るこ とが分 か る。
II全 日本空輸の分析
1B/Sの 分析
資産合 計 は1992年度 か ら1996年度 にか けて趨 勢比 で81。66%へと大 幅 に減 少 し
て い る。
流 動資 産合 計 は趨 勢比 で75。73%へと資産合 計 の減 少 を上回 る割 合 で減少 して い る。
現 金 ・預金 と有 価証 券は非 常 に増減 が激 しい が、全体 と しては減少傾 向に ある。
固定資 産 は趨 勢比 で83.36%へとほぼ資産合 計 と同 じ割合 で減少 して い る。しか し、
構 成比 で は常 に75%を 超 えて お り、 高い水 準 に あ る とい え る。 有形 固定資産 の部 で
増加 が 目立つ のは建物 ・構 築物 、土地で あ る。逆 に減 少 してい るのは航 空機 と建設仮
勘 定で あ り、特 に航 空機 の減 少 は著 しく、 これ は リース会社 に リースバ ックを前提 と
して売却 して い るか らで あ り、 目航 と同 じ傾 向で あ る。
投資 ・そ の他 資産 の部 では長期 貸付金 が1996年 度 に急激 に減少 してい る ことが 目
立 っ。
負 債合 計 は趨 勢 比で79.29%へと、資産合 計 の減 少 よ りやや 上回 って い る。流 動負
債合 計 、固 定負 債合 計 はほ とん ど同 じ割 合 で減少 してい る。流 動負 債 の部 で は1年
内償 還 の社 債 の増減 が激 しい。 固定負債 の部 では社債 ・転換 社債 、長期借 入金 ともに
全 体 と して は減 少傾 向 にあ るが 、 この2つ を合 計す る と構 成比 で常 に50%を 超 え て
い る。




売 上高 ・営業 収益 は、1993年度以 降 は順 調 に増 加 を続 けて い る。 売 上原価 ・営業
原 価 もほぼ 同 じ割合 で上昇 してい るた め売上総利 益 はお よそ2,000億円弱 で一 定 して
い る。
販 売 費及 び一般 管理費 は売上 高 ・営 業収益 の上昇 を下回っ てい るため、会 社 の規模
か ら考 える と、値 は大 き くない もの の安 定 した営業利益 を計 上 してい る。販 管費 の内
訳 としては販売 手数料 の増加 が特徴 的で あ る。
営業外 費用 合計 は常 に営業外収 益合 計 を上回 って推 移 して い る。支 払利息 ・割 引料
は減少傾 向 にあ るものの、依 然 、負 担 とな って い る。 資産処 分益 ・評 価益 は有価 証券
と航空機 の売却 によ るもので あ り、 日航 と同様 に利 益操 作 に用い られて い る と考 え ら
れ る。 その他 営業外収 益 は機材 関連 報奨額 が大部 分 を 占め、資産処 分益 ・評価益 と機
材 関連報 奨額 を合計 した ものの値 と当期損 益 の値 の大 き さを比べ る と売却 益の影 響が
大 きい ことが よ く分 か る。
1994年度 の特別利 益合 計 は土地売却 益が その大 半 を占めてい る。
当期損 益 は1993年度 を除 いて は、 ほぼ20億 円か ら40億 円の利益 計上 が続 いてい
る。
3連 単分析
売 上 高、B/S合 計 ともに増加 しつ づ けてお り、積 極 的 な事業展 開 をは かっ てい
るこ とが うかが える。 しか し、経常 損益 、 当期純 損益 にお いて 、 ほ とん どの年 度
にお いて子 会社 は損 失 を抱 えてお り、 日航 と同様 に子会 社 経営 が うま くい ってい
る とは言い難 い。
皿 日本 エア システ ムの分析
1B/Sの 分 析
資産合 計 は1992年度 か ら1996年度 に かけて趨 勢比 で110.90%へ増 加 してい る。
流動 資産合 計 は趨勢 比 で72.72%へと大幅 に減少 してい る。 これ は 、現金 ・預金 と
営 業未収 入金 の減少 に よる もので あ る。
固定 資産合 計 は趨 勢比 で118.34%へ増加 してお り、構 成比 は87.69%にまで上昇 し
てい る。 日航 、全 日空 も ともに固定 資産合 計 の構 成比 は80%前 後 で あ り、航 空業 界
の特徴 をあ らわ してい る。 内訳 と して は、有形 固 定資 産合 計 が構成 比 で80%を 超 え
一27
るまで に増加 してお り、なか で も建物 ・構 築物 と航 空機 の増加 が顕著 で あ る。投 資そ
の他 の資産合 計 の構 成比 は7%前 後 で あ り、他 の2社 と比 べて 半分以 下の値 で あ る。
負 債合 計は趨勢 比 で116.84%へ、構成 比で93.58'%へと増加 を続 けて い る。流 動負
債合 計 は 、変動 が あ る ものの全 体 と して は増加 して い る。 固定 負債 合 計 の構成 比 は
60%を常 に超 えて お り、非常 に高 い値 とい え る。 資本合計 は趨 勢比 で63.72%へ減 少
してい るが、 これは 当期 未処理 損失 の増 加 に よる もの であ る。
2P/Lの 分析
売上 高 ・営 業収 益 は趨 勢比 で117.13%へと着 実 に増加 してい る。 しか し、売 上原
価 ・営業原 価 がそれ をわず かに上 回 る割合 で増加 して い るた めに、売 上総利益 の構成
比 は16%台 に減少 してい る。 売 上総利益 の構成 比 が20%を 割 って い る ことか ら苦戦
が 見て取れ る。
販 売 費及 び一・般 管理 費 は、1994年度 以 降売 上総 利益 とほぼ 同 じ金 額で推 移 して い
る。 こ こ5年 は常 に営業損 失 が発 生 してい る.0
1995年度 と1996年 度 は 、営業外 収益 合計 が営業外 費用合 計 を上 回って い るが 、
営 業外収 益合計 の ほ とん どが機 材 関連報奨 額 と航 空機 売却 益 に よる もの であ る。 営業
外 費用合 計 の大 半 を 占める支 払利 息が、短 期 ・長 期借入金 の増加 に もか かわ らず減 少
して い るの は、低金利 の影響 によ るもの と思 われ る。
経 常利 益 が1995年 度 か らわず か なが らもプ ラス に転 じた ことによ り、 当期未処 理
損 失 の増加 に歯 止 めがか か っ.た。
一28
図表3-1圓本航空財務諸表
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1393年度 ass4年度 釜995年度 1sgs年度
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日航は1994年度か らよ うや くプラスに転 じたが、非常に低い値であるa全q空 は
ほぼ2%前後 を保 っている。 日本エアシステムはわずかなが らマイナスである。
売上高事業利益率(事 業利益/売 上高)と 総資本回転率(売 上高/総 資本〉 に分解
してみ ると、 日航は、売上高事業利益率、総資本回転率 ともに増加傾向にあることが
分かる。全 目空 においては、売上高事業利益率は上下 しているが、総資本回転率は増
加傾向にある。
(注〉事業利益=営 業利益+受 取利息 ・配当金
(2)経営資本営業利益率(営 業利益/経 営資本〉
目航は1995年度か らよ うや くプラスに転 じたが どの年度 も非常に低い値である。
全 目空は1993年度以外2%を 常に超 えて安定 している。総資本事業利 益率 と経営資
本 営業利益率を比較す ることによって、 日航は総資本事業利益率の方が高いので、本
業 より財務活動の収益率の方が上回っていることが分か る。逆に全 日空は、ほ とん ど
の年で、経営資本営業利益率の方が高いので、本業の方が、収益率がよい ことが うか
がえる。
また、売上高営業利益 率(営 業利益/売 上高)と 経営資本回転率(売 上高/経 営資
本)に 分解 してみ ると、 日航は、経営資本回転率がほ とん ど変化せず、売上高営業利
益 率が上昇 しているので、経営資本営業利益率の増加の主な原因であることが分か る。
(3)自己資本利益率(当 期純利益/自 己資本)
日航は、1995年度 以外は当期純損失が発生 しているので、マイナスの値が生 じて
い る。全 日空は1993年度を除いてはほぼ2%に 近い値 を示 している。 日本エアシス
テムの大きなマイナスの値 は、1993年度 と1994年度は大きな当期純損失が発生 した
ことによるものである。
また、売上高純利益率(当 期純利益/売 上高)と 自己資本回転率(売 上高/自 己資
本)に 分解す ると、 日航、全 β空は ともに、自己資本画転率において、4(画/年)






一般的 に流動比率は200%以上、当座比率は100%以上が理想 とされ るが、 日航 は
ともに大 きく低下する傾向にあ り、かな り低い値 といえる。 この低下の原因は有価証
券 の大幅な減少 によるもの と思われ る。全 臼空の流動比率 と当座比率 もいったん増加




日航 の負債比率は400%前後 と非常に高い値 で推移 している。 濠た、資産構成 をみ
ると、お よそ負債:資 本=8:2で ある。全R空 の負債比率は500%前後で非常に高
い値:で推移 しているが、負債合計が減少 してきているため、やや 、減少傾向にある。
資産構成 をみると、お よそ負債:資 本=11:2であるが 、やや 自己資本比率は増加傾
向にある。 日本 エアシステムの:負債比率は1992年度の536.4%から1996年度 の
1457.3%へと急激 に増加 してお り、これは、固定:負債、特に長期借入金 の増加に よる
ものである。 また、 自己資本比率は、他の2社 よ りもさらに低 く6%台 にまで低下 し
てきてお り、健全 な財務構造 とは言い難 いG
(3)固定比率(固 定資産/自 己資本)
固定長期適合率{固定資産/(自 己資本+固 定負債〉}
目航は、固定比率は350%前後で安定 してい るが、固定長期適合率は100%を超 え
て、増加が続いている。全 目空は、固定比率は500%前後か ら減少 してきているが、
固定長期適合率 は100%前後 を推移 してい る。 日本エ アシステ ムは、1992年度 の
525.7%から1996年度の1365.6%へと急激 に増加 している。固定長期適合率 も100%




日航は1994年度 と1995年度 を除いては100%を超えている0全 日空はかろ うじて
100%を切 ってい るが、危険 ライ ンとされ る95%をほとんどの年度で超 えて いる。 日
本エアシステムは1996年度以外は100%を超 えているが、売上高 ・営業収益の伸び
によりやや改善方向にある。
(注)損益分岐点売上高=固 定費/(1一 変動費/売 上高)
固定費 訟販売費一荷造運搬費+労 務費一外注加工費一動力費+営 業外費用一
営業外収益
変動費=総 費用(売 上高一経常利益)一 固定費
日本エ アシステムの損益分岐点比率については、1992年度か ら1996年度に
お ける売上高 ・営業収益(売 上高)と 売上原価 ・営業原価 十販売費及び一般
管理費(費 用)か ら最小2乗 法 を用 いて作成。
4生 産性指標
労働生産性(付 加価値/従 業員数)寓 一人当 り売上高x付 加価値率
付加価値=営 業利益+人 件費+賃 借料+租 税公課+減 価償却費
労働 生産性について、b航 は増加傾 向にある。 これは売上高が増加、従業員数が
減少 して、一人当 り売上高が増加 しているからであ る。また、付加価値率は常に40%
を超えてお り、高い水準 にある といえる。全 目空は、労働生産性 はほぼ安定 している
といえるが、その内訳 としては一人当 り売 上高が増加 し、付加価値率が減少 し影響を





1992#度1993年度 で994年度 1995年度 1996年度
1収益性指標
総資本事業利益率 一2.06 一1.0% α2栃 3.3%1 0.89b
売上高事業利益率 一3.2瓢 一1.79 α3% 1.9% 7.◎瓢
総資本回転率(回/年) osso 0,579 0,624 U.706 0,789
経営資本営業利益率 一50% 一28'16 一t.o% t4% 0.4%
売上高営業利益率 一4.7% 一3.0% 一1.(跳 1,496 α4%
経営資本回転宰(回ノ年) 1A84 osss 1,002 1050 1101
自己資本利益率 一11£備 一7.5瓢 一〇.4% 4.2% _2946
売上高純利益率 一4.2% 一2.6% 一〇.i% 0.04.E一〇.896
自己資本回転率(回/年) 2,754 2,915 3,199 3,452 3,748
II安全性指檬
流動比Σ醇 129.99G115.5%119.39G91.3%184.3
当座比頚匡 99.7% 88.14b90.9% 65.7% 56,096
負債比菌区 386.6%421.9%40ao栃 375.2'1375.1%
自己資本比率 20.6% 19.2%L19.9% 21.0% 210馬
固定比率 336.6%382,146364.3%356.7961360.4%




労働生産性(百万円) 19.43 18.93 20.97 24.80 25.10-人当り売上高(百万円、 47.60 45.28 49.22 54.82 61.18






1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度
1収益性指標
総資本事業利益率 z1% t1% 1.7% 乞6雅 2.0%
売上高事粟利益率 3.3% 1.8% 2.B% 3.7% 2,596
総資本回転率(回/年) Q.638 0,600 0,646 0,710 0,792
経営資本営粟利益率 2.5% 0,796 ZO麗 3.6% 25麗
売上高営巣利益率 2.29G α7% 2.0% 3,296 2.0%
経営資本回転穣(回/年) i.i14 8.99 1ρη 1,121 1,231
自己資本利益墨 1.29b一15麗 2.2% 1.66 205
売上高純利益墨 α3% 一〇.4% os% 0.4% 0.4%
自己資本回転墨(回/年) 3,969 3,935 4.17 4,411 4,647
∬安全性指標
流勤比墨 108,846134.9%130.7% 97,546104.8%
当座比躯 68.6% 75.46 76.36'6α7瓢 62.0%
負債比躯 552,596564.3%531.3 510,596462.2
自己資蒸比率 15.3% 15.4 15.8% 1S.4% 17.8%1
固定比丞 497.5%508.5%4828覧 487.8,437,591
定長期適合率 97.5% 93,4馬 93.3%100.8'.98.6%
ID損益分岐点比率
損益分岐点比率 95.399699.11瓢 99.65%94.01瓢 95.17%1
W生産性指標
労働生産性(百万円) 2427 21.96 22,48124.i7 23.91一人当り売上畜(百万剛 56.72 52.48 54.5E158.21 60.47




- 鴨o盆犀崖 19鱒犀態 鳩94犀蟹 1095難匿 19黛δ年 置
!取養惟糟纏
「総賛禾事粟利益率 一〇.41% 一1」2男 一〇.05951一〇.06!K
.-=σ0舗
経営資本営薬利益率 一〇.80% 一1.66% 一172瓢 一〇.12% 一〇.11%
自己資本利益塁 5.01%一12.78% 一33.82%' Q.89% α30覧
II安全性指標
流動比塁 89.9% 78_t% 63.3% 48.7% 40.2瓢
当座比座 47.179637.3%,26.3% 25.2% 19.0%
負債比璽 536.46794.7%1200.99161413.0%t457.3%
自己資不比率 15.714611.18% 7.69% 6.61% 6.42%
固定比丞 525.7%735.2%10ga2%1304.7%1365.6%
固定長期適合率 109.8瓢 108.69G110.3%117.2 122.6?b
凪損益分岐点比率




































1制 度的留保率(制 度的留保/内 部留保)
日本航空に関 しては1995年度 を除いて当期純利益の赤字が続き、制度 的留保率(フ ロ
ー)も 非常 に高い率が続 いている。1993年度 の制度的留保 率(フ ロー)が 例年 よ りも低
い のは、この年の貸借給与引当金の額が大幅 に小 さかったこ とが原 因である と思われ る。
また、特に5年 間配 当金等社外流 出額が0で あることな ど、異常 と思われ る状態が続 い
てい る。
全 日空 においても、当期純利益は 日本航空に比べて赤字が続 くことはないに しろ、公表
.利益留保 はマイナスで制度的留保率は(フ ロー)が100%を 越 えてお り、留保 力の弱 さが
目立ってい る。
ス トックの面か ら見 ると、両者 ともにフロー の面 よ りも比較 的留保率の推移は安 定 して
い るが、その率の高 さか ら うかがえ る留保 率の弱 さは変 わ らず、苦 しい状態 にあると思わ
れo、 しか しなが ら航空企業 においては、資産 の うち航空機 が大きな割合 を占めている。
そ して、その航空機の減価償却費が大 きく、また、実際 の耐用年数 よ りも短 く計算す る過
大償却 によって利益が費用化 され、退職給与引当金 とも同様 に、公表 され てい るより も多

















航空企業 は、需要を充足す るのに必要なサー ビス供給量の計画 を立てるために需 要予測
を行 う。また、長期需要予測に基づ き、広範 な戦略上の意思決定 ・航空企 業の経営計画や
経営 目標 に関す る多 くの事柄が決定 され る。
航空企業 は急激な料金変更や その他の供給要因の劇的な変化がなければti現行の達航条
件 がそのまま継続 される と仮定 して、輸送量予測を行 う必要がある。また、供給条件の変
更に対す る需要 の反応 について も予測可能で なければな らない。
予測 には絶対的な確実性はない。 しか しなが ら、航 空企業 の意思決定に際 して予測は必
要不可欠であ り、需要予測 とい う作業は避けて通 ることはできない。航空企業は、予測の
第一 目標を明確 なものに して、過去 のデ,,._..タの利用可能性 を考慮 に入れた上で需要予測手
法 を選択 しなけれ ばならな いのである。
2予 測手法
定性分析による手法 としては、重役の判断、市場調査 、有識者の見解に基づいて合意を
得た予測値 を作成す るデル ファイ法があげられ る。
次に、時系列分析については指数型 の トレン ドと、線形 トレン ドの2種 類 があ る。
指数型 の トレン ドとは、各単位 期間 毎に輸送量 の伸び率 が一定の ものであ り
輸送量y=a(1+b)t
aは定数 、bは 伸び率、tは 期 問。
と定義 され る。3｢固以上の観測値 を加算 して平均値 を求め、それ を3年(3月 〉の中の 中
央年の実績値 とされ る移動平均伸び率を需要予測 として行 う企業 も多い。ただ し、移動平
均 を求める際 に対象 となる観測数 の決定は予測担 当者次第であ り、その場合の 目的は、あ
くまで長期的視点 を見失 わないために突発的 な短期的輸送量変動 を取 り除 くこ とにある と
い う点に注意す る必要がある。
線形 トレン ドは各単位期問毎の輸送量増加の絶対 量が一定のものであ り
輸送量y=a+bt
aとbは 定数 、tは 期 間。
と表 され る。線形 トレン ドの うちa単 純 トレン ドは最 小二乗法に よ り時系列デ.___タをその
ままのかたちで直線y=a+btに 適合 させ る手法であ る。単純 で利用が簡単だが、デー
タに大きな変動がなく何 らかの規則性が認 め られ る場合にのみ使 用可能 となる。そ こで、
過去の実績値に大きな変動 が見 られ る場合には、移動平均値 を計算 して新 しい時系列デー
タを作成す ることに よって変動効果 を緩和す る手法 と して、移動平均 トレン ドが用い られ
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る。 この手法を用い ることで、輸 送量の伸 びの全体的 トレン ドを適切に把握 できるだけで
な く、適合性 も良好 になるis,
一般的に言って、時系列分析 は短期の予測 には正確 であることが多 く、予測が容易であ
る。ただ需要をすべて時間 の経過だけに関係づ けるのは過度の単純化であ り、また、予測
期間が長 くなれ ばな るほ ど予測精度は悪 くなる。そ こで輸送量の伸 びを仮 定 され る一連 の
因果 要因 に関連づ けるとい う因果予測手法を用い るこ とがある。
因果予測手法 は、航空輸送量 に関す る計量:経済 的予測は単純回帰 もしくは重 回帰モデ ル
に基づき行われ ることが多 い。独立変数 としては、航空料金 と一人当た りの所得 を何 らか
の尺度 で測定 した ものとい う2つ の変数が用い られ ることが最 も多い。
実務では例 えば、次式の ようなモデルが用い られている。
T=f(F,Y,t)
Tは 年間旅客数、Fは 実質 平均料金、Yは 一人当た りの国民総生産、tは 期間中のなん ら
かの基礎的 トレン ドである。
航空料金 ・所得や ほかの独 立変数 を旅客数 に転換 させるために、定数(K)を 方程式 に
組 み込み、各独立変数 が需要に及 ぼす影響 は全 く異なっていなければな らないので、従属
変数 と独立変数 の問の乗法関係 を対数型で表示す ることによ り、
logT=K十alogF一十一blogy-f-clogt一#一u
とい う式が得 られ る。 ここで、liは誤差項、a・b・cは モデル のパ ラメーターであ り、
その値 が高いほ ど対応す る変数 の変化が輸送 量水準に及ぼす影響が大 きくな る。
時系列デー タを用 いて最小 二乗法推定 を行 うこ とによ り、上記 の回帰モデル の定数項
(K)と係数a、b、cの 値 が求ま る。 そ して決 定係 数が計算 されて係数 の適 合性が検定 さ
れ 、モデル4)有効性 と相関関係 の有意 性をt検 定やF検 定に よって検 定す る。 また、 自
己相関を検定す るためにダー ビン ・ワ トソン比を用い る。
この ような因果予測モデ ルの優位性は論理的である とい う点 である。時系列予測 を行 う
場合 よ りも長期の輸送量:予測を行 う上で誤差の生 じる リス クが少 なくなる。ただ、輸送量
の予測 を行 うのに先立ち独立変数の予測に関 してほかの人の結果 を使 うか、 自分で予測を
行 わねばな らない とい う弱点 もあ る。また、過去のデー タの利 用可能性 に左右 される とい
った問題点 も残 されている。
3実 証分析
最小二乗法に より、時系列分析および相 関分析 を行った結果は図表3-8に 譲る として、
ここでは、全体的に言 えることをま とめることとす る。
まず 、時系列分析 においては、国内航空事業者 、お よび 国内航空大 手三社 ともt値 、決
定係数が1%有 意水 準で有意であることか ら、国 内線旅客数 、国内線旅客 キ・ロ、国際線旅
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客数、国際線旅 客キ ロの全 てにおいて極 めて線型性の高い トレン ドが認 められ る。 これ を
も とに需要予測 を行 えば、例 えば、国内航空事業者の国内線では このままの伸 びで行 く と
2000年度には9746万人の年 閲利用者数 を記録す るこ ととな り、毎年約4.5%の割合での
利用者増が見込まれ ることとな る。 ただ し、 この数値:は過度 に単純化 され たものであ り、
___.に妥 当であ るとは言いがたい。
次に、単純回帰 による因果関係分析 では、 日本の一人 当た りGDP(以下、GDP>と旅客
数、旅客 キロの相関 を調べた。この結果 、国内線 においては旅客数 、旅客キ ロともにGDP
との相 関関係 が高い ことがわか る0こ れは、国内では他 の交通機 関が発達 しているためで
あ り、また、観 光での航 空需要が所得の影響 を受 けやす いた めである。一方、国際線 につ
いては相関関係 が低い ことが示 され た。国際線 においてはGDP以 外の要因(諸 外国の経
済事情が大きな影響力を持つであろ う)に よ り、利用者数が左右 され ると考 え られ る。
重回帰に よる分析 ではGDPお よび.r均運賃 の2つ の説明変数 と旅 客数、旅客キ 揮との
相 関を調べた。この結果国内線 ではさきほ どの単純回帰に比べ決定係数 も高 くなってお り、
平均運賃 もまた利用者数 に多少 の影響 を及 ぼす もの と考 え られるが 、平均運賃の推移には
各社でば らつきがあ り、t値 が低 いこ とか らも平均運賃が利 用者数 を左右す る大 きな原因
である とは言いがたい。国 内線 では単純 回帰分析 と同 じくそれ ほ どの フィ ッ トネスは得 ら
れなかった。 よってGDP、 運賃の二つでは全体 を捕 らえ るのは不適当であ り、各路線 ご
とに特有の事情 を考慮 して分析を深 めなければな らない。
回帰分析 の結果を下に2000年度 のANAの 国内線 の需要予測 を行 った(図 表3-9お
よび3-10)。その結 果、仮 に 日本経済が1%成 長 を続 けた とすれば、ANAが 業績(売 上
高〉 を伸ばす ためには平均が最低 で15,900円の とき、2,000年度 のANA国 内線の旅 客
数:は3,829万人 、、運賃収入 は6,088億円となる。 また、仮 に β本が0.8%とい う低い成長
を続 けた場合 には、16,000円台の平均運賃 を設定 しなければ業績 を伸 ばす こ とができな
い ことも計算か ら導 き出 された。 よって、1996年度 の平均運賃実績 が16,302円であ る
ことか ら、今後数百円の運賃引き上 げの余地があるが、それ でも世界的 に見て高い運賃水
準 であることに変わ りは なく、また、 日本経済がよ り低い成長率に とどまった場合には、
将来 においても現状 の運賃水準 でな けれ ば業績 を伸ば しつづ けることがで きず 、航空サー
ビスの供給 が不安定にな る恐れ があるとい う結果 が導かれ た。
さらなる低い運賃水準 を目指 した上で利潤を維持 しよ うとす るな らば、組織運営の抜本
的改革を行い、今以上の徹底 した リス トラ、費用削減に よる しかないであ ろ う。
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図表3-6基 本 デー タ
年度 日本一人当たりGDP
(千 円)









1985 2,681 4,378 699 3,312 3,198
1986 2,791 4,637 了2i 3,532 3,536
1987 2,910 5,005 899 3,853 4,135
1988 3,095 5,295 975 4,110 4,677
1989 3,301 s,oi2 1,051 9,719 4,988
1990 3,552 6,525 1.b駐2 5,162 4,731
1991 3,736 6,869 1,104 5,535 5,監35
1992 3,795 6,969 1,103 5,668 5,202
1993 3,824 6,956 1,143 5ト712 5,4A3
1999 3,633 7,455 1,26T s,ias 6,303
1995 3,697 Z,B10 1,447 6,501 9,230
1996 3,999
{出所}『 経 済 白 書 』 各 年 度 版 、 『航 空 宇tai年鑑1995』 よ り 作 成.
図舞3-7国 内大手3社:実績(最 近10年間)
年度
全 日本 空 輸(ANA) 日木 航 空(JAL) 日 本 工 ア シ ス テ ム(JAS)
旅 客 数
(万人)
旅 客 キ ロ
任 万人キn)
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(注)上 … 国 内線 ・下 … 国 際 線 、JASに つ い て は 国 内 線 国 際 線 の 合 計 。
(出所)『 有 価 証 券 報 告 書総 覧d各 年 度 版 よ り作 成 。
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,:表3-8回 帰分析結果一覧
Y(従 属 変 数)X1の 係 数a.XZの 係 数b定 数 項 決 定 係 数
国 内 航 空 廓 業 著
旅 客数 国 内線
,
fit=350.0(16.39)一(一) 一690254(一16 .24) 0.96了6
G2,520(1B,61)一(一) 一2398(一5 ,16) 0,977
旅 客キu国内線 イ唇三325.9(20.46) !) 一643575(一20 .31)
8
0.9790
U2,328(17.29) 1 一2989(一6 ,47) 0.9708
旅 客 数 国 際 腺 年67.0{10.92) (1 一132317(一10 ,83) 0.9298
(xO.45B{6.95) 1 一526(一2 ,33) 0.8430
旅 客 キu国 際 線{年330.4〔9.4の 1 一652625(一9 .37) o.sosa
G2.179(5.44) (1 一2449(一1 .78) 0.7670
旅 客 数 閑 内 線 `響三353.6{16.44) () 一697441(一16 ,29) 0.9691
旅 客#n国内 線 雪f二330●4(20.60) 一{一) 一652611(一20 ,4.5) o,seas
旅客数国際線 年58.9〔5・33) 一i-1 一116213(一5 .28) 0.9487
旅客 キu国際 線 年282.6〔7.31) 一1 一557358(一7 .25) 0.9431
全 口 木空 輸(ANA)





UO.940(12.94) 1人 一 〇・061{一1.R2) 888(一) 0.9504
GO,B51(8,35) 人k-39,82{一1,43) 981(一1 a,9446
旅客和 図内線 イ喜三117,9〔9.23) 一{一) 一232210(一9 .13) 0.3142
GO,986(12.94) 一{一) 一879(一3 .19) 0.9544
UO.97B(17.74) 1入 一 〇.068〔 一2.68) 351(一) 0.9732
(}0.876{ll.重3) 人k-45.75{-2,13) 486(一) 0.9692
旅客数国 際線 4「三20,9(12,00) 一(一} 一41586(一11 .96) 0.9474
GO,760(6.15) (1 一427(一4 .54) 0.8256
GO,160(5,86) 1人 一〇,aOO3{-0.46) 一405(一) 0.7829
GO,160(5,62) 人kO.50〔0.07) 一431(一) 0.7765
旅客和 国際線 41=118.6(15.77) 一{一) 一235391(一15 ,72) o,ssss
GO,937(8,60) 一(一) 一2496(一6 ,34) 0.9023
GO,972(B,62) 1人 一〇.006(一 〇・99} 一2236(一) 0.8941
GO.946(7,97) 人k-9.24{一 〇,33) 一2422(一) 0.6759
口 木 航yu(JAL)
旅 客和 国 内 線 年66.s(15.85} 一{一} 一131378(一15 ,70) 0.9691
GQ,528(8,99) f 一631(一2 ,97) 0.9100
GO,541(11.64) 人k-25,91{一2,05) 一170(一) 0.9377
旅 客#n国際 線 イ署三234.8(5.19} 一i-1 一463010(一5 ,ld) 0.7710
G1,536(2,79) 1 一969(一 〇.49) 0.9934
GO.882(1.74) 人k-300.3〔 一2.45) 4972(一) 0.6526
凹 本 工 ア シ ス テ ム(JAS)
旅客数全 線 年80。54〔13.96) 一(一1 一158977(一13 ,83) 0.9605
cxo,s4s(io,asl (一1 一903(一3 .96) 0.9299
(xO.690(9.47) 1人 一〇.020〔 一1.03} 一763(一) 0.9263
GO,635(7.21) 人k-2.69(一 〇,23) 一791(一) o,stao
旅 客 キ ロ全 線 年90.05(18.32) (一) 一178236(一18 .21) 0.9767
GO,726(12,18) (一1 一1515(一1 ,04) 0.9488
GO,771(11.38) 1人 一〇.021(一1.20) 一i300(一1 0.9462
GO,709(B.63) 人k-3,49{一 〇,33) 一1371(一) 0.9378
(注)・X,の 年 はsr度 ・Gは し1本,の一 人 あ た りGDPを 示 す ・
bXzの1人 は 一 人 あ た り`1'均運 賃 、 人kは 人 キ ロ あ た り の._均 運 賃 で あ る こ と を 示 す 。
()内 の 数 値 は そ れ ぞ れ の 係 数 のt値 で あ る 。





XF一 人 当た りGDP
X2=平均運 賃

























1規 制 緩 和 と,その 目的
ア メ リカの 民間 航 空 は 、1930年代 の大 恐 慌 に際 し企 業 の財 政 的 安 定性 、 そ れ に基 づ
く航 空 産 業 の 発展 、 また 、政 府 補 助 の合 理 化 な どの理 由 か ら経 済 的規 制 の基 本法 で あ
る1938年民 間航 空 法(CivilAeronauticsActof1938>が制定 さ れ、 民 間航 空 委 員
会(CivilAeronauticsBoard,以下 、CAB)が 参 入 ・退 出 、運 賃 、そ れ に 合併 な ど
の規 制 を1940年か ら担 当 した 。 このCABの 特 徴 と して 、参 入 規 制 に おい て は被 規 制
企 業 を保 護 す る こ と を考慮 して 新規 企 業 の設立 は認 め ず 、新 路 線 の設 立 もで き るだ け
制 限 す る 政策 を と った 。 また 運 賃規 制 につ い て は直 接 運賃 を規 制 す る ので な く、航 空
会 社 の利 益水 準 あ るい は航 空 業 界 の収 益 性 に重 点 を置 くな ど の政 策 を と った 。
しか し1970年代 に 入 る と不 況 、1973年の 第1次 オ イル シ ョ ックに よる コス ト高 、 需
要 の不 振 な どに よ り低 成長 期 に移行 した の で あ った 。 こ う した 中 で規 制 緩 和 へ の動 き
が 政 治 家 や経 済 学 者 の 間か ら出 始 めた 。
2CABに よる規制撤廃
1970年代後半か らCABは 、従 来 の基準 よりもず っと多数の航 空会社に運航免許を
与える ようにな り、運賃競争を維持するための手段 として 自由参入 を強調 した。参入
基準 の決定的 な要素 として、申請航空会社が低運賃の申請 を行な ったか どうかに重点
をおいて評価する とい う方法を とった。低運賃 の提示を行な う航空会社がなか った場
合 には、従来 の基準に基づいて選定 を行な った 。当初、CABは 市場の需要が十分に
支え得る と考え られる数 の航空会社 のみに運航免許を付与 した。その後CABは 市場
が支え得る航空会社の数 にこだわ らな くな った 。それは運航にふさわ しい航空会社の
選択は、CABが 行な うよ りもず っと効率的 に市場で行なわれると判断 したか らであ
る。
CAB… 航空輸送産業に規制 を行 う独立 した機 関と して設立 され、参入、運賃、
反 トラス ト法の3つ の分野を規制する広範な権限が与え られた 。委員長
は大統領 によって任命 される。
3航 空会 社 規 制緩 和 法
1978年10月に 航 空企 業 規 制緩 和 法(AirlineDeregulationActof1978)が成立 し
た の で あ った 。 こ の規 制 緩 和 法 では 、1981年12月31日か らの 参入 ・退 出規 制 の 廃止 、
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1983年1月1日か ら運賃規制の廃止 とい つた経済的規制 に関する段階的廃止 と、1985
年1月1日 をもって規制 当局であるCAB廃 止等について決めてい るが、最 も重要な
ことは広範 な競争の 自由を認め競争原理を導入するこ とによつて、既存の企業な らび
に新規の企業が運賃な らびにサービス面において需要に即 した運営 を行い、各々が十
分 な利益をあげることに より、航空産業全体 の強化 も図 られるこ とにあった。
CAB廃 止後、CABの 持 っていた航空会社 の適格性 を審査する権限は運輸省(D
OT)に 移管 され、消費者保護や小地域社会 に対する補助金政策 ・エ ッセンシャルェ『
アサービスプログラム(必 要に応 じ連邦政府 の直接補助 によって、全ての小地域社会
や遠隔地域 に、引 き続 き包括的で手近 な定期航空運送サー ビス)、 国際線への参入や
運賃、合併 など、残余の航空規制に関 して も移管 された。合併については1989年に司
法省 の管轄 に移 された。
4規 制緩和後 の短期 的変化
isso年代 中頃までは、州際サービスへの参入が数多 く見 られた。この うち最 も成長
が顕著な ものは、需要がかな り存在 し、比較 的短距離市場 に低 コス ト ・低運賃 を武器
に登場 した新規参入企業 であった。新規参入は1980年代 中頃までに大 きな流 れとして
現 れた。この参入 自由化 の結果、定期航空会社数 は1978年の30社か ら1984年には123
社へ と膨れ上が った。同時 に有償旅客 マイル数 に占める市場 シェアにおいても、幹線
企業 は87,2%から73,3%へと約14%低下 したのに対 し、逆 に新規参入企業は1,1%か
ら9,1%へと大 き く成長 した。以上 のことか ら、規制緩和の短期的変化 として参入 自
由化 による企業数 の増 加、 とりわけ新規参入の増加 とそれに伴 う競争 の激化および市
場 シ ェアにおける躍進な どが あげ られる。
5規 制緩和後の中期的変化
1985年を境に大手既存企業による合併 ・買収が さかんになる。この合併 ・買収 の背
景には、大手企業 の豊富な資金力が有利 に働いた と考え られる。さらにこうした動 き
の中で注意 したいことは、 どの合併に際 しても自社と買収先の企業 とのあいだの路線
網の相互補完に より、よ り緻密 に して需要 に則 した全国規模 の路線網を作 り上げるこ
とを目標 と していたことで ある。これに よって、大手企業 を中心 と して業界が再編 さ
れ、再び寡 占化へ と進 んで来たことがわかる。こうした寡 占化 に進んで行 く過程 で大
きな役割を果た した要 因と して、コンピュー ター予約 システム、フ リー クエン ト ・フ
ライヤー ・プログラム、そ れに合併 の際に路線網 を充実 させるために重要なハ ブ ・ア




我が国の航空業界においては、古 くか ら 「航空法 」や航空政策 としての 「事業分野
調整 」等に より、様々な規制 を受け保護 されてきた 。 しか し近年、 日本 の経済発展 に
ともない航空輸送業を とりま く環境 なども大き く変化 してきたため、これ らの規制 も
緩和 されるに至 ってきた。それ らの環境 とは具体的に、我が国の所得水準の上昇 によ
る航空輸送 に対する需要 の増大化 ・多様化、空港 の発達 による輸送供給力の向上、国
際便に総合 に乗 り入れている諸外 国における規制緩和の推進等があげ られる。そ こで
我が国も、国際競争 において諸外国 の企業 と対抗 していけ るような経営体質の強化が
急務 とされ るようにな り、規制緩和 の流れへ と結びつ くようにな った。
おおまかな緩和の指針 として、 まず1986年には政府審議会答申で 日航の完全民営化、
国内 ・国際両面での競争の促進が示 された。 しか し答 申は基本的な考え方において、
羽田、伊丹の空港制約お よび事業者間の体力格差の問題か らアメ リカ流の徹底 した規




とい う答申を行 った.こ の答 申では事業運営基盤の強化や、 コス ト全般 を見直 し、低
コス ト体質へ転換する ことなどが提言された。国際線 における競争の一層 の激化 とい
う状況 を踏まえ、航空審議会 と して初めて航空企業 の競争力について言及 した もので
あ った 。
そ してこの答 申を受けて1995年12月に 「幅運賃制度 」が導入 されることが決定 し、
1996年6月か ら実施 されている。運輸省が まず、2、3社 が競合する路線 を対象に各
社 の運航 コス トを平均 し、そ れに適正利益 を加えた旅客一人当た りにかか る 「標準原
:価」を算定する.こ の 「標準原価」を上限 と してそれよ り25%低い下限までの幅で運
賃 を許可 して、航空会社はそ の範囲内で自由に価格 を設定するとい う制度で ある。一
定 の規制は残るものの、政府 は横並びである航空運賃 に価格競争 を引き起 こそ うと し
た ので ある。
しか し、幅運賃制度の導入後 も各社の横並び状態 はほ とん ど改善 されていない。さ
らに幅運賃の導入 にともな って、事前購入割引は多様化 したものの、 「往復割引」が
廃止 されるなど、旅客の属性 に基づ く割引ではな く価格弾力性 に重点が置かれるよ う
にな り、結局 は消費者にとっては割高 な感がするのは否めな くなっている。
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そこで何故激 しい価格競争が引き起 こされないかであるが、それには様々な理 由が
考え られる。まず各航空会社は、高騰する人件費や燃料費等 を背景 に本音では値上げ
を望んでいた ものの、政府に より競争を通 じた値下げを要求 された。それに、現行の
参入規制 ・便数規制 の下では、運賃 を下げたか らとい ってせいぜいロー ドフ ァクター
(座席利用率)が 上が るとい う利益がある くらいで、便数 の増加などは期待 できない。
このように、 この問題 は運賃制度 の内容だけで な く、競争政策全体が どうな っている
かを広 く捉えて考察 しなければな らない と言 える。航 空運賃制度研究会においても、
参入規制 をそのままに した運賃規制 の緩和 は真 の緩和 にな らない、との指摘が なされ
た。
2参 入 ・便数規制 における緩和
政府が1986年に示 した新たな航空政策によ り、それまで の参入規制がい くらか緩和
された。まず第一 に、それまでは 日航の一社独 占であ った国際線 の運営を複数会社で
行 うことで あ り、第二 に、国内線 において路線の需要規模等によ り、ダブル トラッキ
ング(同 一路線2社 運航)あ るい は トリプル トラ ッキング(同3社)を 実施す るとい
うことであつた。
現在 では、 日航 以外 に全 日空とJASが 国際線に乗 り入れてお り、ダブル ・トリプ
ル トラ ッキングについては、年間需要者数40万人以上 の路線においては ダブル トラッ
キング、70万人以上の路線においては トリプル トラッキング化されている。 しか し、
便数 や輸送力について は政府による事業計画 の認可が必要 とされ、特 に、参入 におけ
る認可 の際 には需給 と供給のバランス等を考慮 して便数 の規制が行 われている。
皿 リス トラの展開による経営再建
航 空業界 の1990年代 の混迷期 には、各社は営業収益の大幅な減少 のなかで収益性が
悪化 し、このために人件費を中心 とする コス トの削減が強力に押 し進め られている。
航空会社 の総 コス トに占める人件費 の割合 は20～25%であ り、燃料費や旅行会社手数
料(い ずれも約10%)、運航施設利用費(空 港使用料 など、約8%)よ りも大 きい。
人件 費の削減 についてはスチ ュワーデスのアル バイ ト化 、下請企業へ の単価切下げ、
また作業 の多能化などによって コス ト削減がなされている。さらに、航空機整備の簡
略化、外注化が進め られている。
1日 本航空
最近 における経営状況 を眺めると図4-1の ようになる。まず、売上高の推移 をみ
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ると1990年をピ-ク に1993年まで低下傾 向を見せたが、1994年度 は再び1兆 円の大台
に乗せることにな った 。経常損益 の推移もこれ と同様 に1991、1992、1993年度 と 期
連続 してマイナスを記録 してきたが1994年度 は28億円の黒字に回復 してい る。しか し、
依然 として経営環境 は厳 しい と思われる。この背景には円高や供給増加 による競争 の
激化、さ らには航空需要は増えている ものの 「値頃感 」に よって需要が支え られる消
費構造になってきたなどの要因が ある。 日本航空ではこの ような厳 しい経営環境 を踏
まえ、合理化 とサービス強化を柱 とする リス トラ計画 を推進するに至 ってい る。会社
側は経 費の4分 のiを 占める人件費の効率 向上を最優先課題 としてお り、1993年に19
円であ った有効 トンキロあた り人件費を15円にまで引き下げることを目指 している模
様である。 リス トラの大 きな柱 の1つ である人件費関連構造改革 の内容について次 に
その要点をまとめてみ る。
(1)賃金抑制
ベースア ップや手当をお さえるかゼ ロに し、具体的には管理職 は部長 クラスで3%
程度の賃金 カ ット、役員はさ らに厳 しい報酬 カ ットを行 った。また、人件費 の中でも
高い比重 を占める賞与 の水準 も引き下げ られている。ベースア ップでは1%で 年間30
億円に相 当する額が変動するので、これ らの抑制は人件費抑制 、ひいては経費抑制 に
極めて大きな効果をもた らすことになるのである。
(2)人事賃金制度の改革
1970年にジ ャンボジ ェット機 の導入を契機 と して大量採用を行 ったこともあ り、従
業員の年齢構成は43～48歳層にピー クがある。平均年齢は1985年～1995年までの10年
間で36,0歳か ら39,7歳へ と上昇 し、採用を抑制 しているので1997年には42,0歳になる
と見込まれている。 したが って中高年層の肥大化による人件 費負担の急激 な増大が予
想 されるので、その対応 と して、 「管理職 を対象 とする役職勇退制度の徹底 」 「中高
年社員の転進援助」 「雇用調整諸手当の見直 し」などが進め られている。新 しい人事 ・
賃金制度導入 の動きについては 「55歳定年制 」と 「日航子会社の採用柔軟化 」を取 り
上げてみる。
①55歳定年制
パ イロッ トを除 く3,400人の次長 ・課長職を対象 に 「進路選択制」を7月 か ら導入
する。次長 ・課長職で54歳にな った社員は、55歳以降の進路を契約社員/関 連 ・非関
連会社への転籍/現 業要員 として残留か非関連会社への出向か ら選択する。対象者 は
毎年180人程度出る見通 しである。 日航 は進路選択制度を、部長職(260人)で56歳に
達 した社員を対象に1994年度か ら導入 している。次長 ・課長 クラスへの拡大 で、管理
職全体に同制度が適用される。同制度の導入 で人件費の圧縮 と若手社員の登用 を進め
る模様である。 日航は1997年度か らの経営5力 年計画 で、間接部門 の800人削減や組
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織の統廃合 による本社 のスリム化 を掲げてい る。このため現業要員 として残留を希望
する次長 ・課長が多 くても少数 にとどめざるを得ない としている。それ以外の選択肢
を広げるこ とで、 ライフスタイル に合わせて進路を決 めて もらう考えである。
② 日航子会社 の採用柔軟化
来年7月 か ら国内 ロー カル線 の運航に新た に進出す るジャル ・エ クスプレス(JE
X、 東京 ・品川、相 良次郎社長)は 日本人 、外国人のパ イロッ トをそれぞれ8人 程度
採用する予定 で、 この うち日本人 に限 っては、航空大学校並みの資格を取得済みの個'
人 も対象にす る。これは 日本の航空会社では初めての試みであ り、 ライセンス取得者
な らば、 自社養成だ と1人 当た り最低2,000～3,000万円は必要 といわれる初期費用 の
削減が見込 まれる。JEXで はパイロッ トの賃金 も 「他の業種並みの水準に したい 」
としてお り、既存の航空会社にはない制度を導入 して低 コス ト化 を図る考えである。
一方、 日本 とホノルル、バンコクを結ぶ路線 を運航 するジャパン ・エア ・チ ャーター
(JAZ、 同、同)は 日航 のスチ ュワ-デ ス経験者を対象に、再雇用制度 を導入する。
成 田一ホノルルでの月2回 勤務、契約期間は1年 間 との条件付 きで、初年度は30人を
採用す る予定である。時給 は1,500円と、JAZの 契約スチ ュワーデスと同額である。
年齢制限は原則 と して設 けていないが、30歳代前半が中心 になる見込みである。 日本
の航空各社は、退社 したスチ ュワ-デ ス経験者 をグル ープの教育会社な どで再雇用す
るケ-ス は あるが、JAZの 新制度はスチ ュワーデス として再び採用する、これまで
にない試みになる。JEX、JAZの 両社 とも、採用形態 の多様化 で人材の有効活用





地上職 の場合、業務効率 を高めるための労働時間管理 の弾力化や時間外労働 の削減、
始業(終 業)で の タクシー送迎時間 の30分繰 り上げ(下 げ)が 具体的施策 となる。運
航乗務員の場合 は、路線構成の変化 を踏まえて、月間 ・年間の乗務時間制限 の変更 、
休 日の再整理などを行 う。客室乗務員の場合 は、月間 ・年間乗務時間制限の変更、予
定着陸回数毎の乗務 ・勤務時間制限の改訂、9時 間 を超える乗務の際の勤務条件の基
準設定 などが行われた。また 、顧客の状況に応 じた編成調整 を厳格化することで、人
員配置の無駄 をな くす ロー ドフ ァクターコン トロ-ル 制度をよ り広範 に適用するよう
にしている。
(5)業績評価制度
日航は主なグル ープ会社約60社を対象に新た な業績評価制度 を導入する動きがある。
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1業績評価制度はグル ープ会社 の業態や役割、 日航 との取引規模 の大きさなどで 「委託 ・
分社型 」 「多角型 」 「中間型 」 「リス トラ型」の4タ イプに分け、それぞれの実態 に
;合わせて評価基準 を設ける。 「委託 ・分社型 」は空港業務や整備、貨物 とい った航空
付帯事業を主な事業に している企業で、生産性な どが評価基準 となる。 「多角型」は
旅行 、ホテル事業 などで、対売上高利益率 を指標 とす る。 「中間型 」は 「委託 ・分社
i型」 「多角型」両方の義務をこな している会社で、生産性 と利益率 を組 み合わせて評
価基準 とする。 「リス トラ型 」は有利子負債圧縮の進展具合などを見る。グル ープ各
:社の1997年3月期 の単純合計売上高は約1兆2,000億円 と、本体 と同規模に拡大 して
きた。 日航本体は今期か らスタ-ト させている5年 間 の中期経営計画を推進するため
iにもグル ープ会社 の収益力強化が必要 と判断 している。そのため、新たに導入する業
績評価制度でグループ全体の総合力の発揮、本体 とグル ープ各社 との相乗効果を狙 う
方針 である。
日航の業績評価制度は各社 の役割分担 を明確に した点が特徴で あるが、本体め苦 し
iい経営事情を支 えることにも軸足をおいている。航空事業は内外での競争激化に よる




























総事業費に占める人件費 の割合は1990年代に入 って19%前後の値 とな っているが決
して上昇傾 向にはな く、む しろ低下 して きているといえる。すなわち、人件費が近年
における収益性の悪化 の要因 とはなっていない といえる。費用、収益 の視点か らすれ
ば、収益 の悪化は機材 または資本費 さ らに運賃 の値崩れにある とい うことができる。
日航 と同 じく、全 日空 の収益性を確保するための計画は、売上高が従来の高度経済成
長期 のような拡 大が困難な状況のなかにあ って、専 ら費用 を削減することにある。そ
の費用 の削減を、従業員 と下請 の犠牲に よって実現 しようとするものである。人件 費
削減 を進めるにあた っては、スチ ュワーデスの アルバイ ト化を採用 している。また、
1996年4月に賃金引 き下 げにつながる新制度 を導入 したのに対 し、乗員組合 は従来制
度 の復活 を要求 し、乗員(パ イロ ット)の 賃金改定をめ ぐり、双方 の対 立が深 まって
いた 。しか し、1996年11月、12月に2回 にわたるス トライキを乗員組合 が実施 し、8
万人以上の利用者 に影響 を与 えた。さ らに今年2月 には国際線全便のス トも決議 した
ため、経営側 はやむな く組合の要求 に応 じて2月26日に新賃金制度の 「凍結 」と協議
再開を組合側 に回答することとな った 。度重なるス トの決行 は利用者 の不信感を増大
させる とともに、決算期末の業績や羽田空港 の新規枠配分問題に も響 くことを恐れた
ための経営側 の行動であるとみて とれる。その 「凍結」された新賃金制度 とは、 日本
の航空業界で過去30年間 当然の制度 と して続 け られてきた パイロッ ト賃金の65時間保
障を廃止 し、乗務時間(実 績 〉に応 じた賃金制度へ改定 しようとい うものであ った。
経営側 と しては、実際 の乗務時間(1995年度実績)は30～55時間、平均45時間程度で
あり、乗務時間に関係 な く、65時間分の乗務手当 を保障す るのは合理性に欠 けるとの
考え方が基本にある。毎月定額 で支払 う金額 のうち、従来 の約3割 を時間給 に切 り替
える新制度への移行 に対 して、乗員組合 は 「労働時間の延長につなが りやす く安全性
の問題 に発展 しかねない 」と反発 していたので あった 。新制度の導入は1年 間凍結 さ
れることにな ってお り、今後 の労使合意 に注 目が集 まるで あろ う。
次 に、整備費の状況について見てみる。航空事業費に 占める整備費の割合は1980年
代末 の17%前後か ら、航空機 の利用率が低下する1990年代にはい つて、逆 に16%まで
低下 している。また、整備費 の内容をみ ると、 日航 と同様に人件費が大幅 に減少 して
お り、整備材料費 も減少 してい る。これに対 して、整備外注費は上昇 している。以上
か ら整備費の状況 を分析 すると、航 空事業費の中で、通常な らば座席利用率の低下 に
よって上昇するで あろ う整備費の割合が縮小 されている。整備費の削減 は特に人件費、
整備材料費が削減 され、外注化 されてい ることがわかる。そ して全体 として整備の簡
略化が進んでいるので ある。
また、整備部門 と運送部門 においては下請化が急速に進んでいるがその下請企業 に
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おいては人員の削減が進め られている。これは単 なる削減 ではな く、作業の多能化 と
い う側面を もっている。つま り、以前 は専門の作業を受けもっていたものが状況 に応
じて複数の作業 を各人がこなさなければな らな くなったのである。このような人員削
減 などに よる合理化に よって生産性 が向上 し、契約単価 の切 り下げにつなが っている。
3日 本エアシステム
JASは1997年4月か ら新人事 ・賃金制度を実施する。人事制度ではパイ ロット、
i整備、営業 などの職種について、本人の意向で定年(60歳)後 も2、3年 間嘱託 とし
て勤務できる再雇用制や退職 したスチュワーデスを繁忙期 に雇 う経験者登録制 を新設
し、生涯賃金 を維持 ・拡大する道 も開 く。賃金 は年功的体系 を改め、能力に応 じた職
務給 をかな りの比率で取 り入れることに し、乗員(パ イロ ット)・ 乗務員(ス チュワ
ーデス)の 各種手当も抜本的に見直 し、人件費 の上昇 を抑える方針で ある。
IV日 米航空交渉
1日 米航空交渉の問題点
第二次大戦後、制限されていた 日本の民闇航空の国際線運航 が再開 された とき、運
航権に制限 のないインカンバン ト ・キャ リア(先 発企業)は アメ リカ2社 て 日本1社
で航空協定が締結された 。当時、 日本の海外旅行者数 はご くわずかで、 日米間を往来
するのはほとん どがアメ リカ人だ った。このため、アメ リカには東京、大阪、沖縄か
らの以遠権 を無制限に認 める一方、 日本はサ ンフランシス コか らの以遠権 しか認 め ら
れなか った 。1959年に 日本はロサ ンゼルスに乗 り入れる権利を得たが、そ の代償 とし
てサ ンフランシス コか らの以遠権 は中南米 に制限 された。両国はその後 、航空会社 の
増加や需要 の拡大に対応 して覚書で後発企業の新路線や便数増 を認めてきたが、協定
の枠組 みは変えなか った。その結果、 日米企業の輸送旅客数は1994年度実績で1:2
に格差が広が った。
このため 日本の運輸省は、オー プンスカイへの移行 の前に、 日米航空協定の平等 な
枠組 みへ の見直 しが必要だ と訴えている。まず全 日空 を先発企業に格上げ し、両 国間
の平等 を達成すべきだ と主張 している。
これに対 し、アメ リカは、乗 り入れ地点や便数 、運賃だけでな く以遠権 まで 自由化
するオープンスカイの導入 もしくは導入確約 を日本 に迫 ってい る。1979年以来の国内
規制緩和 を勝 ち抜いて きたアメ リカの大手航空会社 は近年、世界の航空需要の28%を
占めるアメ リカ国内市場の好調 もあって、世界で も圧倒的な競争力を誇示 している。
そのため競争力のあるアメリカ企業が国の垣根 を超えてサービスするべ きだ、 とい う
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アメリカ航空業界の拡大戦略がある。また、2010年にはアジアの国際線航空需要が世
界の過半 を占めると推定 されてお り、地理的条件 にも優れた 日本の国際線市場で 自由
化を勝 ち取るこ とが アジア攻略 の必須条件 と考えている。
2日 米航空交渉 の現状
日本は1996年3月27日に、 日米航空交渉の貨物分野 で、双方の航空会社 の大幅な運
航権拡大 と権益格差の実質的 な解 消で合意 した 。この合意 によって 日航は貨物大手 の ∂
フ ェデ ラル ・エクスプレスな どのアメリカの先発企業 と同等の権利 を獲得 した。 日米
の後発企業で ある 日本貨物航空 とアメリカユナイテ ッ ド ・パーセル ・サービスは便数
枠を大幅 に増やす と同時に以遠権 も得た。さ らに、両国は 日米に就航 していない新規
企業1社 ずつの参入 も認めた。 しか し、無制限な以遠権は認 め られなか った。
貨物分野での合意の後に姶め られた旅客分野の交渉は、1997年4月に行なわれた非
公式交渉で、ア メリカン航空などの後発3社 に 日米路線で週42便、 日本か らアジアに
向かう以遠権で28便を新規 に認める提案 をして合意に向か っていた。貨物分野で もア
メリカ発の貨物 が以遠部分の運賃収入 の50%以上 を占めれば、以遠権行使 を認 めよう
と していた。 しか し、オー プンスカイへの移行 の見通 しは立たず、 日米航空交渉は9
月30日の交渉期限 内で妥結 に至 らなかった。結論 は10月20日か らのワシン トンでの再
交渉以降に持 ち越 されることにな った 。
3航 空会社間の意 見対立
日米航空交渉 を複雑化 させてい るのは両 国間 の対立だけでな く、航 空会社間の意見
対立だ と言 われている。アメリカ国内では同 じ先発企業で もノー スウエス ト航空 とユ
ナイテ ッ ド航空の運航権や立場 には、かな りの違いがある。 ノー スウエス ト航空 はア
メリカのハブ空港か ら日本 までの運航権が無制限で週35便運航 している半面、ユナイ
テッ ド航空 は週6便 に限定 されている。 日本では先発企業の 日本航空が 日米国際線で
週123便飛ば しているのに対 し、非先発企業の全 日空は週25便である。
現 状で優位 な権益を持つ ノースウエス ト航空 と日航 は交渉断絶 も辞 さない と強行論
で共通 している。一方、ユナイテ ッド航空 と全 日空 は少々譲歩 して も現実的な妥結で
権益を拡大 したい とい う思惑で一致 してい る。ア メリカ航空業界の中ではノースウエ
ス ト航空 のような強硬な主張 は少数派である。そ れで もア メリカがオー プンスカイの




is7s年に ア メ リカが オ ラン ダ と結 ん だ協 定 は、 オー プ ンス カ イ政 策 を取 り入 れ た も
の に な って い る 。 こ の協 定 で は 、(1)複数 企 業 指 定 の承 認 、(2)アメ リカ企業 に ア メ リカ
1-中 間地 点 一 アム ス テル ダム の運 輸 権 、 さ らに以 遠権 を無 制 限 に認 める 、(3)オラ ンダ
の 企業 は ア メ リカ の ニ ュー ヨー ク 、 シカ ゴな ど5地 点 へ の乗 り入 れ を認 め る 、(4)輸送
力 、便 数 制 限 の撤廃 、(5)定期 運賃 は 出発 国 だ け の承認 で有 効 とな る こ と、 な どが 合 意
され た 。 同様 に 規制 を緩 和 した協 定 が ドイツ 、ベ ル ギー な ど と も結 ば れ た 。
ア メ リカ は1992年の オ ラ ン ダ との協 定 で 、両 国間 の い か なる 地 点 で も乗 り入 れ 自由
…で ある こ と を約 束 した 。そ の 後 ドイ ツ とは1993年に 暫 定協 定 を結 び 、1998年か ら 「自
:由 化 」交 渉 を 開始 す る こ と を約 束 してい る 。現 在 ア メ リカ は、25力国 と オ ー プン ス カ
イ協 定 を締 結 して い る 。
ア ジア で は1997年1月に シ ンガ ポー ル が ア メ リカ とオ ー プ ンス カ イ協 定 を 初 め て締
結 した 。 ま た 、 ブル ネ イ 、韓 国 、 台湾 な ど も完 全 自由 化 に前 向 きで あ る。 今 ま で は航
空 輸 送 産 業 は 国家 の 威信 、防 衛 、 安全 性 の確保 とい う考 え か ら、1946年の ア メ リカ ・
イ ギ リス 間 の協 定 以 来 、 二国 間 交 渉 で政 府 が 民 間企 業 の 運航 権 をや りと り し、規 制 を
して きた 。 今後 は ア メ リカ は オー プン ス カ イ協 定 を多 くの 国 々 と締 結 す る こ とで 多国
間協 定 を構 築 しよ う と してい る。
V新 規航空会社
政府 の押 し進める規制緩和の流れ を受け、1996年末、運輸省は将来的に需給調整規
制 を 「基本的 には」撤廃する ことを宣言 した。これは、そ れまで様 々な規制 を行 つて
きた運輸行政 の基本方針 の大転換 であった。このような動 きに加え、新滑走路 の完成
した羽田空港 の発着枠 の増枠等の要 因などが、新た な航空会社の設立 される機運 となっ
た 。
1997年11月現在、国内定期航空事業へ の参入を表 明 している会社は6社 有 り、この
うち3社 が先行 して営業を開始する とみ られている。その3社 とは 「スカイマ-ク エ
アラインズ」、 「北海道国際航空 」、そ して 「ジャパン ・パシフ ィック ・エアライン
ズ」であ り、いずれも羽田空港 を中心 とした路線を1998年4月か ら8月 にか け運航 を
開始する計画である。1997年春、羽田発着枠増加分の配分が決定され、全40枠の内、
新規 会社 に対 して 「1社当た り最大3枠 、合計6枠 」が割 り当て られた。この方針で
あれば、最初 の参入は2社 に選別される とみ られる。






下げをそ の最大の 目的 と して、1996年11月に設立 された。資本金 は1億5,000万円、
株主構成 は新規旅行代理店のHISを 筆 頭に、オ リックス、光通信 、アールビバン、
グローバルベンチ ャー キャピタル、パソナ等で、規制緩和 を積極的 に推進 している企
業、あるいはベンチ ャー企業 などが名を連 ねている。
就航予定は1998年8月とし、羽田、伊丹 を中心 とした主要幹線へ の路線進 出を予定
してい る。現行航空会社に対 して行われてい る不採算n一 カル線 との抱き合 わせ認可
に対 しては拒否 する姿勢をみせている。
そ して新会社設立の最大の焦点であ り、現在利用者 の不満の最 も多い運賃 に対 して
は徹底 した効率化、低 コス ト化 を進め、既存運賃 の半額を下限 に25%の範囲で設定す
ることを 目指す と している。 しか しコス トの主要因である空港使用料や燃料費な どに
は削減の余地 はない。そこでそ の他の コス トについては徹底 した アウ トソー ジングを
行い、運賃の削減 を目指すので ある。
(2)具 体的戦略
まず航 空機 の調達であるが、当面はB767クラスの中型機 を3機 ほど導入 し、購入
すれば1機 当た り100～120億円はするが、これを リース とし、工場設備 に巨額の投資
を必要 とする整備 も外注を基本 としてい る。ただ整備について運輸省は、整備の丸投
げは安全面か ら好 ましくない と して:おり、 「委託業務に係 る実務経験又は監督経験 を
有する人員の自社常傭」を前提にのみ委託整備を認 めている。
また最大のコス ト要因で ある人件費 の削減のた め、乗員については外国人パイロ ッ
トを中途採用 して養成 し、経営幹部 も外部か らの採用を予定 している。外国人パイロッ
トを採用するのは、ア メリカではパイロ ットが余剰気味で労賃 も為替換算すれば 日本
の半値程 度 となるためである。 しか し外国人パイロ ットの採用に対 して は、物価 の高
い 日本に住 む限 り大幅な切 り詰めは難 しく、 日本 のライセンスを取るた めの訓練 も必
要 と、疑問視す る声 もある。
もちろん機材 の リースに して も、減価償却費こそかか らない ものの、 リース料がそ
の分か さみ、特に新規 企業の リースは リス クが高い分 プレミアム もつ くと考え られる。
委託整備 に して も、委託先は競争相手で あるため優遇はな く、整備費の節約にはな ら
ない とみ られる。その ような考察の下では既存運賃の半額化は難 しく、 うま くいつて
も3割 減程度で あろうとす る見方 もある。
これに対 してスカイマークは、それ以外の間接経費や販売手数料を中心 とした販売
経費等をいかに切 り詰 めてい くかで航空運賃を引き下げてい くしかない と している。
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従来 のような代理店に依存 した営業方法では、販売手数料 も大き くかさむ。そこでス
カイマ-ク では、予約 システムの コンピ ュ-タ ー化や インターネ ッ トの利用なども念
頭に入れ、斬新なマーケテ ィングを開発するこ とでこうした費用を削 ってい くとして
いる。あ くまで半値 を目指 してはいるが、結果 として6～7割 となる可能性 も否定 し
てはいない 。
(3>展望
いずれに しろ、現在 の高額な航空運賃の横並び状態 に風穴をあけるこれ ら新規航 空
会社の参入 は、消費者 の期待を一身 に集めるものである。それだけに、当初 の目標を
強引 にで も達成 させ ようと無理な経営方針を とった り、そ の結果、安全対策に怠 りが
あるようなことはあってはならない 。人間の生命 を預 かるビジネスである以上、就航
までに綿密な体制整備を行い、なに よりも入念 な安全対策が望 まれるのである。
VIま と め
近年 の規制緩和によ りそれまでの厳格 な規制がい くらか取 り払われたものの、我が
国の航空政策 は依然 と して 「規制下での競争促進」であると言える。しか しこれは、
航空産業 の特殊性か ら、単純な競争 の導入がかえ って市場パ フォーマンスを悪化 させ
る恐れのあることを考慮すれば、ある程度、合理的であると言える。幅運賃 の導入 も、
完全な競争 とはとて も言えないが、各航空会社 に価格形成 とい う新た な概念 を植えつ
けた ことは大きな進歩だ と言える。いずれ新規 の航空会社が競合 してきた時に、その
真価が問われるで あろ う。
リス トラ計画の遂行は、円高 を背景 と した厳 しい経営環境 のもとで喪失 した国際競
争力の回復策 として重要である。そのた めには、労使一体 となった リス トラ計画 の推
進が不可欠である。実際、程度の差はあるが、以前 は団体交渉 中心の運動 を展開 して
いた労働組合 も、情報 の共有化 を軸 として、会社側か らの働 きかけ を契機 に、労使協
議制や事務折衝を重視 した運動 に変化 しつつ ある。
規制の緩和 、自由化へ の流れは世界的な傾 向で あり、よ り高度 な国際化を 目指す我
が国においても逆 らえない流れである。そ のた め航空業界においても、 さらなる競争
促進が指向 されるであろ う。オ ープンスカイ政策 もその一つである。これに関 しては、
オープンスカイを 日米間で導入することが、 日本 の国民にとって どれほどメリッ トが
あるか定かではない。 アメリカ国内にも、オ ープンスカイそれ 自体は必ず しも経済効
果を生み 出す ものではない、との意見もある。 日航 は、条件が不平等 なままの 自由競
争は独 占、寡 占を助長 し、必ず しも国益 にはならない、 と説 いているが、 「国益 」と
い う言葉 は 日本の航空会社や運輸省の利益 ではないのか、 との疑念 も生 じている。
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日本の航空会社 はバ ブル期 にホテルや リゾー トなどの多角化事業には熱心だ ったが、
国内の保護的な規制 に安住 して競争力強化 を怠 ってきた。近年 は、国内規制 の緩和 や
国際競争の荒波で は収益は停滞 し、多角化の失敗 も業績の足 を引 つ張 つている。現在、
各航空会社は早急 に体力を回復 し、今後 のよ り一層 の自由化 の流れに対応 しうる体制
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テ レビを中心 と した放送業界 は、 マスコ ミ産業の中で も重要 な位置を占め、大 きな
役割を果 た して いる。放送局が製作 し放送 している番組や、広告代理店等が製作す る
CMな ど、電波を通 して伝わ る情報 のすべてが、テ レビが生活の一部 となっている人
々に影響 を与 えてい るといえ る。 また一方 では、放送局 は視聴者 の意見 に左右 された
り、民放 においては経営基盤 た る収入源のほ とん どが広告料であ るため、国民経済の
成長力、景気動 向、産業動向 に依存 して いた りと外部 の影響を受 けやす い産業 ともい
え る。
放送業界 は免許 制度 に守 られ、参入規制がなされている。 また、番組編成 において
も公共 的使命か ら、NHK・ 民放 ともに人権 や道徳 を尊重 した独 自の 「放送基準」を
もうけ、 自主的 な管理 を行 うとともに、表現 の自由を保障す る法律 とは裏腹 に、実際
には、諸官庁、政党 、外国政府 あ るいは広告主 などか らの干渉が行 われて いるとい う
規制 に囲まれた業界 であるといえ る。
しか し各方面で規制緩和が進 む現在、放送業界 において も、デ ジタル放送 による多
チャ ンネル化、衛星放送やCATVの 普及な どによりメデ ィアの多様化が進 み、放送
と通信の融合が業界 の範囲を広げている。 これにより、世界市場 を巻 き込んだ放送革
命がお こり、新 たな競争が始 まろうとして いる。 また民放 への外 資参入 により民放局
の経営 も新 たな局面 を迎 えよ うとしている。今後、 これ らの成 り行 きしだ いでは、放
送業界 で も法律 の見直 しが検討 され、規制緩和 がなされ る可能性が十分 にあるといえ
る。
このような放送業界 を とりあげて研究す るにあた り、第1章 では放送業界 の全体像
と放送局の経営基盤 を紹介 し、第2章 では公共財 と しての放送 とい う観点か ら経済理
論 を考察 し、第3章 ではNHKお よび主要民放各社の財務分析を行い、第4章 では現





日本 の放送業界 は、1925年のラジオ放送開始 に始 まる。当初 の放送局は社団法人で
あるNHKの みであ ったが、1951年には民放 が開局 され、NHKと 民放 の併列時代 に
入 るとともに、広告史上 で も画期 的な電波媒体 の出現 を見 ることになった。1953年に
はNHKが テ レビ放送 を開始 し、 さらに民放 である日本 テ レビが開局 して、国民生活
上 か らも大 きな変化を与 えるテ レビが誕生 した。
日本 のテ レビ史の草 創期 ともいえ るのが、1953年か ら1957年といえ る。NHK,日
本 テ レビ、 さ らに1955年にテ レビ開局 したラジオ東京(現 在 の東京放送)の 設備は と
もに不十分で、番組 もあらゆ る面で稚拙 であった。また、当時 の受像機 は高価で、あ
ま り普及 して いなか った。 このため、テ レビの前途 は多難か と思われたが、街頭テ レ
ビの設置 によ り、国民 にテ レビのお もしろさを伝え、広告主 に広告価値を認識 させ る
こととな った。
テレ ビ史 の第2期 といえる基礎時代 は、模索時代が過 ぎて繁栄 の基礎固めがで きた
1958年か らの10年間が該 当す る。 この間テ レビはす っか り国民の間に根 をお ろ し、好
い意味で も悪 い意味で も国民生活 に強 い影響 を与 えた。 この時期 にテ レビが飛躍 的発
展を遂 げた要因は高度経済成長への歩 み といえ る。 また、 この時期の番組 は、後の多
くの番組 の原形 となった。ケネデ ィ大統領暗殺 のニ ュースが 日米間で初あてテ レビ宇
宙中継 された り、VTRの 普及 や、特殊技術 の開発 もこの時期 の大 きな成果 であった。
一方で この急激 なテ レビの発展 の裏 にはテ レビっ子 の発生、活字離れ、 日本語 の乱 れ
などの多 くの弊害が現 れたことも見逃せない。
1968年か ら1980年は発展時代 といえる。テ レビ界 に とって多 くの変化が見 られたと
きである。UHF局 の大量免許 によ る民放系列化、宇宙中継や全面 カラー化、音声多
重、ENG(携 帯用カメ ラ)の採用な ど新技術 の導入、番組 の大型化 、国際化や権 力に
よる圧迫番組、 さらに新聞の牙城を広告費で追 い抜 いた発展 の一方 、テ レビ離れや石
油 シ ョック後の放送時間の 自粛やNHK赤 字問題 が起 こった時期であ った。1967年以
降UHF局 に次 々と免許が与 え られ、民放 テ レビは4系 統のニ ュースネ ッ トが出現 し、
1970年頃か らは民放4系 統 は対等 の戦 いを始 めるとともに、それぞれ新聞社色 を明白
に現 しなが ら発展 してい った。 この時期の技術上の進展 は大 きか った。先述 のカラー
化 な どのほか、音声の ステ レオ化 、多重化、 さらに高品位 テレビの実験 も行われ、特
に月 か らの中継 の驚異的成功 と海外 よ りの生中継 の実用化、 日常化 などテ レビの限 り
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な き未来を物語 る ものであった。
1981年以降は衛星放送 の実現 もあ って、新時代到来 ともいえ るが、番組面 か らみ る
と各局 と も迷 いが見 られ、む しろ模索時代 といえるか もしれない。 この時期 の放送体
制 の変化は著 しい。1985年に放送大学が発足 するとともに、各県1局 のFM局 案 とU
HF局 によ る各地 区テ レビ4局 並列案の推進、文字放送 の実現 、都市型CATV局 の
開局 など情報媒体の相次 ぐ実現 は、激 しい放送局の競争 を もた らした。中で も最大 の
体制上の変革 は、衛星放送の実現 である。1984年に初 の放送衛星BS-2aが 打 ち上
げ られ、NHK:の衛星放送が始 ま り、1986年にはBS-2bの 打 ち上 げによ り衛星第
2放送 も開始 された。 また この放送衛星 を利用 して民間の衛星放送であ る日本衛星放
送(JSB・WOWOW)も1990年に試験放送を開始 し、衛星 デジタル音楽放送(ST.
GIGA)も それに追随 し、 日本 の放送界 も衛星時代 の第一歩 を踏 み出 したのである。
その後何度か放送衛星が打 ち上 げ られたが、失敗 や故障で前途多難 と思 われた。 しか
し1991年の打 ち上 げ成功 によ り衛星放送 は軌道 に乗 った。 そ して今後 の問題 は1992年
度 に開局 した通信衛星系の衛星放送 との激烈な争 いにと焦点が移 っている。
2放 送関連 法制 の変遷
日本 の放送 局はすべて電波三 法 といわれ る 「電波法 」、 「放送法」、 「電波管理委
員会設置法」によ り律 せ られて いる。 また、CATVに は 「有線 テ レビジ ョン放送法」
がある。 さらに会社 の運営 に関 しては商法な ど一般 の会社 と変 わ りのない制約 を受 け
る。番組 やCMの 内容 につ いては、憲法、刑法、民法、 「著作権法」 「軽犯罪法」な
ど数多 くの法律、政令 、告示な ど当事者が心得ていなければな らない法律 は山ほどあ
る。 さ らに国際的 にみて も 「国際電気通信条約」 「国際電気通信衛星機構 に関す る協
定」をは じδ6、「ベル ヌ条約」 「万国著作権条約」などがあ る。 これ らの国の法律 や
国際間の取 り決めのほか に、NHKに は 「国内番組基準」 「国際番組規準」があ り、
民放 も各社 で定めた社是 または番組基準 があるほかに、民 間放送連盟 で制定 した 「放
送基準 」がある。
(1)電波法(1950年法第131号)
電波法 はわが国に割 り当て られた電波の公平 かつ能率 的な利用を確保す ることによっ
て・公共 の福祉 を増進す ることを 目的 とす るもので(第1条)、 無線局 の免許 や施設
の運 用に関 し規定 してい る。 その免許 の有効期間 は5年 で、5年 ごとに再免許 を受 け
な ければ な らない。 これによ り、放送事業の運営 は、免許制 とされているといえる。
(2}放送法(1950年法第132号)
放送法は無線放送 に関す るすべての運行 を規定 しているが、技術 の革新 、時勢の変
化 などによ り、1990年まで に19回にわた る改正 が行われてい る。現行法 は6章59条と
一63一
なってい るが、実質 は10章114条に も及ぶ。第1章 では放送法の目的 と用語 の定義及
び普及のための基本計画、放送番組編集 の自由 さらに番組基準 を うたい、放送 番組審
議機関の設置 を定めている。第2章 はNHKの 業務、組織 、財政、研究 、国際放送、
番組の編集 、広告の禁止 などを規定 してい る。第3章 以下では一般放送事業者(民 間
放送)、 放送番組セ ンター、NHKそ の他に対す る諸罰則についてな どを定 めている。
(3)放送 局開設 の根本基準(1950年12月5日電波管理委員会規則21号)
この電波管理委員会 は1952年7月末 日限 り廃止 されたが、 この規則は今 も郵政省令
としての効力を もっている。放送局開設の際の必要条件を規定 し、11条と附則か ら成
り立つ。 その内容 は第2条 で中波、FM、 テ レビ各放送局の電界強度の区域 を定め、
第3条 で は主 に番組 内容 における条件 を規定 して いる。 また、その他技術 的規定や情
報 の独 占など集 中排除規定が網羅 されている。 しか し放送局の組織、性格、資本金な
どの点 にはふれていない。
(4>有線 テレビジ ョン放送法(1972年法第114号)
CATVに 適 用され る法律で、5章38条と附則か らなる。有線 テレビジ ョン放送 を
行わん とするものは、郵政大臣に届 け出て許可を得 なければな らないが、施設 の引込端
子が500未満の小規模 な ものは届 け出だ けでよいことを主 な内容 としてい る。
(5)放送基準
番組製作 の基準 を定 めた放送基準 は、NHKに 国内及び国際の各番組基準があ り、
民放 には全民放統一一の民間放送連盟制定 の放送基準が あるほか、各社 で もそれぞれ番
組基準 、社是 などの名称で制定 して いる。
NHKの 国内番組基準 は第1章 に番組一般 の心得 を掲 げ、人権の尊重、政治 ・経済
の論争 における公正 、社会 ・家庭 ・風俗 の公序良俗 の遵守 、そ して表現 における慎重
さなどを規定 している。 そ して第2章 には番組種別 ごとの詳細 な心得 を掲 げて いる。
民放連 の放送基準 も18章143項目か ら成 り立 っているが、広告 に関する6章 を除 け
ば精神 も内容 もNHKの それ と大差 はない。
(6)著作権 法(1899年法39号、1970年法48号で全文改訂)
著作物を創作 した人 々の権利を定 め利益を保証す る法律で、放送番組 を編成、製作
す るにあた り、密接 な関係 を もっている。
その著作物 とは同法第10条に規定 されているよ うに、脚本 など文章や言語 による創
作物や音楽著作物などを指 す。 この創作物 にはすべて著作者 としての権利があ るわけ
である。その権利 とは、その著作物をの複製、演奏、放送 など二次 的利 用に関 し、著
作者の承諾権及 び使 用料の請求権で ある。また著作権の有効期間は どの くらいか とい
えば、現行法 に至 るまでにい くつ かの暫定規定が設 け られたため、人によって異 なる
場合 もあるが、現行法 では一律 に著作権者 の死後50年と定め られてい る。
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例えば ドラマを製作す るときには、原作者の了承 を得 て、原作使 用料 を支払わねば
な らない。 また、音楽をそのまま使 いたければ、作詞者 、作 曲者、編 曲者 に著作権料
を支払 う必要がある。放送 におけるテーマ音楽 につ いては買 い取 り制が普通 で、その
番組 で使用す る限 り、 いちいち著作権料 を支払 う必要 はない。 しか し問題 となるのは
レコー ドを放送 する場合である。本来 な らば一 曲ずつ著作権料を支払 わねば ならない
が、処理が繁雑 なため、放送局 は一定 の金額を 日本音楽著作権協会 、 日本芸 能実演家




日本の放送制度は、受信料収入 を経営基盤 にす る特殊法人NHK(日 本放送協会〉
と、広告収入 に依存 す る民間放送(一 般放送事業者)の 二本立 て となってお り、NH
Kと民放 の併存体制 は理想の一 つの姿ではないか と、諸外国か ら評価 されて きた。ア
メ リカは商業放送が過度 に発達 して公共放送が伸び悩んでお り、 フラ ンスや ドイ ツは
公共放送 が中心で商業放送は未発達であ る。NHKの 予算が郵政大臣を経 て国会の承
認 を受 けることが必要 ということなどか ら、NHKは 国営放送 であるように思われが
ちだが、NHKは 公共放送を行 う特殊法人 で、政府 の機関ではな く独立 した形態であ
る。
現在 、番組 の80%以上が制作 プロダ クションで作 られ、テ レビ局の 自主制作 は10%
そこそ こに過 ぎない。 プロダクシ ョンは ドラマや ドキュメ ンタ リー、 クイズ番組 な ど、
あ らゆ る番組 を下請 け してお り、 その種類 は制作プ ロダクシ ョン、技術 プ ロダクシ ョ
シ、美術 プロダ クシ ョンに大別 され る。放送局は自社番組 のマ ンネ リ化 を防 ぎ、質 の
高い番組 を放送 するため、能力のあ る外部の制作会社を利用 してい る。 プロダクシ ョ
ンはテ レビの草創期か ら常 に成長 して きたが、1980年代 か らの不況の影響を受 け状況
は悪化 した。 しか し最近 の多 チャ ンネル化 ・多局化 による番組 ソフ ト不足か ら、プロ
ダ クシ ョンにも光が見えは じめて いる。
民放界 は、中央キ ー局 とローカル局か ら成 る五大ネ ッ トワ・一クで事実上形成 されて
い るといえ る。ネ ッ トワークとは 「同 じ番組 を二局以上 の局が同時に放送す る」 こと
を さす。 このネ ッ トワークには収入 の少 ない地方局はキー局 の提供 する番組 に頼 るこ
ととな り、独 自な地方文化 の育成 が妨 げ られ るとい う問題 も抱えている。
現在、放送業界は衛星放送やデジタル放送 など、変革 の時期を迎 えて いる。NHK
衛星 テレ ビの加入者 は開局時の16万世帯か ら徐 々に増加 し、1,000万世帯 を越えてい
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る。一方1991年春か ら民 間のJSBも 参加 し、加入者は1996年夏現在 で200万世帯 と
な り、年間収支 も黒字 とな ってい る。BS(放 送衛星)に 比べて出遅 れていたCS
(通信衛星)も 一気 に加速 し、1996年10月か ら新 しいデジタル衛星放送パ ーフェクT
Vが 開始 された。 さ らにデ ィレクTV,ス カイBが 近 く開局 を予定 している。1998年
春 か らは衛星 デジタル放送が350チャ ンネル を超え る放送を始 め、2000年にはBSも
高画質を 目指 してデ ジタル化す ることが決ま った。郵政省 は同時に地上波放送 もデジ
タル方式 に踏 み切 る。外資導入や技術革新 の波 が押 し寄せ、民放 は競争 とい う波 にの
み こまれ ようとしてい る。ニ ューメディアについては詳 しくは第4章 で述べ る。
もう一つの放送形態 として注 目されて いるのが有線 テ レビ(CATV)で あ る。 日
本 の都市型CATVは50局 を超 えているが、CS放 送 との競合 もあ り難 しい問題 を抱
えている。
1990年5月、 日本民 間放送連盟研究所は、 「2000年の放送 ビジ ョン」の中間報告書
を発表 した。 その中で、民放 各社 が対策を講 じなければ、2000年前後 には、一部 のF
M局 を除いた地上テ レビ、AM局 とも、赤字 に転落する可能性がある、 と警告 して い
る。1991年にバ ブルがは じけた ことに始 ま る不景気の影響で放送界 も大 きな打撃を受
けた。スポ ンサーのCM抑 制が最大 の原 因で、減収減益が続 いた。不況は1993年秋 に
底 を打 った と言われているが、一般 にはまだ不況は続 いて いる様相であ る。 その中で
放送界 、特 にテレビの在京キー局 は復 調に向か っている。
本 格的な衛星放送時代の到来 によ り、多局化 ・多 チ ャンネル化が進む ことは必至で
ある。また、ハイ ビジ ョン放送 、NTTのB-ISDNな ど危機的状況を増長 させ る
要素 は多い。 この大 きな変革 の前 で、民放各社は危機感を募 らせて いる。 「衛星放送
時代」に乗 り遅れないためには地上民放局 自身が衛星放送 に参入すればよい、 という
ことにな るが、 「電波法」の 「マスメデ ィア集中排除原則」によって放送局 はラジオ ・
テレ ビ局兼営以上 は新 たに放送局 を経営 できず、 したが って衛星放送 に進 出がで きな
いのであ る。 それで も各社 は、在京キー局 を中心 に した各系列 ごとに衛星放送の受 け
皿 を作 っている し、郵政省主導 のハイ ビジ ョン放送事業の推進 に協 力 しているが、衛
星放送 の免許が認可 され る保証 は全 くな く、行 く手 は闇の中である。民放各社 は、地
域 に密着 した放送 を目指す、海外放送局 とのネ ッ トワーク作 り、 などの生 き残 り策 を
模 索 していか なければいけない。 また、生 き残 りの決 め手 となる番組 ソラ トの制作 に
力を入 れ、生産設備で あるスタジオを増産す る局 も多 い。
2日 本放送協会(NHK)
NHKは1925年3月、社団法人東京放送局が仮放送を開始 し、翌1926年8月に社団
法人 日本放送協会 が設立 されたことに始 まる。1950年には 「放送法」 に基づ く日本放
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1送協会が発足 した。NHKは 営利を 目的 とせず、公共 の福祉のために、 「あまね く日
本全 国にお いて受信で きるよ う」放送 を行 うよ う 「放送法」 によ り義務づ けられ、設
立 された法人 であ り、視聴者が負担 する受信料 によって維持 ・運営 され る自主的公共
放送機関であ る。
番組放送の基本方針 は、①教育 ・教養番組 の充実、②社会的関心 の強 い高齢者、障
害者 の福祉 問題、教育 をめ ぐる諸問題、③災害報道 と予知報道 に関す る有効適切 な情
報提供、④新分野の開発、⑤番組 の効果的かつ効率 的な制作 ・編成、であ るが、最近
は これ に加えて、①衛星放送の普及、②多角的 な国際情勢の充実 、③次代 を担 う若い
視聴者を意識 した番組制作の推進 、④総 合テ レビの定時放送 時間の延長、な どが重視
されて いる。
現在、NHKは 外 国向けの国際放送を除いて も、総合 ・教育 ・衛墨第-・・第二 ・文
字放送 ・FMラ ジオなど9つ のメディアを持 ってお り、 これだけのメデ ィアを持つ放
送事業者は世界で も例が ない。 これ は、NHKが 先導的 に新 しいメデ ィアを開発 して
抱え込 んで きたことと、民放 には厳 しい 「マスメデ ィア集 中排除原則」があったため
で ある。NHKは 各 メディアの特性を十分 に生か した多様で総合的 にバ ランスの とれ
た放送 を行 うとともに、 さらに新 しい放送 の可能性 に挑戦 している。衛星放送やハイ
ビジ ョン放送 などである。また、海外 の放送機 関などとの共 同制作、国際的 な番組 の
購入な どによって、海外の情報 ・文化 をいち早 く豊富 に伝え ることに努力 してい る。
しか しNHKは 慢性的な構造赤字体質 を抱 えている。 トラブル続 きの衛星放送 を有
料化 してか らは黒字 を出 しているが、人員整理 は遅 々として進 まず、また新 しい衛星
の故 障など問題 は多 い。NHKの1995年度の経常事業収入 は5,783億8,400万円で、民
放第一位 のフジテ レビの営業収益2,302億3,000万円の2.5倍である。 また職員数 はN
HKの13,607人に対 し、民放 は在 局キー局で も千数百人 である。 このため、NH:Kは
人件費 の高 さとい う問題 を抱 えている。番組制作面では民放 と違 い、エ ンタープライ
ズなどグル ープ関連会社 への発注 と、ご くわずかの海外購入番組 を除 き部 内制作を大
原 則 としてい る。
3日 本 テ レビ放送網(NTV)
1952年に、 日本発 の民間テ レビ放送免許 を獲得 し会社を設立 した。1953年か ら本放
送 を開始 し、1960年か らカラーテ レビ放送 を開始 した。音声多重放送や文字多重放送
で も他局 に先 ん じて きた。1987年に都市型CATVの 登場を機 にさっそ くニ ュースチ ャ
ンネルの配信 を開始 した。
主要株主 は読売系が大半 を占めてお り、 日本 テ レビと読売新聞の結 びっ きは極 めて
強 い・ さらに、民放 テレビ第一号 と しての先制力 を発揮 したNNN(日 本ニ ュ 一ース ・
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ネ ッ トワーク〉は、非常 に充実 している。読売新聞 の機動力や取材 力 とNNNに よ っ
て、日本 テ レビの報道 は定評 があ る。 また、チ ョモ ランマ登頂 シーンの生中継(1988
年5月)で は、卓越 した技術 力を実証 し、世界 陸上選手権東京大会(1991年8月)の
独 占中継 や、巨人軍 のホームグラウ ンド ・東京 ドVムの独 占中継 な ど大型企画番組や
スポーツ番組 に伝統 的な強 みを見せて いる。
番組 ソフ トのノウハウを生 か したAV産 業への進 出や、アメ リカでの全額出資 の現
地法人の設立 など、業際進出を図 り、テ レビ局 の殻 を破 った 「総合文化情報企業」 を
目指 して いる。
民放界 では、 ゴールデ ンタイム(午 後7時 ～午後10時)、プライムタイム(午 後7
時 ～午後11時)、全 日(放 送 開始 か ら終 了まで)の3つ の時 間帯 すべてにつ いて視聴
率1位 を獲得 すると、 「三冠王」 の称号 が与 え られる。1994年度、視聴率でついに常
勝 フジテ レビを抜 き、三冠王の悲願 を達成 した。 この勢 いは1995、1996年度 も続 いて
い る。
4東 京放送 くTBS)'
TBSは1951年に東京第1号 の民放 ・ラジオ東京 が創立 された ことに始 まる。1955
年 か らはテ レビも開局 し、テ レ ビ ・ラジオの兼営局 として視聴者 とともに放送 の歴史
を作 って きた。民放 テ レビ最大 の雄 はTBSと いわれている。普通 テレビ局 と新 聞社
の結 びつ きは強 いが、TBSは 毎 日新聞社 系ではあ るが その関係 は極めて希薄である
こと、TBSの 主要株主 は三井系で新聞社 の影響が少 なか った こと、 日本 テレ ビの巨
人軍 のよ うな売 り物がなか った こと、などか ら、 自力 で報道 と ドラマで対抗 するほか
なか ったことが理由である。 「娯楽 か ら報道 へ」 といわれ るテ レビで、NB:Kの大機
構 に太刀打 ちで きる独 自の報道力 とい う点で1ま、TBSが トップ といわれている。
TBSを 支 え るのは、JNN(ジ ャパ ン ・ニュース ・ネ ッ トワーク)で ある。エ リ
アカバ ーにお いて1位 を誇 って いる。加盟各局 が対等の立場で番組 の編成 、制作、販
売 に当た ってお り、JNN・SNG(衛 星中継 システム)を 有 している。また、 アメ
リカのCBSと の間で、報道番組協 力協定を結 んでい る。
1990年には開局40周年記念事業の一 つと して宇宙特派員計画を企画 し、成功 させた。
秋山豊寛宇宙飛行士 は日本人 として初めて ソ連 の宇宙ステーシ ョン 「ミール」 に7日
間滞在 し、37時間にわた って生中継で レポー トした。
視聴率競争 で日本 テ レビ、 フジテ レビにつ ぐ、万年3位 の座 に数年間甘ん じていた




した。優 秀 な ソフ トの2次 利 用 とア ジ アマ ー ケ ッ トの開 拓 を ね ら って い る。
5フ ジテ レビジ ョン(CX)
フジテ レビジ ョンは1997年8月8日、東京証券取 引所第一部 に上場 した。在京キー
局 の東証上場 は日本 テ レビ放送網、TBSに 次 いで3社 目で、TBS以 来37年ぶ りで
ある。1997年3月期 の売上高 は業界 トップであり、テ レビ番組 を提供す るタイム広告
の収入が多 く、 スポーツイベ ン トなど放送事業以外 の事業収入 も大 きい。
1997年春 には東京湾岸のお台場地区 に、最先端の放送技術 を取 り入れた、新本社社
屋を建設 した。放送通信技術 の進歩 に対応 した新事業へ も積極的 に取 り組 み、Jス カ
イBへ の資本参加(出 資比率20%を予定)を 決めている。衛星放送事業 に も前向 きに
取 り組 み、 「21世紀 の情報産業 の中核になる」 ことを 目指 している。
フジテ レビは1982年か ら12年間 「三冠王」の座 にいたが、1994年日本 テ レビに抜か
れて以降、抜 き返せ ないでいる。 しか し若年 層を中心 と した人気は依然 と してあ り、
フジテ レビの得意分野 であるアニ メーシ ョンとバ ラエテ ィでは強みを見せてい る。
また フジ ・サ ンケイグループの リーダーと して、21世紀 に向 けて、ヴ ァージ ンレコ
ー ドとの業務提携をは じめ、海外映画会社 との共同制作 など も進 めている。
6全 国朝 日放送(テ レビ朝 日)
テ レビ朝 日は、1957年に株式会社 日本教育 テ レビと して設立 されたのが始 ま りであ
る。1973年には教育専 門局か ら総合番組 局に移行 したgl977年か らは全国朝 日放送 に
社名を変更 し 「テレビ朝 日」の呼称 を採 用 した。モスクワオ リンピックの民放初の独
占放送、 「東京国際女子 マラソン」 や 「パ リ ・ダカール ラ リー」、 「ルマ ン24」とい っ
た世界的スポーツイベ ン トの独 占放送で も注 目を集 めた。
また、教育専門局であった伝統 を もとに、全国32民放局の加盟す る民 間放送教育協
会 の事務局 として放送教育に力を注 いでいる。 そ して、 ブロー ドウ ェイ ミュージカル
の招聰 や、CNNニ ュースを早朝深夜に放送 し、他局 にはない国際性を示 している。
テレビ朝 日の主要株主 は、東映、旺文社、朝 日新聞 の三社 が主軸 にな っているが、
三社 の勢 力争 いがそのまま社員 の派閥争 い となっていたが、現在 は社 名の示す とお り
朝 日新 聞系列局の色彩が強ま っている。
一般局 になったのが遅 いため、ネ ッ トワークの整備が大幅 に遅れ、他局 に比 べやや
弱体 である。 スター トの遅 れを取 り戻 すため、 スローガ ン 「フロ ンテ ィア精神」の も
と、 しば しば卓抜 なアイデアを打 ち出 した。 ワイ ドシ ョー番組の草分 け 「モーニ ング
シ ョー」 をは じめ、外 国映画 のテレビ放映路線 を定着 させ た 「日曜洋画劇場」、2時
間 ドラマのパイオニ ア 「土曜 ワイ ド劇場」 などである。1985年10月か ら放送 されてい
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る 「ニ ュースステーシ ョン」 は、プ ライム帯 を打 ち抜 いた画期的編成で話題 をまいた。





NHK:は放送法 による特殊法人であ る公共企業体であ り、その収入 は全体の98%前
後 を占める視聴者か らの受信料 および国庫交付金 や雑収入 によ り成 ってお り、予算 や
事業計画 は国会 の承認を必要 とす る。また、特別 な場合 には放送債権 を発行す ること
を許 されている。
1995年度(1996年3月末)の テレ ビ受信世帯数 は約3,538万世帯 、その うち8割 以
上がカ ラー受信であった。受信料 は白黒 が月890円、カ ラーが月1,370円である。経営
事業収益 は5,872億円強 で、 この うち5,703億円が受信料で全体 の98%を占めている。
また、NHKは 地上波だ けでな く衛星放送 に も力を入れている。24時間放送 の衛星
第一、衛星第ニテ レビジ ョンには、通 常のカラー契約金 に加えて衛星放送受信負担料
930円をあわせた2,300円の衛星 カ ラー受信料 を新 しく設定 している。
(2)受信料 の性格
受信料 の性格 については、昭和39年に郵政省が当時の臨時放送 関係法制調査会へ提
出 した 「放送 関係法制に関す る検討上 の問題 点とその分析」 において、 「国がその一
般 的な支出 にあてるために徴収 す る租税ではな く、国が徴収 す るいわゆる目的税 で も
ない。国家機 関でない独特 の法人 として設 けられたNHKに 徴収権 が認 め られた とこ
ろの、その維持運営のためのr受 信料』 とい う名 の特殊 な負担金 と解 すべ きである。」
との考 え方が示 され、現在 この考 え方 が一般 的な もの とな ってい る。 同時 に、受信料
の性格論 として、次の4つ の考え方 をあげてい る。すなわち、①放送 サー ビスに対す
る対価 とする考 え方(契 約説)、 ②受信機税のよ うな税 とする考 え方(税 金説)、 ③
受信許可手数料、いわ ゆるライセ ンス ・フィーとする考え方(許 可料説)、 ④公共負
担の一種 として受益者負担 的な性格の ものであ るとす る考 え方(公 用負担説)で ある。
ここで、 この4通 りについて、 さ らに検討を加える こととする。
①放送 サー ビスに対す る対価 とす る考 え方(契 約説)に ついて は、我 が国の放送 サ
ー ビスとい った場合、NHK、 民放全体 の放送サー ビスか、民放 は広告収入 を財源 と
して いるので、広告放送を禁止 されてい るNHKに 対価 と して支払 うよ うにす るかの
問題が ある。 また、NHKの 放送 を視聴 しないとす る者 に対 しどの ように対応す るか
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の問題 も生 じて こよ う。一般的 にいえば、放送電波のよ うに管理可能性のない媒体 に
ついて、サ ービスを享受 した場合にのみ対価 を支払 う契約 をす ることには困難 がある。
ただ し、最近 になって、電気通信技術 の進歩 とともにスクランブル方式(scramble)
の採 用によってチャ ンネル ごと、あ るいは番組 ごとの有料放送 も可能 となってきた。
しか しNHKの 場合は、特定 の装置 を設備 した者のみ放送の視聴 が可能 という方式が、
公共放送の基本的性格にな じむか とい う問題 などがあ り、NHKに おける同方式の採
用につ いては、慎重論 が多 い。
②受信機税 のよ うな税 とす る考 え方 については、普通税 とす るか、 目的税 とするか
の問題 もあ るが、 いずれに して も税金の徴収主体は国 とな り、NH:Kに対 す る交付金
の形 とな り、不偏不党 、自立 を基本 とす るHNKの 経営財源 としては適 切な ものとい
1えるかの議論 を呼ぶ こととなる。
③受信許可手数料 、いわ ゆるライセ ンス ・フィーとい う考 え方(許 可料説)に つい
ては、昭和25年の電波法施行以前 の、旧無線電信法時代 は、受信機の設置 も許可の対
象 としていたが、現在 は無線局 を開設 しよ うとす るものは、郵政大臣の許可が必要 で
あるが(電 波法第4条)、 同法 の無線 局の定義 によれば、受信 のみを 目的 とす るもの
は、 これに含 まない こととな ってお り(第2条 第5号)、 我 が国 においては戦後 すで
に受信機 を自由に設置 できるよ うになって久 しいので、現状 において この考え方 を取
る ことには困難が多 い。
④公 用負担 の一種 として受益者負担 的な性格 の ものであ るとす る考 え方(公 用負担
説)に ついて は、まず公 用負担 の語 は、 「特定 の公共事業 の必要 を満 たすために、法
律の根拠 に基づいて、強制的 に人民 に課せ られ る経済的負担。……また、強制的に課
せ られ る経済負担 である点において私法的契約 に基づ く負担…… と区別 され る」 と説
明 されている。 この考え方 と臨放調答 申書がい う 「国家機関でない独特 の法人 として
設 けられたNHKに 徴収権が認め られたところのその維持運営のための 『受信料』 と
いう名 の特殊 な負担金」 とい う考 え方 との間には、性格的 にかな りの差があ る。公用
負担 の考え方 には、公 的色彩が色濃 くあるのに対 し、臨放調の考 え方は、独特 の法人
に認 め られた特殊 な負担金 と して、 その色彩 を注意深 く避 けている。
受信料の性格 については、上 にあげ られた4つ の考 え方 が一般 に定着 している。 し
か し、民 間放送 の多極化、衛星民放 によ る有料放送 の開始 な どをは じめ、高度情報社
会 の進行 によ って、今後 メデ ィアの多元化、融合化 の度が増 し、視聴者 の価値観 の多
元化や選択視聴の傾 向 とあわせ て、受信料制度 をめ ぐる環境 はさ らに複雑 な もの とな
る もの と考 え られ る。実際、現在 も全世帯の約20%が受信料 の支払 いを拒否 している。
したが って、NH:Kの経営財源の将来 のあ り方 につ いては、NHKが 視聴者 の理解 と
協力を基本 とす る受信料制度 の維持 を中心 にしつつ も、さ らに多 角的 な検討 を深 めて
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い くことが必要 であると考 え られ る。
2WOWOW(日 本衛星放送>
WOWOWは 、スクラ ンブル方式の有料 チャンネル とな ってお り、視聴希望者 は、
加入料27,000円と月額視聴料2,000円を支払 い、WOWOWと 加入契約を結んだ上で
専用デ コーダー(ス クラ ンブル信号の暗号解読機)を 購入 し、 スクランブルを解除 し
て番組 を視聴す る仕組 みとな っている。
放送 開始 当初 は思 うよ うに加入者が伸びずに苦戦 を しい られたが、NHKがBS放
送 の普及 を推進 し、受信機の普及が進み、1995年度初 めての単年度黒字 を達成 した。
WOWOWの 特徴 の一つ に、同社が民 間の放送局 と して初 めて有料放送 の形式 を取
り入れた ことが あげ られる。民放局で ありなが ら、NH:Kに見 られ るよ うな受信料収
入 によって経営 をまかな うとい う新 しいスタイルがどのよケに定着 してい くのか注 目
されるどころだ。
3地 上 波民 放 局
BS・CSを 除 く地 上 波民 放 局 は、 広告 主 か らの収 入(広 告 費)の み に依 存 して い
る。 広 告 つ ま りテ レ ビCMは プ ログ ラ ム ・コマ ー シ ャル(番 組CM)、 パ ー テ ィ シペ
イ:ティ ング ・コマ ー シ ャル 、 スポ ッ ト ・コマ ー シ ャル 、案 内 コマ ー シ ャル の4種 類 あ
る。 プ ロ グ ラム ・コマ ー シ ャル は 、番組 を 制作 、提 供 す る提 供 者 が 番組 の 中 に入 れ る
もの で、 ス ポ ンサ ー シ ップ と もい う。1分 以上 の長 いCMを 入 れ る こ と もで き る。 パ
ーテ ィシペ イ テ ィ ング ・コマ ー シ ャル は提 供 者 以外 が番組 の 中 に入 れ るCMで 、PT
と略 称 す る。 ス ポ ッ ト ・コマ ー シ ャル は番組 と番組 の 間 の ステ ー シ ョ ンブ レイ ク に入
れ るCMを いい 、5、10、15、20、30秒等 の長 さが あ る。番 組 提供 ほ ど イ ンパ ク トは ない
が 、期 間 や地 域 を縛 られ な い た め、集 中的 な キ ャ ンペ ー ンに 向い て い る。案 内 コマ ー
シ ャル は局 が 別 に設 けた 時 間帯 に入 れ るCMを い う。
次 にCMの 料金 に関 して 、番 組CMの 料 金 は 、番組 制作 費 と電 波 料 か らな る。 キ ー
局 が ロー カル 局 とネ ッ トワー ク を組 む と、 マ イ ク ロ ウ ェー ブ を使 うた め に、別 にネ ッ
ト料 金 が か か る。 ス ポ ッ トCMの 料金 は電 波料 の みで あ る。 電 波料 につ いて は 、曜 日
や時 間 によ って テ レ ビを見 て い る世 帯数 が違 うた め、 テ レ ビ局 は 、放 送 時 間 をA・B・
C・Dの 各 タ イ ム に区 分 し、電 波 料 金 に差 をつ けた料 金表 を作 成 して い る。Aタ イ ム
は最 も視 聴 者 の多 い時 間 帯 で 、 プ ライム タイ ム、 ゴール デ ンタ イム と呼 ばれ る。 しか
し実 際 の値段 は 、広告 主 や広告 会 社 と放送 局 との 交渉 で 決 ま る。 交 渉 の基 礎 とな るの
は視 聴 率 デ ー タで あ る。
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(1)CM間引き問題
1997年6月10日、福 岡放送 のCM間 引 きが発覚 した。つづいて、石川県 の北陸放送
で も同様の事件が発覚 した。大都市圏の福 岡放送の場合 は8年 間で2,433本の間引 き、
それ に対 して北陸放送 の場合は とりあえず中間報告 のための調査 の対象 とな った13カ
月 で2,569本の間引きとの調査報告だ った。
新聞広告 の場合は、広告の出稿結果を確認 できる。放送の場合 、東京 ・大阪 ・名古
屋 では、調査会社によ る広告統計調査があ るため、CM放 送の有無 は確認で きる。 し
たがって、不正の発生 はまず考 え られないといえる。 しか し、それ以外 の地域 では、
CMが 放送 されたか どうかを確認 しよ うとすれば、広告主 ・広告会社が ビデオで録画
して しない限 り、民放局側が保存 している記録 ビデオや諸資料 で しか確認で きない。




放 送 は公 共 性 ・公 益性 とい う側 面 を持 ってお り、 それ ゆ えに様 々 な規 制 を
受 けて い る。 ここで は 、放 送 に関 す る経 済 理論 につ い て考 えて い く。
H公 共財
1公 共 財 の 定義
公 共 財 と は 一 般 にr非 排 除 性(¥on-excludability)」と 「非 競 合 性
(Non-rivalness)」とい う2つ の性 質 を持 つ 財 の ことで あ る。
非排 除性 とは 、対 価 を支払 わ ない者 を消 費か ら排 除 す る こ とが技 術 的 も し
くは経 済 的 に不 可能 な ことを い う。 灯台 を例 にす る と、あ る船 舶 だ け を消 費
か ら排 除 す る(利 用 させ な い)こ とは 困難 で あ る。
次 に非 競合 性 とは 、各 人 の財 の消 費へ の 参加 が 互 い に競合 しな い 、邪 魔 し
合 わな い こ とをい う.先 の 灯 台 の場 合 、 あ る船 舶 が灯 台 を利 用 して い る時 、
別 の船 舶 が消 費(利 用)に 加 わ って も、それ ぞれ の 消費 量 は変 わ らな い ま ま
で い る こ とが で き る,
この よ うに 、非排 除性 と非競 合 性 の 両方 の性 格 を持 っ財 を 「純 粋 公 共財 」
とい い 、灯 台や 国 防 ・司法 ・外 交 な どが あ る。 そ れ に 対 して 両方 の性 質 を持
ち合 わせ な い対 極 的 な 財 が 「私 的財 」 で あ る.パ ン を例 にす れ ば 、対 価 を支
払 わ な けれ ば 消費 か ら排 除 され(排 除性)、 誰 か が 消 費 して しまえば 他 の者
の 消費 が 減少 す る(競 合 性)の で あ る。 この 他 に も、 高速 道 路 の よ うに料 金
所 で対 価 を支 払 わ な い と利 用 で きず 排 除性 を もつ が 、 混雑 しな い限 り非 競 合
性 が あ った り、一 般道 路 の よ うに車 両 が 多 く競合 性 は あ るが 、料 金 所 が な い
の で非 排 除性 が あ る とい っ た財 が あ る。 これ ら非 排 除 性 と非 競合 性 の いず れ
か のみ の性 質 を持 っ 財 の こ とを、 一般 に 「準 公 共財 」 とよん で い る。
2市 場 の失 敗 と規 制
公 共財 の持 っ これ らの性 質 は、 市場 の失 敗が 生 じる原 因 とな る、
まず 非排 除 性 が あ る と、公 共 財 が 誰 か に供給 され れ ば他 の 人 も無 償 で 消 費
す る ことが で き る。 この 事 実 を知 れ ば誰 も自 ら積極 的 に支払 って 消費 す る こ
とは しない で 、 フ リー ・ラ イダー(た だ乗 り)を 決 め込 む だ ろ う,そ うで な
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くて も、 自分 の 決 定 の全 体 に 対す る影 響 性 を小 さい と考 え て受動 的 な行 動 を
して しまい 、結 果 と して フ リー ・ライ ダー とな る可 能性 が あ る。 この よ うな
場 合 、供 給側 は採 算性 の低 さか ら供 給 しよ うと思 わ な くな る0
また 、非排 除 性 が あ る とい うこ とは 、誰 か が消 費 に加 わ って もそ れ に か か
る費 用(限 界費 用)は ゼ ロであ る。 最適 資源配 分 状 態 で社 会 的 余剰 が最 大 で
あ り、誰 か の経 済 状 態 を悪 化 させ な く して、 他 の人 の 経済 状 態 を改 善 す る こ
とが で き ない とい うパ レー ト最適 にお い て は価格=限 界費 用 で あ り、公 共財
の 場 合 はゼ ロ とい うこ とに な って しま う。
この よ うに公 共財 は民 間企 業 に よっ てで は最適 供給 が な され な い の で、 政
府 が何 らかの 形 で供 給 に関 与す る。
消 防(消 防 法)、 環 境 保護(自 然環 境 保 全法)、 自然 災 害防 止(国 土利 用
法)、 文化 財 保護(文 化 財 保護 法)と い った 、非排 除 性 ・非競 合性 と もに あ
る 「純 粋公 共 財 」 の性 格 の もの は上 記 の法 律 を基 礎 に政 府 が財 政 支 出 を行 う
こ とで サ.__.ビスの提 供 を し、 そ の提 供方 法 や利 用 方法 にっ い て公 的 規制 を加
えて い る.
ま た1節 で述 べ た よ うに公共 財 には 準公 共財 が あ る。 非 排 除性 が あ り、価
格 形 成 が 困難 な もの(ゴ ミ処理 や 福 祉 サー ビス な ど)や 排 除性 が な く価 格 形
成 が不 可 能 で な い もの(医 療 ・保 健 ・教育 ・社:会保 険 な ど)と い う 「公 共 的
社会 的サ ー ビス」 と呼 ばれ る もの で あ る。 これ ら準 公 共財 は 法律 に よっ て提
供 の 充実 を図 り、提 供 方 法や 利用:方法 に つ いて規 制 を して い る,ま た 、 価格
形成 が可 能 な場 合 は、 民 間企 業 で の提 供 が あ り うるの で 、一 定 の規 制 を行 う
の み で あ る,
以 上 の よ うに規 制 をす る こ とで 、公 共財 の最適 配 分 は行 われ て い る。




























排除性 ←→ 非排 除性
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皿 公共財 としての放送
1公 共財 と して の放 送
放 送 は どの よ うな点 で公 共 財 とい え るの だ ろ うか 。
放 送 は伝 送媒 体 と して電 波 を利 用 して い るが 、電 波 の性 質 か らた とえ一 人
であ ろ うと何 人 だ ろ うと関係 な く、 同時 に 、混雑 す る ことな くテ レビを見 る
ことが で き るの で 、非 競 合性 が あ る とい える。
また テ レ ビを見 よ う と思 え ば、 テ レ ビア ンテ ナ とテ レ ビ受 信機 さえ あれ ば
よい。 地 上 波 放送 の場 合 は何 らの 手続 き をす る必 要 もな く、誰 で もテ レ ビを
見 る(消 費す る)こ とが で きるJ供 給 側 は これ を排 除す る こ とが で きない の
で 、非排 除性 が あ る。
以 上 の よ うに、 地 上波 放 送 は非 競 合性 と非排 除性 と もに あ り、国 防や 司法
と同様 に 、 「純 粋 公 共財 」 とい え る。 しか し最 近 のCATVや 衛 星放 送 とい
っ たニ ュー メデ ィア は 、契 約 を結 ば なけれ ば ス ク ラ ンブル が か か り見れ ない
とい った よ うに 、供 給側 が見 る こ とを排 除 す る ことが で き、 非排 除性 は な く
な っ て きて お り、 「準公 共 財jの 性 格 を持 って い る。
2公 共 財 と しての 問題 点
放 送 の公 共財 と して の 問題 点 が 、 「フ リー ・ライ ダー」 で あ る。 先 に述 べ
た よ うに 、供 給側 は誰 が どれ だ けテ レ ビを見 てい る のか を チ ェ ックす る こ と
がで きず 、見 た こ とに対 す る対 価 を直接 的 に得 る こ とが で き ない 。莫 大 な 放
送 費 用 を誰 にい か に負 担 させ るか とい うことは重 要 な課題 で あ る。 そ の負担
方法 は 、事 業 者 に よっ て次 の よ うに異 な って い る。
(1)NHKの 場 合
日本 放送 協 会(以 下NHK)は 、NHKを 見 てい る見 てい ない に関係 な く
テ レ ビ受 信機 を所 有 して い るす べ ての視 聴 者 か ら受信 料 を徴収 す る こ とで放
送 費用 をま か な って い る。 この受 信 料 の性 格 につ い て は、 契約 説 、税金 説 、
公 用負 担 説 な ど様 々 な考 え 方が な され て い るが 、現 在 で は特殊 負 担 金 と考 え
るの が一 般 と され て い る。(詳 しくは 第1章 皿 を参 照。)
この受 信 料 の設 定 には イ ンセ ンテ ィブが働 く。 一 般 の 民間 企業 の場 合 、企
業 情 報 の 開示(デ ィス ク ロー ジ ャー)を 行 わ なか っ た り、過 小 表 示 した 場 合 、
企 業 の 資金 調 達 コス トは上 昇 して しま うた め 、デ ィス ク ロー ジ ャー に対 して
イ ンセ ンテ ィブが働 く。NHKの 場合 は この よ うな 資金調 達 コス トに関 連 し
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たイ ンセ ンテ ィブ は 生 じない が 、か わ りにNHKを 存 続 させ る とい うイ ンセ
ンテ ィブ が あ る.す な わ ち、NHKそ の もの を維 持 存 続 させ るた め に視 聴 者
の理 解 を得 るべ く、支 持 あ る受 信 料 設 定 を行 お うとす るイ ンセ ンテ ィブが 働
くので あ る,
(2)民 放地 上波 の 場 合
民放 地 上波 の場 合 は 、NHKの よ うに直接 的 受 益者 であ る視 聴 者 か ら料 金
を徴収 す る こ とは な く、 い わ ば 「ブ リ温 ・ライ ダー 」 を許 して い る状態 に あ
る。 そ して視聴 者 の代 わ りに放 送 費 用 を負担 して い るのが 、他 の受 益者 、す
なわ ち番 組 の 広告 主(ス ポ ンサ ー)で あ る,視 聴 者 は番 組 を観 て広 告 主 のサ
ー ビスや 財 を購 入す る ことで 、放 送 費 用 を間接 的 に負担 す る形 に な って い る。
(3)衛 星 放 送 の場 合
衛 星 放 送(た だ し、NHKの 場 合 は 除 く一,)は、1チ ャ ンネ ル も し くは
複 数 の チ ャン ネル ご とに有 料 契約 を結 ぶペ イパ ー チ ャ ンネル 方 式や 、 さ らに
は最 近 で は観 た い番 組 だ け に視聴 料 を払 うペ イ パ ー ヴュー 方式 を採 っ て い る。
前 に述 べ た よ うに 、契約 を結 ば な い か ぎ りス ク ラ ンブル が か か り、 放送 を見
る こ とがで きな い ので 、 「フ リー ・ライ ダー」 は お き ない の で、 費 用 負担 問
題 は 生 じない,
図 表2-2公 共財 の 種 類 と費 用 負担 方 法






衛星放送 準公共財 無 視聴者
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IV放 送 にお け る規 制
放 送 産 業 に 対 し て も規制 は行 われ て い るが 、そ れ は公 共 財 だ か ら とい うよ
りもむ しろ放 送 の持 つ 自然独 占性 に よる もの で あ る。
自然 独 占性 とは 、規 模 の経 済性 ・範 囲 の経 済性 や 資源 の 希 少性 のた め に 、
単 一 も し くは複数 の財 ・サ ー ビス を提 供 す る企 業 が1社(独 占)な い しご く
少 数 の 企 業(寡 占)と な る蓋 然性 が 高 い こ とをい う。 電気 ・ガ ス ・水 道 ・熱
供給 な どの 公益 事 業や 電 気 通 信 ・鉄 道 な どがそ れ に あた る,こ れ らの産 業 で
は独 占 を成 立 させ た 方 が経 済的 ・技 術 的 に効 率 的 な の で、 特 定企 業 に独 占的
供 給権 を与 え、他 の企 業 の 参 人 を制 限す る,し か し独 占下 で は資 源 配分 効 率
が 損 な われ る こ とが あ り うるの で 、価格 規 制や その 他 の規 制 手段 で防 止 して
い る。
放 送 の持 っ 自然 独 占性 とは 、伝 送 媒 体 で あ る電 波 資 源 の希 少性 で あ る、 放
送 に利 用 可能 な電 波 資源 は限 られ てお り、VHFテ レビの場 合12チ ャ ンネ
ル しか利 用す る こ とが で き ない 。ま た さ らに 、 「同 一放 送 地域 では1チ ャ ン
ネ ル に1放 送 局」 とい うよ うに放 送 局 の設 置 に地 理 的制 約 を加 え な けれ ば 、
混信 を招 いて しま う可 能性 が あ る。 そ の ため参 入 規 制 を行 って放 送 局 の 限 定
を しな けれ ば な らな い,我が 国 の テ レ ビお よび ラジオ な どの無線 放送 分 野 は 、
参 入は 免許 制 で あ り、NHKを 除 き価 格規 制 は な い。CATVな どの有 線 テ
レビ放 送 で は 、 参入 は届 出制 で 、 価格 は認 可 制 で あ る。 規制 機 関 は いず れ も
郵政 省 で あ り、電 波 法や 有線 テ レビジ ョン放 送 法 で 定 め られ て い るr
Vま とめ
放 送 は 、公 共 財 で非 排 除性 が あ るた め 、 「フ リー ・ライ ダー」 を許 して し
ま う状 況 に あ り、 放 送 費用 負担 問題 は放 送 産 業特 有 の 問題 とい える.だ が 、
最 近 のニ ュー メデ ィア とい った今 後の 放 送 と通信 の融 合 に と もな い 、 この 構





まず 、B/Sか ら見 て い く,資 産合 計 は1996年度 の趨勢 比119.83%と穏
や か に伸 び て い る。 負 債合 計 は多 少 の増減 が あ るのみ で安 定 して お り、資 本
[合計 は6年 間 で3割 増 で あ る。1991年度 か らの5ヶ 年 経 営 計 画 に よ る業 務
の合理 化 、経 営 基盤 の安 定 に努 めて きた成 果 が うか が われ る。
流動 資産 は1996年度 の 趨勢 比143.46%と資産 合計 に比 べ 大 き く伸 び て い
るが 、 これ は現 金預 金 、 有 価証 券 の増 加 に よ る もの で あ る。
固定 資 産 は1996年 度 の趨 勢 比120.59%であ るが 、1993年度 か ら大 き な
変化 は な い。 放 送 衛 星 とい う資 産 項 目が あ る が、1995年度 に は衛 星受 信 世
帯 が1,000万世 帯 を越 え、 衛 星放 送 の普 及 は経 営 の 安 定化 に欠 かせ ない もの
とな って き て い る.
負 債 の 部 で は受 信 料 前 受 金 、退 職 給 与 引 当金 が 伸 び て お り、他 の 項 目は
減 少 傾 向 に あ る事 か ら財 政 状 態 は健 全 に な って き てい る と思 われ る.
次 にP/Lに つ いて 見 る。NHKの 経 常事 業 収 入 の98%が 受 信 料 に よ る
もの で あ るが 、経 常事 業 支 出 の 伸び の 方 が経 常事 業 収入 の伸 び を上 回 り、経
常事 業 収 支 差金 は1996年度 の 趨勢 比17.02%と激 減 して きて い る。1991年
度 に受 信 料 を改 定 して か ら6年 連 続 経 常事 業収 支 は黒 字 で あ るが 、近 い 将 来
更 な る受 信料 の値 上 げ が行 なわれ そ うで あ り、 この受信 料 値 上 げ の繰 り返 し
を止 め るた め に は新 た な財 源 の確 立 な どが必 要 と思 われ る。
経 常 事 業 支 出 を見 て み る と、 国 内放 送費 が1996年度 の構 成 比39.65%、趨
勢 比140.43%とこ こ6年 間 で伸 び て き て い るが 、 これ は放 送 時 間 の拡 大や
FM文 字 多重 放 送 、 非常 時 に備 え ての設 備 投 資等 が 主 な原 因 で あ る。 また 、
国際 放 送 費 が1996年度 の趨 勢 比171.88%と増 加 し、構成 比 も6年 間 で0.4%
ほ ど伸 び て い るが 、これ は海 外在 住 の 日本 人や 海 外 旅行 者 向 けの情 報 提 供や 、
日本 に対 す る 国際 理 解 を推 進 す る た めに映 像 国際 放 送 に力 を注 い で きて い る
た め で あ る.
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2日 本 テ レ ビ
まず 、B/Sか らみ て い く。 資 産合 計 額 は、過 去5年 間バ ブル経 済の 崩壊
に よっ て景 気 が後 退 し、急 激 な円 高、 株安 、金 融不 安 な どで景 気 が 回復 の軌
道 に のれ な い なか で 、1992年度 、1993年度 に微 減 は見せ て い る ものの1994
年度 、1995年度 に は増 加 を 見せ てお り徐 々に 回復 してい る とい え る、1996
年度 には 、 汐留 土 地 売 買契 約 に よ り建 設仮 勘 定 が増 加 してお りB/S合 計 額
もそ のぶ ん増 加 して い る,
流 動 資 産 、 当座 資 産 も近 年 増加 して い るが 、 そ の主 な原 因 であ る のが 売掛
金 の増 加 で あ る,、回収 の状 況 が 懸念 され るが、 売掛 金 回収 率 は ほ ぼ一 定 に推
移 して お り、 む しろ売 上 の増 加 に よ る好 ま しい増 加 で あ ろ う、 ま た 、1995
年度 か らの そ の他 の 流動 資 産 の減 少 は表 示 方法 の変 更 に よって 、 コマ ー シ ャ
ルベ ー パ ー が有 価 証 券 に 入 った た め で あ る。
固定 資 産 は年 々増加 してい るが 、 中で も顕 著 に増 加 を示 して い る土 地 ・そ
の他 は 、 新宿 分 室 隣接 土地 にか か る もの で あ る.1996年度 の 建設 仮勘 定 の
大幅 な増加 は 、前 述 の 土地 売 買 契約 に よる もの で あ る.
流 動 負債 は1992年度 、1993年度 に減 少 し、1994年度 、1995年度 に増 加
してい るが 、これ は ほ とん ど法 人税 引 当金 、事 業税 引当 金 に リン ク してお り、
こ こで も景 気 の波 を見 る こ とが で き る、1996年度 は 短期 借 入金 が激 増 して
い るが 、 これ も土 地 の購 入 の た め だ と考 え られ る,ま た 固定 負債 の減 少 は退
職 給 与 引 当金 の減 少 に起 因 す る.こ れ は近 年 の従 業 員 数 の減 少 か ら も効率 化
の一 貫 で あ ろ う,
資本 の部 で は、 毎年 転 換 社債 の転 換 に よ って資 本 金 が増加 してお り、利 益
準 備 金 も着 実 なの び を 見せ て い る 、
次 にP/Lに つ い てみ る,1992年度 、1993年度 は 、景 気 後退 の影 響 を受
け て売 上高 は減 少 し、 その わ りに販 管 費 を押 さえ る こ とが で きな か っ たた め
営 業 利 益 、経 常 利 益 、 当期利 益 のす べ て にわ た って 大 き く落 ち込 ん で い る.
こ こか らも、不 況期 に は各 企業 が広 告 費 を抑 制 す る傾 向が 強 い ことが よ く分
か る。1994年度 か らは 、 日本 経 済 の景 気 も徐 々 に 回復 して きて お り、 そ れ
と と もに 売上 高 も伸 び 、遅 らせ なが ら も販 管 費の 節減 に も成果 が 現 れ 、営 業
利 益 を始 め 、経 常利 益 、 当期利 益 も着 実 な伸 び を見せ てい る。
日本 テ レビは、 後述 の経 営指 標 分 析 か ら も分 か る よ うに フ ロー 、 ス トソク
の 両面 に お い て も非 常 に安 定 した数 値 を表 してお り、現 時 点 で は財 務 的 に優
良 な企 業 とい え よ う,前 述 した 汐留 土地 は、 これ か らの衛 星放 送 時 代へ の下
準備 とい う目的 で購 入 され て お り、多 チ ャ ンネル 化 時代 に 目を向 けて い る こ
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とが 分 か る,し か し、今 後 多 チ ャ ンネ ル化 時 代 に直 面 しどの よ うな対 応 を と
るか に よって 将 来 が左 右 され る とい え、 日本 テ レ ビの今 後 が 注 目 され る。
rBs
まずB/Sか らみ て い く。 資産 合計 額 は 、1992年度 に増 加 し、 そ の後 変
わ らな い 水 準 を維 持 して きた が 、1996年度 に若 干減 少 して い る。 流 動 資 産
は1996年度 趨勢 比71%と 減 少 してい るが 、固 定資 産 は146%と 増加 して い
る。 流動 資 産 の部 では 、現 金 ・預 金 が1996年度 趨勢 比15%と 大 幅 に減 少 し
て い るが、 これ は社 債 の 変換 に使 用 され た と考 え られ る,そ して これ が流 動
資 産 の減 少の 要 因 とな って い る,固 定 資産 で は 、建物 ・構i築物 が1996年 度
趨 勢比685%と 大 き く増 加 してい る。 これ は 、1994年5月、赤 坂 に放 送 セ ン
ター 「ビッグ ハ ッ ト」 が 完 成 こ とと、 同年10月 に本 社機 能 及 び テ レ ビス タ
ジオ ・ラ ジオ スタ ジオ を移 転 させ た た め で あ る.1994年度 の建 設 仮 勘 定 の
大 幅 な減 少 か ら もそれ が うかが え る
負 債合 計 額 は1996年度趨 勢 比125%と増 加 して い る。流 動 負債 の 部 で は 、
買掛 金 や 未 払 金 の増 加 な どの結 果1996年 度趨 勢 比120%と 増 加 して い る。
固 定負 債 も増加 してい るが 、これ は 主 に社債 ・転 換 社債 の 発 行 の た めで あ る。
資本 合 計 額 は 、1996年度 趨 勢 比107%と少 し増加 してい る.
次 にP/Lに つ い て み る,売 上 高 は 、1993年度 ま で は減 少 して い るが 、
そ の 後徐 々に 回復 して1996年 度 趨 勢 比109%と 増 加 して い る.ま た 売上 総
利益 も1993年度 以 降 少 しず つ 増加 してい る,営 業利 益 は1992年度 に趨 勢 比
23%と不 況 の影 響 を受 け て いた もの の1996年 度 趨 勢 比154%と 回復 して い
る、 しか し、経 常利 益 は1993年度以 降 か ら徐 々に増 加 して い る もの の 、1996
年度 趨 勢 比89%と まだ 回 復 して い な い 、 これ は社 債 発 行 な どに よ る支 払 利
息 の増 加 が 要因 だ と考 え られ る。 とはい え、 当期 利 益 が1996年 度 に若 干 減
少 した の を除 け ば 、営 業 利 益 、.経常 利 益 、 当期 利 益 は 、1993年度 以 降 着 実
に増 加 して い る こ とを考 え る と、一 時 の 不況 か ら抜 け出 し、経 営 が軌 道 に 乗
って きた とい え るだ ろ う。
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II連 単 分 析
1日 本 テ レ ビ
売 上 高 の連 単 比 率 は 、 ここ3年116%前 後 とほ ぼ一 定 で あ るの に対 し、経
常 利 益 は連 単 比 率 が徐 々 に下 が っ て きてお り子会 社 の 収益 性 が 問題 とな って
い る こ とが分 か る。 当期 利 益 は 、経 常 利 益 と同 じ水 準 で 変化 して い る。B/
S合 計 は 、個 別B/S合 計 が 増加 してい る の と同 じく して 、子 会 社B/S合
計 額 が 増加 してお り、連 単比 率110%前 後 とこ こ3年 あ ま り変 化 は み られ な
い つ
2TBS
売 上 高 の連 単 比 率 は 、106%とこ こ3年 一 定 で あ る。 経 常利 益 、 当期 利 益
は と もに連 単 比 率108%と 売 上高 の 比率 を上 回 り、 子会 社 の収 益 性 が 若干 良
い こ とが分 か る.B/S合 計 は1996年 度114%と 増 加 して お り、子 会 社 の
す そ 野 が 広 が って い るのが 分 か る,
32社 比較
売上 高 は 、 単独 で は 日本 テ レ ビ、TBS共 に ほ ぼ 同 じな が ら、1996年度
連 単 比率 は 、 日本 テ レビは117%、TBS107%と 、 日本 テ レ ビの 子 会 社 が
売 上 を伸 ば して い る のが 分 か るが 、経 常 利 益 、 当期 利 益 で は 、 どち ら もほ ぼ
同 じ108%程度 とな って お り、 日本 テ レ ビの子 会社 の収 益性 よ りもTBSの
ほ うが 良い とい うのが 分 か る。B/S合 計 で は1995年 度 ま で は 日本 テ レ ビ
がTBSを 上 回 って い た が 、1996年度 にはTBSが 上 回 る こ と とな っ た,
これ は 、 日本 テ レ ビが 本 体B/S合 計 、子 会社B/S合 計 が増 加 したの に対
し、TBSは 本 体B/S合 計 が減 少 したが 、子 会 社B/S合 計 が増 加 した た
めで あ る.
III経営指標分析
1収 益性 指 標
(1)総 資本 経 常 利 益率(経 常利 益/総 資本)
日本 テ レ ビの収 益 性 が群 を抜 い て い る一TBSが 約5%で あ るの に対 して、
日本 テ レ ビは12%と2倍 以 上 で あ る,こ れ は 売上 高 の差 がそ の ま ま現 れ て
い る とい え る 、 しか しTBSも ここ数 年 間利 益 率 を 着実 にの ば してお り、今
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後 は この差 が縮 ま る こ と も考 え られ る。NHKは 収 益 自体 が ほ とん どな くな
ってお り、 民放 とは立 場 も異 な るた め単 純 に は比較 で き ない。
(2)経 営 資本 営 業 利 益率(営 業利 益/経 営資 本)
ここで も 日本 テ レビの 安 定感 が 際 だ っ てい る。 売 上 高営 業 利益 率 、総 資本
回 転 率 もどち らを とっ て もTBSを は るか に 上回 って い る。 しか し、TBS
は ここで も着 実 に数字 をの ば して い るの は好感 が持 て る。
(3)自 己資 本 利 益率(当 期利 益/自 己資 本)
上記 の2つ の指 標 に も同様 の こ とが い えるが 、2社 の 売 上高 の 差 がす べ て
に関 わ って い る とい え る,売上 高 純利 益 率 と 自己資本 回 転 率 に分 けて み る と、
特 に 日本 テ レ ビの売 上 高純 利 益 率 の高 さが 目を引 く。 この 指標 に関 して は 、
TBSは 少 し頭 打 ち の感 が あ る,
2安 定性 指 標
(1)流 動 比 率(流 動 資 産/流 動 負 債)
TBSは こ こ数 年 間理 想 とされ る200%を 割 っ ては い る もの の 、 まず ま ず
安 定 して い る とい え る。 日本 テ レ ビは 、1996年度 土 地 の 購i入の た め に 多 額
の 短期 借 入 金 を計 上 して い るた め 大 き く落 ち込 ん で い るが 、そ れ 以前 の年 に
は200%を 越 えてお り、優 良で あ る とい え る,NHKは100%弱 と、決 して
良 い とはい えな い
(2)負 債 比 率(他 人資 本/自 己資本)
1995年度 ま で の 、 日本 テ レ ビの この 値 の 低 さは抜 群 の安 定 度 を物 語 っ て
い る。1996年度 の値 の 上昇 は前 述 した とお りで あ る.TBSも この値 で は 、
日本 テ レビ並 に安 定 してい る,NHKも そ れ ほ ど高 くな くまず まず だ とい え
る.
(3)固 定 比率(固 定 資産/自 己資 本)
こ こでは ま た2社 の差 が歴 然 と してい る、TBSも100%を わ ず か に越 え
る程 度 で あ るの で悪 くは な い,し か も この値 も下 が っ て きてお り良化 がみ ら
れ る,日 本 テ レ ビは 、1996年度 は別 と して 、60～70%を維 持 してお り、 ま
さに優 良だ とい え る,
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3生 産性 指 標
(1)労 働 生 産 性
2社 に大 差 は な く、推 移 も酷似 して い る。2社 共 に こ こ数 年 間 で上 昇 して
お り、バ ブル 崩 壊 後 の景 気 の回 復 、 リス トらな どが うま くい って い る と考 え
られ る。
4内 部 留 保 指標
(1)制 度 的留 保率 フ ロー(制 度 的留 保 フ ロー/内 部 留 保 フ ロー)
ここ数 年 間 は 特 に2社 の 差 が大 きい,こ れ は、 日本 テ レ ビめ制 度 的留 保 フ
ロー がTBSの もの よ り小 さ く、内 部 留保 フ ロー が か な り大 きい とい う2つ
の理 由か らで あ るが 、そ の 根 底 に は、 日本 テ レビの 当期 利 益 の 大 き さが あ る
とい え る,,
(2)制 度 的 留 保 率 ス トック(制 度的留保ス トック/内部留保ス トック)
こ こでは2社 の差 は ほ とん どな く、2社 ともに順 調 に 内部 留 保 を 累積 して
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経常事業収支差金 42,82819ｰ01 000ｰa33478620ｰ9ア817%33592604ｰ07843%15,323270%3578ｰa5745099ｰ01341ｰa7290 122% 1702ｰ9
経常事業外収入 10119 193ｰ1ｰ0000ｰa量1238 208ｰa11107ｰa9582 172ｰ09470ｰa8804 1JJｰa8701ｰa8817 152ｰa8714ｰ07079 119ｰ0 6996ｰa
経常事業外支出 15659299'a10000㌔14112261ｰa9013ｰa12196219ｰ97789%11,316199ao7227ao10132t75a6471a10511176% fi713a
経常事業外収支差金 一5540 一106ｰo10000ｰa一28741一〇53ｰa5168ｰｰ一2sia一〇47ｰ04718ｰs一2512一〇44ｰa4535ｰ9一i315一〇23'912374c一3432 一〇JSｰa 6195x9
経常収支差金 37288713ｰa10000%30604567㌔ 8208S30978557ｰ8ｰ308ｰ1ｰ2811225'93436ｰa4430077% 1188ｰ3ｰ858065ｰ91035、
資本支出充当 18056345ｰ1ｰ0000%n181 318、 9515'016623299ｰ09206a10672 188ｰa5911ｰn 0 000"a 000ｰa 0 000ｰa000ｰv
当期剰余金 19862380ｰn10000ｰa13423249ｰ<6758ｰa14355258ｰ7ｰ22Ta2139038'aion。。 4430077"a2230ｰ93858065ｰe1942ｰa
特別qQ入 25624490ｰcioOooｰa4310080ｰ91682ｰa882016、 344ao4019071ｰa1568ｰ9677012% 264% ass 015ｰa338ｰn
特別支出 3531068"01 000ｰa253004Ta7165ｰe2003036ｰ5ｰ6739,1557027ｰa4409ｰ02,106036"a5965"a2484042ｰa7034%











































決算年度 1991年度 1992年度 、 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































営業外費用合計 389 0.19ｰ010 .00ｰ.a59"0.03a15.17ｰ;5看8 o.zsa.133.16a481 0.23ｰa123.65ｰa380 0.17%97.69ｰa307 0.12ｰ 7ｰ892%
経常利益 15,1567.34ｰ一:100.00.o6,9763.49ｰa46,0354,8862.48ｰa32.24'913,4786,45488.93ｰｰ25,39411.031ｰ67.55ｰa35,32713.60%233.09'.6
特別利益合計 1,1630.56ｰvioO.00㍉ 15 0.01ｰa1.29、 64110,33055.63ｰe327 0,64928.12 50 0.02ｰa4.30ｰa 50 0.02 4.30ｰk〒.















































決算年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 7995年度 1996年度
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































負債・資本合計 243,878100.00%1 0.00ｰe288,852ioO.00、118.44ｰ9291,644100,00、119.59ｰ300,057蕃00.00%123.04ｰ9291.ors?OOOOa119.33273,78010 .00ｰ9112.26ｰ
〈損益計算書 〉(単 位:百万円,96.96)









































































































































































































































営業外費用合計 704 0.33ｰｰ100.00ｰzｰ.ois0.99ｰa286.36ｰa3,2341,700459.38ｰ03,6フ9 1.78ｰ0522.59ｰa5,3232.40%756.11ｰa4,5761.96ｰa650,009,
経常利益 15,0437.04ｰa100.00ｰv5,4492.67ｰ3ｰ6.22ｰa6,8853.62ｰa45.77ｰ0.7,6363.70'950.76ｰa11,5905.23ｰa77.05"a13,3325.72"a88.63ｰa
特別利益合計 542 0.25ｰｰ10000ｰｰa 0.00ｰｰ0.00ｰｰ 0 0.00ｰ0ｰ.00%2,6591.29ｰ049059ｰq 0 0.00ｰa0.00ｰa a 0.00ｰ0 0.00."0





金額 ・.比率 連結 単独 連/単 連結 単独 連/単 連結 単独 違/単 遷結 単独 連/単 蓮結 単独 蓮/単 連結 単独 連/単
売上高 一 213,707 - - 203,799 零 一 190,278 一 zzosiz206,566106.90ｰa236,2251,789106.51"e248,192233,029106.51ｰ9
経常利益 一 15,043 一 } 5,449 一 富 6,885 一 8,6547,636113.33ｰ<12,54911,589108.28,14,49213,332108.70ｰv
当期純利益 - 7,192 一 一 1,749 一 - 2,275 一 2,7332,309118,3647,8247,389105.89ｰass2s6,132108.06ｰv




決算年月日 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度1995年 度 1996年度
1収 益性指標
(1)総資本経常利益率 8.62ｰn 4.02ｰa 2.84% 7.26ｰul12.57ｰv11.72an
売上高経常利益率 7,344 3.49ｰ0 2,484 6.45ｰbl11.03'+013.60%
資本回転率(回/年) i.n 1.董5 1.14 1.1211.14 o.as
(2)経営資本営業利益率 7.61% 3.14ｰｰ 3.03"a 8.00ｰ9114.07ｰ1ｰ9.79"a
売上高営業利益率 5.84ｰd 2.36ｰｰ 2,214 6.03%io.62% 13.22ｰｰ
経営資本回転率(回/年) 1.30 1.33 1.37 1.3311.33 1.50
(3)自己資本利益率 9.13ｰa 2.41ｰa 2.28% 4.72%9.22% 習,78%
売上高純利益率 5.09ｰｰ 1.41ｰｰ 1.37ｰu 2.78ｰｰ15.38ｰn 6.84aa
自己資本回転率(回/年) t.79 1.71 1.66 1.7011.71 1.72
2安 定性指標
(1)流動 比率 276,909269.04ｰ2ｰ63.44%224.82ｰol228.54ｰ083.47ｰa
当座比率 zoo.50、 224.96ｰ2ｰ33.58ｰa204.69ｰ.ol213.98ｰa7 .31ao
(2)負債比率 52.66ｰ948.61as45.30"050.83ｰ.Ol50.43ｰa99.93ｰe
自己資本比率 65.51ｰa67,294 68.82ｰa66.30466.48% 50.02ｰv
(3)固定比率 57.81ｰ965.00% ss.61% 70.25%63.85% 125,474
固定長期適合率 48.82ｰ055.300a59.71ｰa61.09ｰol56.73ｰ9113.32ｰ9
3生 産性指標 「,
労働生産性(百万円) 29.72 25.81 26.09 32.30141.97 52.83
一人当り売上高(百万円) 155.26 148.88 143.88 153.581174.15 209.75
付加価値率 19.14ｰa17.34ｰ 1ｰ8,134 21.03ao124.10425.19ｰｰ
従業員数(人) i,330 1,342 1,368 i.36011,322 1,238
4内 部留保指標






決算年月日 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度1995年 度1996年 度
1収 益性指標
(1)総資本経常利益率 6.17ｰa i.89ｰa 2,364 2.54ｰｰ13.98ｰoI4.87ｰn
売上高経常利益率 7.04ｰc 2.67ｰa 3.62% 3.70415.23"915.726a
資本回転率(回/年) 0.88 o.71 0.65 0.6910.7610.85
(2)経営資本営業利益率 5.35'0 1.10'0 3.75% 3.25ｰOl4.99ｰoI6.53'u
売上高営集利益率 4.96% 1.22'9 3.54ｰa 4.23ｰol6.00ｰOl7.014
経営資本回転率(回/年) 1.08 o.so 1.06 0.7710.83tO.93
(3)自己資本利益率 4.15ｰｰ 1.0109 事,31% 1.32ｰol4.OSｰ.ol3.30ｰc
売上高純利益率 3.37% 0.86ｰ0 t,204 1.12ｰol3.33ｰｰ12.63ｰ0






(3)固定比 率 76,984 86.00ｰa112.19ｰc123.70ｰrol111.61ｰnl105.11ｰv
固定長期適合率 sa.42% 58.01ｰ975.94ｰ084t1%85.62㌔8491%
3生 産性指標
労働生産性(百万円) 27.63 22.66 25.29 30.41144.25146.40-人当り売上高(百万円) 132.00 127.61 121.58 134.401147.271156.71
付加価値率 20,934 17.76ｰczo.eon 22.63"ol30.05ｰol29.61ｰa
従業員数(人) 1,619 1,597 t,565 t,53711,50611,487
4内 部留保指標
(t)内部留 保 フロー(百 万円) 7,301 2,908 3,565 6.27219.23018,492
制度的留保率フロー 34.46ｰa110.11% 93,49も 104.34ｰol46.93ｰ0160.23ｰ0
(2)内部留保ス トック(百万円) 138,436144,370145,093141.9751156.6581170,169
制度的留保率ス トック 36.53ｰ039.01% 38.71% 36.71ｰol38.99,141.15ｰa
(出所)『有価証券報告書』各年度版より作成,
図表3-69NHKの 各経 営指標
決算年月日 1991年度 1992年度 1993年度1994年 度1995年 度1996年 度
1収 益性指標
q)総資本経常利益率 7.37ｰｰ 5.74ｰｰ 5.52ｰnI2.24ｰnIO.75ｰoIO.64ｰ0
売上高経常利益率 7.13ｰｰ 5.67ｰi 5.57%2.25%0.77%0.65%
資本回転率(回/年)『 薯.03 t.01 0.9910.9910.9810.98
(2)経営資本営業利益率 9,994 7.5000 7.53ｰ.ｰi3.17ｰol1.13ｰol1.43ｰa
売上高営業利益率 8.19ｰa 6.2Uｰa 6.04%2.70、0.99%1.22%
経営資本回転率(回/年) i.22 1.21 1.2511.1711.1411.17
(3)自己資本利益率 6.64ｰa 4.01ｰe 4.00.ｰ010.42ｰclO.86AolO.64ｰ.v
売上高純利益率 3.41ｰo 2.23ｰ0 2.38%026%0.5240,384
自己資本回転率(回/年) 1.95 1.79 1.6811.6411.6611.70
2安 定性指標












通信 と放送の融合 に関す る新 たな話題が新 聞に掲載 されない 日はないのでは
ないか と思えるほ ど 「放送 と通信の ビッグバ ン」が急速 に進 んでい る。
なかで も、放送業界においては、地上波放送 に加 え、衛星放送、CS(通信衛
星)放送、CATV(ケー ブルテ レビ)などのニ ューメデ ィア、 さらにそのデジタル
化な ど、多メデ ィア ・多チ ャンネル 時代が到来 している。ま さに放送業界は今、
急激 な変化 を遂げよ うとしてい るのではないか。




チ ャンネル数 は、郵政省のチ ャンネルプ ラン(周波数割 当計画)によって、地
域 ごと、放送種類 ごとに決 められ る。地上波民法テ レビは各地域で最低4波 が
目標 とされ てい るが、それ を支 えるだけの広告市場がな く、4波 化に至 ってい
ない地域は10県 以上ある。 したがって、現時点では多チ ャンネル化推進の中
心は衛星放送 にある といえる。
衛星放送 は、赤道上空36,000kmの静止軌道 上に打ち上 げ られ た放送衛星の
中継器 か ら電波 を発射す るため、 ゴース ト(多重像)のない きれいな映像が得 ら
れ る。また、その音声は、PCM方 式による高品質のデ ジタルサ ウン ドのため、
きれい に忠実に再現 される。
また、衛星放送 はBS放 送 とCS放 送 に分け られる。
①CS放送
郵政省 が放送法等 を改定 し、有料放送制度(1988年改正)、通信衛 星を利用
して 「放送」を行 う委託放送制度(1989年改正)などを新設 した。 この法改正に
よ り、1990年1.月JC-SAT2,1992年2月スーパーバー ドBが 打ち上げ ら
れ、運用 されてい る。
アナ ログCSテ レビは1992年2月に6事 業者 が認定 され、1992年4月「日
本ケーブルテ レビジ ョン」「スター ・チ ャンネル」が、1992年5.月には 「スペー
スシャワー」「ジャパンスポー ツチ ャンネル」が放送 を開始 した。1992年末には
「ミュー ジックチ ャンネル」「衛星映画演劇放送」が、 さらに、1993年10月か
ら「ミサ ワバ ン」「スペース ビジ ョンネ ッ トワーク」「衛星チ ャンネル」「サテ ライ
トエー ・ピー ・シー」も放送を開始 した。現在 これ らのCSア ナ ログ放送 は、
スカイ ポー ト系(スー パーバー ドBを 利用)が8チ ャンネル、CSバ ーン系(JC
-SAT2を利用)が5チ ャンネル となってい る。
PCM音 声放送 は1991年2,月に4事 業者が認定 され 、1991年12月に2事
業者 が認定、計6事 業者 となった。1992年s,月「PCMジャパン」「PCMジパ
ングコミュニケーシ ョンズ」が、1992年8月には 「ミュー ジックバー ド」「サテ
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ライ トミュージ ック」「ニ ッポ ンミュージ ック コングレス」が放送を開始 した。
1992年9'月には 「PCMセン トラルJが放送を開始 したが、1993年7月に業務
を廃止 し、 「PCMジャパ ン」も撤退 した。1995年7.月、 「ミュー ジックバー ド」
と「サテライ トミュージ ック」が合併 し、通信衛星 を利 用 した音声放送は2社
とな り、1996年10,月には 「ミュージ ックバー ド」 と「ジパ ング ・ア ン ド・コ
ミュニケー シ ョンズ」が合併 し、最終的に1社14チ ャ ンネル体制 となった。
デジタルCS放 送に関 しては、1996年10月に通信衛 星JCSAT-3を利用
したデ ジタル多チ ャンネル放 送 「パー フェクTV」(日本デ ジタル放送サー ビス
㈱)が本放送を開始 し(2ヶ,月間は無料放送)、1997年5月には映像82チ ャンネ
ル 、音声105チ ャンネル がそ ろっている。 さらに、世界のメデ ィア王、ルパ
ー ド ・マー ドック氏率いるニ ュ`..ズコーポレーシ ョンとパ ソコンソフ ト流通業
大手の ソフ トバ ンクの両者 は合併会社 を設立 し、1998年4,月には150チャン
ネルのCSデ ジタル放送 「JskyB」を 目指 している。また、アメ リカで多チ ャン
ネル放送を実施 してい る「デ ィレクTV」が1997年12,月か ら91チ ャンネル で
放送 を開始す る。
また、 「パー フェクTV」と「JskyB」は業務 の一部 を提携 し、受信装置 を共通
化す る。放送業界では、 フジテ レビが 「JskyB」に資本参加 し、TBSは 「パ ーフ
ェクTV」に資本参加する とともに「デ ィレクTV」にも番組提供す る。 そ して、





を実施す るた め、経 団連が 中心 となって民間企業193社 が出資 して 日本衛星
放送(以下JSB)が設立 された。
N且K放 送衛星はテ レビの難視聴解 消を 目的 として打ち上げ られたが、その
放送は1チ ャンネルに集 められ、ハイ ビジ ョン放送やPCM放 送な どの新 しい
放送に対応する番組、独 自編成 による「モア ・サー ビス」に振 り向けられ てい る。
また、1989年8,月か ら受信料 を徴収 してい る。
1990年、放送衛星BS-3aが 打 ち上げ られ 、NI{K衛星第1テ レビ、第2
テ レビの現行2チ ャンネル に加 えて、24時間有料放送のJSBが 「WOWOW」
の愛称 で登場 し、3チ ャンネル となった。1991年3月 か ら、衛星デジタル音
楽放送 が 「セ ン ト・ギガ」の愛称で音声放送を開始 した。 しか し、経営危機 に陥
り1993年3,月事実上終了 したが、任天堂が資本参加 し、1994年4,月か らゲ
ーム関連 の情報番組を放送 し始 めている。
また、BS-4後発機に よりさらに4チ ャンネルが増 える予定 となっている。
(2)ハ イ ビジ ョン放 送
ハ イ ビジ ョン とはHDTV(且ighDefinitionTelevision:高精 細度 テ レ ビジ ョ
ン)の日本 方 式 で 、 現行 テ レ ビ方 式 の 走 査線 数 、画 素 数 を増加 させ る な ど画 質
一90一
の大幅な向上を図った「次世代テ レビ」である。
1970年初めか らNH:Kが中心 となって開発 されてきたハイ ビジ ョンは、現
行テ レビに比べて走査線が約2倍 の1,125本、画面の縦横比が16対9で あ り、
情報量 も約5倍 で、1990年5月に国際無線通信諮問委員会総会で国際規格 と
して認 め られた。
1991年11月25日よ り1日8時 間のハイ ビジ ョン試験放送が始ま り、1994
年 からは1日11時 間のハイ ビジ ョン実用化試験放送が始まってい る。 しか し、
画素数 が多 くワイ ド画面のハイ ビジ ョンソフ トの特性に応 えるためには製作 コ
ス トが現行テ レビの数倍かかる ところが難点である。
ハイ ビジ ョンテ レビの普及 率は伸び悩んでお り、BS-4後 発機 に放 送方式
をめぐ り、郵政省 は現行アナログ方式ではな く、完全デジタル化 を導入 したい
意 向だが、電機業界やNHKの 反発な必至である。
(3)ケ ーブルテ レビ(以下CATV)
辺地や都市の難視聴解消型 の小規模CATVと 異 なって、30～50チャンネル
を保有 し、テ レビ放送の再送信 よ りもむ しろ独 自番組のサー ビスを主な 目的 と
す る大規模CATV(多チ ャンネル都 市型CATV)の設立構想が、1982年頃か ら
各地で相次いで登場 し始 めた。都市型CATVは1983年11,月に郵政省認可取
得 、1987年4月に本放送が開始 され た。
しか し、多メデ ィア時代の中心の1つ であるはず のCATVは 、その普及が
いまい ち進んでお らず、特に東京や大阪な ど大都市部での普及率が低 くなって
いる。
郵政省 は大都市部でのCATV事業に1993年度か ら補助金 を出 している。ま
た、CATV網 に よる電話、パ ソコン通信 サー ビス といった通信 と放送の融合
と、総合商社に よる系列化が進 んでいる。
2デ ジタル化
以上のよ うな多チ ャンネル化 を押 し進めるのがデ ジタル技術の導入である。
同 じ情報量で もデ ジタル圧縮す ることに より、アナ ログ放送1チ ャンネル分
に4～6チ ャンネルの放送が可能 となる。 その狙い として、①多チャ ンネル化
による放送事業への参入機 会の増大、②番組の多様化 ・専門化を通 じた視聴者
の選択範 囲の拡大、③放送サー ビスの高度化 を通 じたマルチメデ ィアへ の対応 、
な どがあげ られる。
今話題 の「パー フェクTV」を例に挙 げてみる と、チャンネル ごとの契約以外
にも、見たい番組 だけに視聴料 を払 うPPV(PayPerView)方式があ り、 これ
はデ ジタルチ ューナーに電子メール を送 り、スクランブル を一時解除す るな ど、
デジタル技術を生か したサー ビス といえる。
また、注 目すべ きはテ レビの「デ ジタル化」である。
郵政省 の懇談会は 「2010年にはテ レビはほぼデ ジタル化す る」と1996年4
,月に中間報告を した。光 ファイバー網の全世帯普及が予想 され る2010年には、
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地上波 、衛星放送、CATVと もほぼ全面的にデジタル化 し、チャンネル数 も
大幅 に増加 してい るとい うのだ。
3放 送 と通信 の融合
これまで、通信 は双方向性 の音声(狭帯域)の伝送、放送 は一方向性の映像 ・
音声(広帯域)の伝送 と明確 に区分で きるものであったが、光 ファイバー通信ネ
ッ トワークやデジタル放送に代表 され るよ うな近年 の新 しい技術 はこの区別を
な くそ うとしている。
例 えば、有線 のCATVと 光 ファイバ,_._:を用い るB-ISDNは 、どち らの伝
送路 を使 っても双方向で大容量を伝送できる。
それ ゆえ、通信事業 と放送事業の融合が可能である。
1990年6月の法改正 により、CS放 送が生まれた。も ともとCSはCATV
局に番組 を伝送 した り、Tv局 の番組放送前 における取材 ニュース伝送 時の手
段 としての 「通信」とい うのが建前 であった。
また、放送サー ビスの多様化やイ ンターネ ッ トの登場 も放送 と通信の融合 を
引き起 こ した。
1997年8月26臼 に郵政省がインターネ ッ ト国際電話 を解禁 して以来、参
入す る業者が増 えてい る。 アメ リカAT&Tの関連会社AT&Tジェンズ、千代 田
産業、 リムネ ッ トをは じめ、KDD、NTTも続 く。 さらには、NTT、ソニー、
慶応大学 は、テ レビ画像な どの大容量データを滑 らかに送 ることのできる新 し
いイ ンターネ ッ トの方 式 「AMInet」(高度 マル チメデ ィア情報ネ ッ トワー ク)を
開発 した。
CATV網を利用 した電話サー ビスやイ ンターネ ッ トサー ビス、FM波 に多重
させ る無線呼び出 しサー ビスな どは放送 を利用 した通信 サー ビスで ある。逆に、
通信 を利用 した放送型サー ビス としては、ある程度不特定多数に公開 されてい
る電子掲示板やダイヤルQ2な どがあ り、イ ンターネ ッ トはその典型 であろ う。
4
4今 後の課題
CSを 見 ると、1998年春には、 あわせて350チ ャンネル以上の映像 ソフ ト
が市場 に出ることとなる。選択肢 が増 えるのは視聴者 にとって良い こととして
も、1人 の視聴者 が見 ることのできるチャンネル数は、時間的 にも経済的にも
限界があるのではないか。
1993年にN:HK:が実施 した視聴者行動調査では、 日常的に接す るチ ャンネ
ル数は平均8.7で、その うち専門チャンネルは2.8に過 ぎないことがわかって
い る。 ここで、チ ャンネル数 が増 えても、個人が必要 とす るチャンネル数が増
えるか どうかは疑問である。
さらにい えば、350チャンネルにも上 る膨大な コンテンツの需要 に対 して、





日本 では、外 国資本に よる民間放送会社の株式取得を20%未満 に制限 している。 し
か し、1996年6月に、テ レビ朝 日株の2ユ.4%を持 っていた 日本企業 を、オース トラ リ
アのマー ドック氏率い るニューズ ・コーポ レー シ ョンと日本の ソフ トバ ンクが買収す
ることが決 ま り、民放への外資規制が注 目され た。郵政省 は、この場合は間接 出資に
な り、実質的な外 国資本比率は20%未満 と解釈 してお り、規制 しない方針 を示 した。
しか し、放送業界か らの強い反発 もあ り、結 局1年 足 らずで売却 し、撤退す ること
になった。
この一連の動 きの背景 と日本の放送業界に与えた影響 について、以 下検証 してい く。
2放 送外資規制
まず 、 目本の放送外資規制 とは、
・日本 国籍以外の外 国人 な どによる放送事業者の発行 済み株式総数の20%以上の保
有禁止(電 波法第5条)
・これ を超 えるよ うな株 式取得 について放送事業者 は株主名簿へ の名義書 き換 えを
拒否す る権利 がある。(放 送 法第52条の8)
・外国人 などの株式保有数が15%以上 になった場合 、放送事業者 は これ を公告する
義務 がある(放 送法 の施行規則17条の3)
とい うものである。
この外 資規制の 目的は、周波数:を有利 に利用す るため、表現の 自由を国民に保障す
るた め、そ して社会的な影響力 を考慮す るためである、 と郵政省 は説明 している。
また、 日本企業 による国内の放送事業者 の株 式保有 について規制 はない。ただ、す
でに一つ の放送 局に対 して支配力がある企業が さらに他 の放送事業者 の株 を保有す る
場合 は10%未満 に制 限され る。
ニュー ズ ・コーポ レーシ ョンとソフ トバ ンクが、テ レビ朝 日の発行済み株式総数の
21.4%を取得す ることにつ いて、郵政省 は、所有権は両社半々になるとみ られ るため
放送法な どによる規制にはあた らない とい う判断 を示 した。
3マ ー ドック氏 によるテ レビ朝 日株取得
マー ドック氏は豪州 を本拠にす る国際的な複 合メデ ィア企業であるニュー ズ ・コ ・ー
ポ レー シ ョンの会長兼最高経営責任者 として世界各地 で新聞、出版 、放送業 を営んで
いる。
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このニューズ ・コーポ レー シ ョンが ソフ トバ ンクと組 み、テ レビ朝 日の株式21.4%
を持つ筆頭株主で ある旺文社 メデ ィアを買収 し、テ レビ朝 日に資本参加す る と発表 し
た。 ソフ トバ ンク とニューズ ・コーポ レ.__.ションは折半出資 の合弁会社を設 立 し、旺
文社メデ ィアの全株式を旺文社か ら417億5千万 円で取得 した。
テ レビ朝 日の大株主は旺文社 メデ ィア(21.4%)のほか、東映(14.93%)、朝 日新
聞社(10.0%)、小学館(6.25%)などであ り、旺文社は1年 ほ ど前か ら全社的 な事
業の見直 しの一環 として、テ レビ朝 日の株式 を持つ旺文社 メデ ィアの売却 を検討 して
いた。
免許 制度によって新規参入 がほ とん ど不可能 な 日本の地上波放送事業では、未公開
株を一度売却すれば買い戻すことは難しい。 しかも、安定株主が株を手放す こと自体
がタブー視 され ている日本 の企業風土の中で、事前の根回 しもな く、 「一方的通告」
の形で話 を進 めた旺文社の行動 は、在来の 日本 にはない 「資本 の論理」である といえ
る。
放送業界に衝撃 を与 えたテ レビ朝 日大株 主の突然の交代劇 は、免許制度 の もとで長
い間資本移動 に目立 った動 きのなか った 日本 の未公開の放送会社 の特殊性 も、あわせ
て浮 き彫 りに した。
4テ レビ朝 日株取得の 目的
マー ドック会長率い るニューズ ・コーポ レーシ ョンは これまで新 聞、雑誌 、映画、
放送な どあ らゆるメデ ィアを傘下 に収 めて きた。対 日進 出の狙 いは、わが国のメデ ィ
ア市場に対 して世界 中か らソフ トを供給す ることと、世界に通用す る和製 ソフ トを調
達 し、世界中のメデ ィアに供給す ることである。
デジ タル技術 の進歩でメデ ィアは大変革期 を迎 えてい る。通信衛星 を利 用 した放送
ではこれか らデ ジタル多チャンネル放送が始 ま り、一つの衛星 で100チャンネル近い番
組の供給が可能 になる。また、爆発的 に普及 してい るイ ンターネ ッ トでは、通信回線
でラジオ放送や テ レビ映像 の配信 もで きる。 そのた め、文字、音声 、映像いずれ の情
報 もメデ ィアを選 ばず送 ることができるよ うになった。
この よ うに、あ らゆるメディアが融合す る時代 に、メデ ィア事業の成否 を左右す る
のはメデ ィアに流す番組や情報の質 と豊富 さである。そのため、既存メデ ィアが持つ
番組製作能力や 、過去に蓄えてきた番組、特 に映像 ソフ トが大 きなカにな る。 だか ら
こそ米国ではハ リウッ ドの映画会社や四大テ レビネ ッ トの買収劇 が繰 り返 され ている。
ニ ューズ ・コー ポ レーシ ョンはソフ トバ ンク と包括的な業務提携 を結び、 日本 での
メデ ィア事業 で協力 してい くになった。具体的 な事業は、ニュー ズ ・コーポ レー シ ョ
ンが先に発表 した 日本での衛星デ ジタル放送 計画の 「JスカイB」 であ り、 これ にソ
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フ トバ ンクも参画す る。 このJス カイBに テ レビ朝 日の番組 を供給す るこ とが、テ レ
ビ朝 日株取得の 目的である。
5マ ー ドック会長の撤退
1997年3月、ニ ューズ ・コーポ レーシ ョンとソフ トバ ンクが、折半出資会社 を通 じ
て持っていたテ レビ朝 日の株式 を朝 日新 聞に全株売却 した。売却金額 は、ニューズ ・
コーポ レーシ ョン とソフ トバ ンクが旺文社か ら買った とき と同 じ417億5千万 円である。
この売却 のメ リッ トは、両社が進 め るデ ジタル衛 星放送 「JスカイB」 に対 して、
朝 日新 聞やテ レビ朝 日の協力 を得 る約束を表向 き取 り付 けたことである。 ただ し、株
を手放 した見返 りで どこまで朝 日グループの協力を得 られ るか、少な くとも契約面で
の担保 はない。 また、朝 日カラー を一掃 したため、他社 とも等距離で付 き合 えるとい
う逆のメ リッ トも考 えられ る。
しか し、買った額でそのまま売 った とはいえ、正確 には金利分 をニュー ズ ・コーポ
レーシ ョンとソフ トバ ンク側 が負担 しているわけであ り、デ メ リッ トも大きい。では
なぜテ レビ朝 日株 を売却 したのであろ うか。
日本の民間放送 は、免許制度 によって新規参入がほ とん ど不可能 となってい るため、
世界で も例 のない、強固な新聞系列の下にある業界が形成 されてい る。 さらに、 日本
語の壁 と固有 の文化、それ に放送事業の外資規制で守 られ てい るので外資 は容易には
入れない と考 え られていた。そのため、突然のマー ドック会長の参入へ の拒否反応 は
大 きかった。特 に、朝 日新 聞か らの反発 は大 きく、Jス カイBへ の協力 を期待 してい
たマー ドック会長に とって大 きな計算外 であった。
無用 な摩擦 を起 こした くないマー ド.yク会長 としては、テ レビ朝 日株 の所有がJス
カイBを 推進す る上で、もはやプ ラスにはな らない と判断 した と考え られ る。
6今 後 の外資規制について
今回 の資本参加 で、外資の持ち株比率上限を20%未満に定めた 「外資規制」の是非
が盛 んに論 じられ た。 しか し、放送法や電波法 の見直 しは従来か らの検討課題 であ り、
今後 、規制が緩 和 され る可能性 は十分 にあ る。 そのため、海外 メデ ィアの 日本進出が
活発化す ることは避 け られな くなるであろ う。 したが って、 これ まで免 許に守 られて
きた 日本の放送業 界に、 さらなる波乱が発 生す るこ とが予想 され る。
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おわりに
放送業界は、 「ユニバーサル ・サービス」を掲げたN:HKに始ま り、戦後多数
の民放が参入 し、衛星放送やCATVの 普及に加 え、デジタル化 ・多チャンネ
ル化によ りメディアの多様化 が進 んでい る。そこには、 日進月歩す る放送技術
とその普及により、急速に「放送 と通信の融合」が進行 し、近い将来再編 され る
であろ う放送業界の姿がある。ま さに今、 「放送 と通信の ビッグバン」が進 んで
いる。
は じめに、第1章 では、その放送業界の歴史 ・業界事情 とともに放送局の
経営基盤 を述べた。 そこでは、放送業界でも進む規制緩和の動きに対 し、様々
な法律 が存在 し、それ ら法律 の見直 しが迫 られ るとともに、それに伴い放送各
社 の独 自色がよ り鮮 明に出され ることとなろ う。
次 に、第2章 では、公共財 としての放送 とい う側面か ら、経済理論 につい
て考 え、特にN且Kの 「受信料」についての諸説 を挙 げ、放送費用負担の今後
の方向性 について検討 した。
そ して、第3章 では、N且Kと 上場民放2社 についての財務諸表分析を行っ
た。NH:Kは経 常収入 の98%が 「受信料」によるものであ り、収益が減少す
れば 「受信料」を値上げす るとい う繰 り返 しであることがわかった。民放各社
においては、バブル経済の崩壊後収益は低迷 していたが、現在やや持ち直 して
いるものの、今後 も目を離せない。
最後に、第4章 では、規制緩和 と21世紀の放送業界の行方 について検討 し
た。デジタル化 ・多チャンネル化によるメデ ィアの多様化や放送 と通信の融合
が抱 える問題 に触れ、マー ドック氏率い る 「JskyB」やアメ リカか らの 「デ ィ
レクTV」な どCSを加 えて最新 の トピックスを見た。
デ ジタル多チャンネル時代を迎 え、国際化の波 にさらされている 日本の放送
業界 は、いかに して 「放送 と通信の ビッグバ ン」 を乗 りきるのであろ うか。
規制や行政指導になれた 日本流の時代はもはや通用 しない。 ここで、自由な
ビジネスのためな ら政府をも動かす アメ リカ流を、たんにみな らうとい うので
はな く、放送業界が持つ公共的使命か ら、広告主や政府 か らの干渉のみな らず、
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万5千 社)、GDPの 約2割 弱を占める建設業界が 目本経済 ・社会(特 に雇用面〉に
与える影響の大きさを考慮す ると、今改めて建設業界が抱える諸問題 と、その要因を
検討す ることが重要だ と思われ る。
そ こで、本論文では、第1章 で基本的な業界の概観 を行い、第2章 で現在問題に
なっている公共工事 と、入札制度について考察する。そ して、第3章 、第4章 で大手






建設業の特徴 として1点 目に、発注者がいなければ存在 しない、発注者第一主義
の受注業 ・請負業 とい う点が挙げ られる。建設業は、製造業のような前 もって生産物
を規格化 ・製品化 させ る市場生産的要素を持たない。
2点 目に、建設業が単品産業、移動産業 という点が挙げられる。建築物 には規模 ・
形など同一なものはほとんど存在せず、目的に応 じて企画 ・設計 ・施工され、また、
同±:地生産でないため工事が場所を移動 して行われ る。
3点 目に、現地屋外組立 ・天気産業であ り、気象条件の良否は工事、特に土木工事
の採算面に大きく影響を及ぼす という点が挙げられる。
また、その他の特徴 として、人手のかかる労働集約型産業 とい う点等が挙げられ る。
日本の建設業の第1の 特色 として、重層下請制度がある。建設業者は建築 ・土木
を問わず、建設物を完成 させ るまでに数多 くの専門工事 ・職能工事業者、いわゆる下
請 ・協力業者の力に依存する。元請である建設業者は、工事を受注すると工事種類 ご
とに分類 し、それぞれの下請業者に発注 し、完成させる。元請は技能工や単純労働者
ばか りでなく、建設機械等も下請業者 に依存す ることが多い。元請に要求 されるもの
は、企画 ・設計 ・管理 ・資材調達 ・金融力等である。その中心は、工事を専門、職能






を維持す ることは不可能であ り、また、 ヒトもモノも現地調達のほうが低 コス トにな
ることから、固定化 した労働力や機械力の保有は大きな:負担 となる点が挙げられる。
第2の 特色 として、経営 ・財務体質がある。建設業者 には個人創業の企業が多い
ため、資本主義的でない 「同族経営」が行われていた。 しか し、この資本 と経営が一
体化 した経営形態は、企業の巨大化、資金需要増大による外部資本の導入、後継者難
等から徐 々に薄れている。また、建設業者の うち99%が、資本金1億 円未満の中小
零細企業であることか ら、 日本の建設業界は一般的に財務体質が脆弱である。
その他の特色 として、ジョイン ト・ヴェンチャー(JV)が 挙げられ る。 これは、













続 く100年間を通 じて確立 された土木請負業は、幕末にいたって万両単位 の施工が
可能なまでに経済力を備 えた企業に成長 した」(『日本土木建設業史』)とあるように
近世に見 られ る。 しか し、建設各社が企業 としての位置を確立す るのは、明治政府が
富国強兵 ・殖産興業の路線のもと、近代国家の建設 を目指 してからのことである。
建設業は明治以降、土木 と建設に明確 に分化する。土木請負業は、1870年、東京 ・
横浜間の開通に始まる鉄道工事 とともに発展 していく。この分野で活躍 したのが鹿 島
組、現在の鹿島である。また、建設請負業では文明開化の流れから西洋建築の建物が
多く作 られた。 この分野で力を持ったのは、 この時期の代表的な建築物である築地ホ
テルなどを施工 した清水店、現在の清水建設である。
また、 日本初の法人企業が発足 したのも建設業である。大倉喜:八郎、藤 田伝三郎、
渋沢栄一の3人 による日本土木会社がそれであり、現在の大成建設である。 これは、
政府 と強い関係 を持つ有力財界人3人 が、軍港建設を進めていた海 軍と日比谷官庁
構想 を持つ内閣臨時建設局か らの受注 を一気に請け負 うために作 られたものである。
しか し、入札制度が指名競争入札から一般競争入札に変化すると、 日本土木会社は力
を失い解散 して しまった。逆 に、 この方式で成長 したのが、政府 との関係の薄い 「関
西の雄」大林組であった。




負業者連合会」を設立 し業界団体の統一 を図った。また、関東大震災の教訓を生か し、
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従来の木造建築か ら本格的な鉄骨鉄筋コンクリー ト建築に移行 していった。 さらに経
営に関 しても、今までの個人経営か ら合資会社や株式会社への組織拡張も行われた。






の軌道に乗った。 こうして建設業界は、昭和30年 か ら40年 にかけて 「黄金時代」と
呼ばれ る急成長を遂げる。この10年間に建設投資は6倍(1兆 円→6兆 円)に 、大
手5社 の平均完成工事高は8倍(150億円→1200億円)に 、登録建設業者は2倍(6
万→11万)にふ くれあがった。
1970年代後半、政府 は石油ショックの影響を受け、低迷 しかけた景気に刺激 を与
えるため、公共事業の増大を行った。 しか し、1980年代に入 ると、建設業界は「冬の
時代」を迎 える。政府は財政再建のため、公共事業抑制策 をとるようになった。 また
民間需要も不景気の影響で冷え込んだ。 このため、建設需要は全体的には実質的に横
ばいになり、競争が激化 し、過 当競争が顕著 になった。その中、談合事件が取 り出た
され、大きな問題 となった。過 当競争の防止、大手による独 占への対抗手段として行
われてきた談合であるが、これは独占禁止法違反であり、建設業界の社会的イメージ
を悪くさせる一因 となってきた。
オイルシ ョックで低迷 した建設業界を、バブル経済が一変 させた。次か ら次へ と
需要が押 し寄せ、業績は回復、慢性的な人手不足にまでなった。そして、仕事の領域
も従来の建設業だけにとどまらず、建設以外 の分野に経営の多角化を目指 した。建設
各社は、資金 を投入 し事業主体になることによって、それに伴 う工事の受注を一括 し
て手がけるディベ ロッパーとなった。多角化はホテルや リゾー トの経営、シルバー産
業、 ゴル フ場経営など広い分野に及んだが、特に海外での不動産開発に集 中した。
当初は工事 とは雲泥の差の膨大な利益 を生み出 した開発事業であったが、世界不
況 とバブル経済の崩壊によって、たちまち資金回収の困難 に直面 した。多額の借入金
が雪だるま式に多大な利子:負担を生み、工事で上げた利益を食いつぶすまでになって









や就業の増大 をもた らすなどの有効需要の創 出等を通 じて、大きな経済波及効果を有
している。 これを公共投資のフロー効果 とい う。
公共投資のフロー効果については、公共投資それ 自体が最終需要 として景気拡大に
結びつ くのみならず、投資の効果が個人消費や民間設備投資等に波及することにより、
最終的 に国内総生産(GDP)を大きく増加 させ る効果、いわゆる乗数効果によ り把
握す ることが一般的である。経済企画庁の最新の世界経済モデルによれば、名 目1兆
円の公共投資により名 目GDPを3年 目までの合計で2.13兆円増加 させ ることがで













厳 しい財政事情 の下、限られた財源 を有効活用 し、効率的な公共事業の執行を通
じ、先進諸外国と比較 して立ち遅れた社会資本整備を着実に進めるためには、早急に
公共工事コス トの一層の縮減を推進 していく必要がある。




画、設計等の見直 し、②工事発注の効率化等、③工事構成要素の コス ト縮減、④工事
実施段階での合理化や規制緩和等の4つ の施策を進め、1999年度末までに概ねの縮
減効果が得 られ るよう、最大限の努力を行 うこととした。
(2)品質の確保
国民の満足を得 られる施設を提供するためには、品質の確保 ・向上が必要であると
い う認識 の下、「公共工事の品質に関す る委員会」が設置 され、公共工事の品質確保 ・
向上のための方策を検討、1996年1月に最終報告書が取 りまとめられた。 この中で
は、公共工事の品質の概念を整理 し、品質 とコス トの関係 については、 「要求すべき
品質水準を適切に設定 した上でその確保を図 りつつ コス トを引き下げてい く」とい う
考え方が示 されている。
この考え方に基づく動きとしては、海外建設資材 ・設備の活用意欲の高揚が見 られ





配慮 しつつ、箇所あた りの投資額を増加す る措置を講 じている。また、補助金等の整




産省、運輸省、国土庁の4省 庁の間で、 「公共事業の実施 に関す る連絡会議」が設
置され、公共事業の効率化、重点化等による投資の質の向上が図られてい る。従来の
公共事業のあ り方について批判が強まる中、公共事業の配分の硬直化や、縦割 り行政
を克服す るため、建設省 と運輸省の統合な どの行政改革も現在進 められている。
3景 気対策 としての公共投資
公共事業は、これまで経済政策の手段 としての役割 を果た してきた。1973年のオ
イルシ ョック以降国内にインフレーシ ョンの嵐が吹き荒れ ると、政府は総需要抑制策
を取った。 このため、それまで2ケ タの伸び率を見せていた政府 の公共事業の伸び
率が、1974年度には一挙にゼロとなった。
これによって一応イ ンフレーシ ョンは鎮静 したが、今度は不況 ・雇用不安が顕著に
な り、スタグフレーシ ョンが起 こった。これに対 して、政府は有効需要の創出のため




申曽根内閣の提唱す る財政再建 ・行政改革の時代に入 ると、それまで20%台の増
加 を続けていた公共事業予算は、1980年度1.7%増、1981年度ゼロとい うように抑
制され、その後の公共事業は・名 目横ばい、実質ダウンを強いられた。
状況は1986年に入 ると変化 した。 日米経済摩擦が表面化 し、 目本は内需拡大の努





1994年10月には 日本政府が1995年度か らの10ヵ年で630兆円に上方修正 した。
しか し、減税や公共事業拡大といった積極財政のため、国の財政赤字は大幅に増大
し、1996年度末の国債残高は240兆円以上に膨 らんだ。そのため、公共事業の無駄
使いに批判が集 中している。 しか し、公共事業にまさる景気浮揚効果のある手段は見
出 しがたい以上、これからも公共事業は行 っていく必要がある。そのため、厳 しい財






システムである。 この とき、見積額が予定価格 と呼ばれ る発注者が予め設定 してある
設計価格よりも高いと落札できない。またダンピングによる不正入札を防止するため、
ロア ・リミッ トと呼ばれる最低価格制限があ り、これを下回ると失格 となる。
以前は主に指名競争入札方式によって契約が行われた。 これは事前に資格審査を受
けて登録 している業者の中から、発注者が10社 程度 を指名によ り選定 し、入札 を行
わせる方式である。 この方式が採用 されたのは、公共事業 とい う性格上、工事の質 を
確保 し、地域の実情を反映 させる必要があるためであった。 しか し、指名基準が明 ら
























が求められている。また工事額に応 じて、 「公募型指名競争入札方式」 「工事希望型
指名競争入札方式」 といった新たな指名競争方式が適用されることになった。公募型
指名競争入札方式は、発注機関が入札参加希望者を募 り、応募者 の提出す る資料を審
査 して10社 程度 を指名する方式で、2億 円以上の工事に適用される。工事希望型指
名競争入札方式は、建設業者から事前に提出された希望す る工事の内容等 を勘案 して、
発注者が技術資料の提出を求める企業を20社:程度選択 し、入札希望者の提出した技








費用 を金銭で補填す る金銭的保証制度 と、残 りの工事の完成 自体を保証す る役務的保
証制度がある。会計法上、地方 自治法上は金銭的保証制度が原則であるが、日本では
これまで役務的保証である工事完成保証人制度が多く採用 されていた。 しかし、同業




工事完成保証人制度を廃止 し、履行ボン ドが適用 されることになった。履行ボン ドと
は、請負者に債務不履行が生 じた場合に、損害保険会社(ボ ン ド会社)が 代替業者を
選定 して工事を完成させるか、保証金を支払 うかいずれかの方法により保証債務を履




が未整備なまま一般競争方式を導入 したため、混乱を招 くことも少な くなかった。1
件の工事に50社 以上も応札 した り、1円 の差で落札が決まった り、応札 した全業者
が予定価格をオーバー した り、逆に全業者がロア ・リミッ トを下回って失格 した りと
い う状況が見られた。 このため政府は自治省 と共同して、地方公共団体に対 し、適宜





このよ うな業界事情の変化に対 し、大手ゼネ コンは人員削減などの経営合理化や現
場経費圧縮な どを進めることにより、価格競争を行い、シェア拡大をはかっている。
しか し、公共工事依存度の高い、地方を基盤 とす る中堅業者は、入札制度改革の影響
を大きく受けるにもかかわらず、これまで談合依存の経営を行ってきたため、競争に
対する危機意識が薄 く、対策も遅れている。 このため競争力のない中堅業者の多くが
倒産の危機にさらされ るとみ られている。また、大手ゼネ コンの下請会社は、親会社
であるゼネコンが低価格で受注す るため、労働者の賃金や資材 ・部材の価格を抑えな
ければならず 、低価格の リスクを背:負い込む ことになる。その結果、品質の低下や下





1993年か ら1997年の5年 間で、資産合計は趨勢比100%→70.0%と減少 している。
流動資産では、現金 ・預金が趨勢比100%→39.8%と大きく減少 し、受取手形 も大き
く減少 していることから、手元運用資金に余裕がなくなってきていることがわかる。
有価証券は1997年に急増 してい るが、これは投資有価証券の一部 を有価証券に振 り
替えていることによるものである。完成工事高未収入金は1996年までは減少 してい
たが、1997年には増加 して、金額は237,615百万円に達 している。また開発事業等
未収入金 も5年 間で約3.4倍に増加 している。 このことか ら開発事業に投資 した資金
の回収が大きな負担になっていると考 えられ る。未成工事支出金、開発事業等支出金
は ともに5年 間でほぼ半分に減少 しているG建設市場が低迷 し、投資、生産活動お
よび開発事業等を整理、縮小せ ざるを得ない建設業の現状を表 しているといえる。
固定資産では、関係会社株式の伸びがわず かである一方で、関係会社長期貸付金
の趨勢比は100%→473%へと急激に大きく伸びている。 この ことか ら、関係会社が
資金調達難に陥っていることが推測できる。
負債合計は5年 間で趨勢比100%→65.6%と大きく減少 している。流動負債は大き
く減少 しているが、固定負債はそれほ ど変化 していない。1993年か ら1996年にか
けて、長期借入金は減少 したが、1997年には増加 した。
資本合計はほ とんど変化 していない。利益準備金が1997年時 点において16,122





→90.7%まで増加 している。販売費 ・一一般管理費の構…成比 も6.8%まで増加 してお り、
原価管理の強化 と費用の削減が今後厳粛に対処すべき課題であると思われる。
また営業利益 と経常利益は、この5年 間で大幅に減少 しているが、1997年には下
落幅が小さくなっている。経常利益は1993年から1996年までは、構成比が大幅に
低下しているが、1997年にはわずかなが ら上昇 している。金額では少 し減少 してい






売上高は順調 に伸びているが、営業利益 と経常利益はともに1995年に1.0を割 り
込んでいる。 これは開発事業等の採算が取れず、31,214百万円の開発事業等総損失
が計上されたことによる。当期純利益については1994年に4.20となっているが、









かけて約2割 強も減少 してお り、完成工事未収入金、有価証券 を除 く流動資産項 目
が減少 している。これは、運転資金が不足 していることを表す。有形固定資産は、1994
年 に土地が倍増 したため、5年 間で趨勢比100%→129%となっている。 また無形固
定資産 も借地権の増大により、趨勢比100%→239%となってい る。投資等では、海





主たる原因で、1996年度は売上高が前期比10.1%増加 した。 しか し、売上原価 も同
じ割合で増加 してお り、売上総利益は前期 とほぼ同じであった。販売費 ・…般管理費





償却が、ゼ ロになった ことが主たる原因で減少 した。経常利益は、売上高の増加 と金:
融収支の改善等によりて、前期 を上回った。特別利益は、投資有価証券売却益の激増
により、前期のほぼ4倍 となった。特別損失 は、.欧州不動産不況の影響により資産
内容が悪化 した欧州子会社のカジマ ・ヨーロッパ ・ピー ・ヴィの株式評価損等が計上
された ことで、前期のほぼ3倍 となっている。税引前当期纈1溢 は、1994年以来ず
っ と趨勢比30%前後である。
3連 単分析
1996年度、3年 ぶ りに営業利益 ・経常利益 ・当期純利益において1.0を割 り込ん





いる。流動資産はこの5年 間減少 し続 けている。貸倒引当金が1993年か ら1996年
にかけて趨勢比で100%→716%に増加 してお り、売上債権が思 うよ うに回収 されて
いないことがわかる。固定資産は1996年まで有形固定資産や投資等を中心に増加 し
続 けてお り、特に長期貸付金が趨勢比277%まで増加 している。 また関係会社出資金
が1994年に趨勢比685%、金額で281百万円に急増 し、その後も300百万円前後の
出資が行われている。
負債合計は趨勢比100%→82.0%に減少 している。流動負債は この5年 間減少 し続
けている。固定負債は1996年までは増加 していたが、1997年には減少 している。
固定:負債の中では、社債 と長期借入金が1996年に趨勢比でそれぞれ264%、174%
まで増加 している。資本合計は、この5年 間は微増 している。
2P/L分 析
売上高は1995年度までは減少 し続けていたが、1996年度にやや増加 した。 しか
し、売上原価の構成比が この5年 間増加 し続 けてお り、コス トダウンが進んでいな
いことがわか る。 このため売上総利益はこの5年 間減少の一途をた どっている。 こ
の5年 間で完成工事高が趨勢比100%→76.0%に減少 しているのに対 し、開発事業等
売上高が趨勢比100%→202%に増加 してい る。 このことから開発:事業に重点が置か
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れていることがわかる。 しか し、1995年度には開発事業等総損失が計上 され、1996
年度にはその約5倍 の損失を計上 している。営業利益は5年 間で趨勢比、構成比 と
もに1993年度の5分 の1ま で激減 している。これは販売費 ・一般管理費があま り減
少 していないためであると思われる。
営業外収益は、1994年度以降増加傾向にある。有価証券売却益が5年 間で激増 し、
1996年度には趨勢比で1,803%に達 してお り、営業外収益の増加の要因 となってい
る。経常利益は営業利益の減少の影響で、5年間で構成比が3分 の1に 減少 している。
特別利益が1995年度に急増 しているが、これは固定資産 と投資有価証券の売却益が
主な原因であり、利益を捻出す る狙いがあった と考えられ る,特別損失も大きく変動








原因である。 しか し、税金等調整前当期純利益が1995年度は前年比50.2'%も減少 し
てお り、連結範囲の拡大による利益減少を考慮 しても、グループ全体としての業績が
悪化 しているのは確かである。 これは、売上高の減少 と売上原価の削減が進まないこ
とによるもの と考えられ る。今後は大成建設本体、グル.一.プとも、経費削減によ りコ
ス トを引き下げてい くことが求められ る。
IV大 林の分析
1B/Sの 分析
流動資産は、現金 ・預金は深刻 な不況の影響 を受けて1995年3月 までに趨勢比
100%→47.7%まで落ち、その後は景気が緩やかに回復するに伴ってわずかつつでは
あるが回復 している。完成工事未収入金はこの5年 間ほとん ど変化 しておらず 、代
金 の回収はあま り進んでいるとはいえない。構成比が11.4%と高いため、改善が望
まれる。有形固定資産では、やは り景気の影響を受けてか、機械装置の減少が 目立っ。
流動負債は、支払手形は5年 間で趨勢比100%→60,4%まで減少 してお り、負債の
圧縮をはかった後が うかがえる。 しか しそれでも受取手形の金額を上回っている。未
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成工事受入金は ここ5年 間では常に未成 工事支出金を下回っている。 しか しその差











る。営業外費用 も減少 してはいるものの、まだ営業外収益 を大きく上回ってお り、そ
のため経常利益は減少 している。また、税引前当期純利益が1993年度に大幅に減少





対 し、相対的に多額の法人税及び住民税が課 されているためであ り、税法上の調整項
目によって課税所得が税引前当期純利益を大きく上回ったもの と思われ る。 しかしそ











少 してお り、固定資産全体で見ると、5年間で趨勢比100%→75.0%に減少 している。
固定資産の中で変動が 目立っのは関係会社長期貸付金と固定化営業債権である。特に




減少 したが、その後は再び増加 してお り、1997年には趨勢比で141%に達 している。
負債の中で変動が大きいのは短期借入金 と長期借入金である。短期借入金は1994年
に減少 しているが、その後は趨勢比で193%→3,850%→5,071%と激増 している0一




こ5年 間であま り変動はないが、開発事業等売上高は年々減少 していき、1996年度
には趨勢比で3.3%にまで下がっている。B/S項 目の開発事業等未収入金も激減 し
ていることか ら、開発事業か らは手を引いた と考えられ る。売上原価の構成比が高く
なっているため、売上総利益、営業利益はやや減少傾向にある。
営業外収益、営業外費用は、 ともに1994年度まで減少 し、1995年度に増加 した
後、1996年度には大きく減少 している。有価証券売却益が1994年度を除いて各期
に計上 されている。特に1995年度には構成比で0.57%、金額に して2,338百万円計
上 されてお り、これによって1995年度は営業外収益が増加 した。経常利益は1995
年度に減少 しているが、この5年 間では趨勢比100%→205%に増加 している。特別
損益は、特別損失が増加傾向にあるのに対 し、特別利益 は1993年度に趨勢比72%
とな りその後 も低いままである。特別損益の中では関係会社等投資損失引当金が1995
年度か ら1996年度にかけて激増 してお り、1996年1糞には趨勢比で1,165%に達 して
いるこのことか ら関係会社に対す る投資が焦げ付いていると考えられる。
3連 単分析
この5年 間を通 してB/S合 計、売上高、営業利益、経常利益はほぼ1.0で推移 し
ている。当期純利益は1994年度に大きく減少 したが、1995年度 に激増 した。1994
年度の減少は貸付金等貸倒引当額繰入額の増加 と債権譲渡損の計上など特別損失の増
加 によるものである。1995年度の増加は割増退職金 や投資有価証券の売却損 ・評価損
一ii4一




5社 とも総資産合計が減少 してお り、経営再建のために リス トラ政策を取っている
ことがわかる。そ うした中で完成工事未収入金があま り減少 していないことから、営
業債権の回収があま り進んでないといえる。鹿島や大成が貸倒引当金を多 く計上 して
いるのも債権回収に対す る不安の表れ と思われ る。
売上高が減少 しているにもかかわ らず 、売上原価の減少幅が小 さく、 コス トダ ウ
ンが進んでいない ことも5社 に共通 している。 このことが利益 を減少 させる大 きな
原因となっている。 また5社 とも海外子会社の清算や開発事業の頓挫のため、多額
の特別損失を計上 してお り、バブル期の積極経営の破綻があ りあ りと表れている。
一一115一
図表3-1鴻水建設 財趨諸表

























































































































































































































































































































































































































































































































































































〈 益 算 〉










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1完 成工事高総利益率([完成工事高一工事原価]/完 成工事 高)
この指標は完成工事高に対する粗利益が どの程度上がったか とい う工事採算性の良
否を示す。10%以上あるのが理想的 とされているが、清水、大成、飛島の3社 が1995
年以降10%を切っているのをはじめとして、5社 とも減少 してお り、1996年度には
5社 平均が9.5%まで低下 している。各社は不況の長期化および受注高の減少による
過当競争 とい う経営環境のもとで、工事採算性を重視できない状況にある。
2総 資本経常利益率(経 常利益/総 資本)
完成工事高経常利益率(経 常利益/完 成工事高)(図表4-1)
建設業の場合、その決算期にい くら工事 を完成 させたか とい うことが利益率を決定
す る大きな要因 となっている。 したがって、企業の収益性を総合的に見るには総資本
経常利益率を使 う方が、また建設業の実績を見るには完成工事高経常利益率を使 う方
がよい とされている。
この2つ の指標から、1993年か ら1996年にかけて、清水、鹿 島、大成は3社 と
も業績が悪化 してきたことがわかる。1997年になると、3社 は業績をやや回復 して
いるが、民間設備投資の低迷やバブル時代の開発事業の清算・負債な どの問題 に悩ま
されている。大林は1997年の完成工事高経常利益率が201%で、5社の平均値1.93%
を上回ってい るが、 この5年 問は年々下落 している。バブル崩壊後 の不採算工事や
工事資金回収難および金利負担が、その原因だと思われる。
II安定性分析
1流 動比率(流 動資産/流 動負債)
一般に、流動比率は200%以上が理想 とされ ているが、各社は100%前後 となって
いる。 しか し、このことから建設業の安定度が低いと即断することはできない。建設
業においては工事費が巨額 となるため、通常、前払金、出来高支払金などの工事費の
取 り下げ金(未 成工事受入金)と して調達 された資金を工事費に振 り当てる(未成工










を大きく上回っている。特に、飛島の負債比率は各年 とも5社 平均の2倍 となって
いることか ら、極 めて苦 しい経営を続けていると考えられ る。
借入金比率については、1996年以降、清水を除 く他の4社 は減少 している。 これ
は、清水は1997年に長期借入金が大きく増加 しているためである。大林は1997年
の借入金比率が5社 の中で一番低 く、1997年度には、前年度の33.6%から24.1%へ
と大幅に減少 している。 これは社債の償還な どによ り、有利子負債が減少 したためで
ある。 しか し、この5年 間を通 して、5社 平均は常に30%以上を上回っていること
か ら借入金に依存 している割合が依然 として高いことがわかる。
1993年以降、飛島を含む各社 とも自己資本比率は年 々増加す る傾向にある。特に
飛島の 自己資本比率は各年 とも5社 平均の半分以下となっていることか ら、他人資
本に大きく依存 している経営実態が 目立っている。
3固 定比率(固 定資産/自 己資本)
固定長期適合率(固 定資産/[自 己資本+固 定負債])
固定比率は低下傾向にあるが、固定長期適合率は年々大きく上昇 している。固定
長期適合率が100%を超える場合は、流動負債 として短期に返済すべき資金が固定資








万円で、建設業界平均の7.6百万円のほぼ3倍 となっている。 このことか ら高 ・新技
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術の開発、応用や生産の効率化が感 じられ る。 これに対 して、清水、大成の労働生産
性は年々低下 してお り、業界平均を下回ろうとしている。激化する競争の中を生き抜







損益分岐点比率はこの5年 間を通 して、清水以外の各社 は上昇傾向にあ り、1996
年度には大成が94.9%、鹿島が92.6%、大林が91.4%と高い水準に達 している。損
益分岐点売上高が実際売上高に接近 してくると、売上高がわずかに減少す るだけで利













































どの新たな分野に進出 し、グル…プ企業 を次々と設立す る積極経営を行った。しか し、
開発事業には先行投資が伴い リスクも大きく、借入金が どんどん増加 していった。ま
た、バ ブル経済の影響による高金利、地価高騰 と開発事業に逆風が吹きだ し、その上、
1991年1,月には1,234億円もの債務保証及び融資を行っていた不動産会社 「ナナ ト
ミ」が和議を申請 し事実上倒産 した。 この額は当時の総資産の約14%にあた り、 こ
れだけの額が貸 し倒れ となった飛島建設は経営危機に陥った。
飛島建設の再建 に際 しては3度 の再建計画が立て られた。 第1次 再建計画は、1991
年か ら3年 間にわたって、①資産7,900億円を売却 し、②グループの債務 を9,400
億 円から4,000億円に圧縮す る。そ して③新規開発 を凍結 し、建設本業 を強化す る
とい うものであった。 しか しこの計画には資本売却の抜本策が提示されてお らず、ま
た不動産不況や株式不況の影響をま ともに受け、グループ資産の売却は1,800億円
に とどまった。一方、借入金は飛島建設本体で6,000億円、グループ全体では1兆
円に達 し、第1次 再建計画はわずか1年 で破綻 した。
第2次 再建計画の時には、メイ ンバンクの富士銀行から役員が派遣 された。 この
計画では、1992年から5年 間にわたって、①飛島建設本体グループの開発資産を切
り離 し、都市開発グループ9社 の連結 を廃止 して、都市開発グループに4,300億円
の借入金 を移管 し、②資産売却 を促進することによ りグループ全体の債務 を1兆 円
から2,000億円に圧縮 し、③金融機関へ金利の減免要請を行った。 しかし、 この計
画においても資本売却の抜本策は提示 されてお らず、売却期間を延長 しただけだと批
判 された。結局、都市開発グループ9社 の資産処分は進まず、完全に不良化 し、借
入金残高についても、飛島建設本体は資産売却などにより1997年には約1,920億円
に減 らしたが、都市開発 グループの借入金残高は9社 で9,000億円に達 した。
第3次 再建計画では、都市開発グループの借入金の うち、飛 島建設本体が債務保
証を行っている7,400億円について、①1,000億円は飛島建設本体が引き受 け、20
年間で返済するとし、②残 り6,400億円の うち、不動産担保鑑定額2,600億円を差
し引いた3,800億円については、保証債務 の減額、つま り事実上の債権放棄を行 う
よ う全金融機関に要請 した。 この計画には、不良子会社群 を私的に清算 し、飛島建設
本体 を何 とか存続 させたいとい う思惑があると思われ る。 しか し返済期間が20年 と
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非常に長期であ り、この間飛島建設が順調 に回復 し続けるか どうか疑問である。また
保証が継続 され る借入金1,000億円の返済の確実性もはっき りしていない。 さらに
旧再建計画を失敗 させた富士銀行の責任 も明 らかではなく、多くの問題 を抱えている。
2有 利子負債 に苦 しむゼネコン
多 くのゼネ コンは、バブル期に内外の開発事業に手を出 し、経営の多角化を進めた。
しかし、世界のあちこちでみ られる不況、特 に不動産不況 とバブル崩壊のあお りを受
け、それまで投 じた資金の回収が困難 になって しまった。そのため、先行投資のため
の膨大な借入金が多額の利子を生み、財政状態を一気に悪化させることになった。ゼ
ネ コン上位31社(売 上高べ.___ス)の有利子負債は、1996年3.月末で約8兆1,000









ンにとって 「干天の慈雨」に等 しい存在であった。公共工事は民間工事 と比べて相対
的に利益率が高 く、また着工に先立って多額の前払金が支払われるなど資金面で もゼ
ネ コンを支えてきた。
しか し、現在公共=L事の受注は次第に落ち込んできている。 この原因 として、震災
復旧工事などの特需が減少 したことや、工事のノ」型 化や分割発注の傾向が鮮明になっ
た ことな どがあげられる。工事の小型化 ・分割発注が進んだ背景には、自民党が政権
与党に復帰 して以来、地元企業優先色が強まったことがあると考えられている。また、
ゼネ コンの下請であった各種専門業者、いわゆるサブコンが建設現場において技術的
な主導権を握るようにな り、ゼネコンが工事 を取 りまとめるよりもサブコンに分割発
注を したほうが、コス トが低 くなることも大きな要因であると思われ る。
また公共工事においては、受注高が減少 しただけでなく、コス ト削減が進められた




上のマイナスとし、その後も順次削減 していくことが確認 された。また工事単価 を3
年間で10%以上圧縮するとい う方針 も打ち立て られた。実際、1997年S.月には約10
ヶ所のダム建設の中止 ・凍結 と、約100ヶ所の関連事業の大幅見直 しが行われた。
建設業界は、 日本の社会ス トックの整備は地方 を中心にまだまだ欧米に遅れをとっ


















しか し、エンジニア リング事業の競争相手はゼネコンだけでな く、専業エンジニア
リング会社や機械 メーカーなどもある。専業エンジニアリング会社は情報管理や公開
の体制が整ってお り、施主のニーズを読み取 り、それに応 える能力が高い。一方ゼネ
コン各社の場合はエンジ_=アリング重視の姿勢をはっき り打ち出 しておらず、情報 ・
コス ト管理能力の面でもまだまだ専業エンジニア リング会社 より劣っている。この点
が弱み となり、ゼネコン各社のエンジニア リング事業はあま り収益を上げていない。
建設不況の中、ゼネ コンは活路を求めてあらゆる分野に手を出 している。エンジニ
ア リング事業はその一例であるが、経営の多角化を目指すゼネ コンにとって、情報 ・
















革新、経営の合理化等の処置を取 らなければ、事業基盤 を失い、淘汰 され るのは必至
であろ う。
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最近、 日本国内で規制緩和がすす め られている。中で も、流通業界においては、ア
メ リカの強い要請の影響 もあ り、大規模小売店舗法(以 下、大店法)が 改正 ・撤廃の
方向へ とすす んでいる。 これまでは、既存 の 日本企業は大店法によ り保護 されていた
が、仮に大店法の撤廃 ともなれば、他国の企業に とっての構造的 な市場参入障壁が取
り払われる形 となる。
バブル崩壊 で経営困難 に陥っている企 業も多い現状 で、この規制緩和が さらに企業
間の競争を激化 させ るとい う点からみれば、日本の流通業界は今ま さに転換期を迎 え
ているといって も過言ではないだろ う。
その流通業界では、新たな勢力であ り、近年、非常に活気づいているコンビニエ ン
スス トア業界 を除き、百貨店 ・ス...._.パー業界 を中心に低迷状態にある。 しか し、百貨
店業界は この低迷 した状態か ら脱 しようと、大規模な出店やハ ウスカー ド戦略な ど過
熱化す る競争 を繰 り広 げている。
そ こで、百貨店業界について、今後の展開を明 らかにす るため、三越、伊勢丹、高





営 ・営業方式を取 り入れて生まれた業態であ り、当時 の流通業界の中で も近代的 なも
のであったが、当初 の顧客は上層階層であった。
関東大震災によ り、百貨店 も類焼等の被害 を うけたが、従来取 り扱わなかったp用
雑貨 品の販売によ り、一般大衆にまで顧客層の広が りがみ られた。また、郊外 と都心
を結ぶ私鉄が新設 され るのに伴 って、ターミナル を拠点 とした百貨店 が増加 し、百貨
店の大衆化 ・近代化 はさらに推進 された。
昭和恐慌後、「百貨店法」によ り、1937年か ら1947年に廃止 され るまで、百貨店の
営業 を許可制にす るとい う規制 を受けた。 また、戦時下の統制経済、戦後のヤ ミ市の
横行で、百貨店は困難な経営を強い られていた。
しか し、戦後 に、消費物資の統制が順次解除 され、1950年に商品の生産 ・流通の完
全な 自由が実現す る中、百貨店 の業況 も急速に伸びた。
1960年代か ら高度成長期 に入る と、ス ーパ ーとい う業態が急速 に成長 して、百貨店
はなん とか地盤沈下を防 ぐとい う状況が続いた。そ こで、百貨店は、店舗の大型 化や、
ターミナル ・デパ ー トの拡充、また、郊外 ・地方都 市への出店の推進 な ど、スーパ ー
の躍進に挑戦す る戦略 をとった。その過程 において、百貨店間の格差は拡大 して、三
越、大丸、高島屋、西武百貨店 、松坂屋、伊勢丹の6社 は、都 市百貨店や地方百貨店
をグル ープ化 し、その柱 となった。
そ の後、百貨店の小売業全体における販売額 シェアは10%前後 と変化 しない ものの、
石油シ ョック後の1974年には、スーパ ーにシェア を追い越 された。そ して、消費者ニ
ーズの多様化 ・個性化への対応が遅れ、百貨店離れ とい う状況 にまで陥った。このた
め、施設 ・フロアの リニューアル及びターゲ ッ トの絞 りこみな どあ らゆる面での リフ
レッシュ策が採用 された。
バブル期に突入す ると次第に客足 も戻ったが、消費税 の導入やバ ブル の崩壊 な ど、
ここ10年をみて も、百貨店の経営環境は大 きく変化 した。また、大店法の緩和 ・撤廃
の動き もあり、現在、生き残 りをかけた競争が繰 り広げ られてい る。
II.大規模小売店舗法の改正
大店法の前身である 「百貨店法」は1956年に施行 された。 これ は、戦後の百貨店 の
急速な復興に対す る一般小売店の反発 か らうまれたものであ り、戦前に制定、GHQ
により廃止 された 「百貨店法」に対 して第2次 百貨店法 と呼ばれてい る。それによれ
ば、売場面積が1500平方 メー トル(六 大都 市では3000平方メー トル)以 上の店 を百貨
店 とし、その新設 ・増設においては通産大臣の許可な ど煩雑 な過程 を経なければなら
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ない。 しか し、その与えた影響はむ しろ、百貨店の既存勢力の寡 占的状況を守 り、発
展意欲 を阻害 した。
1960年代か らの高度成長期には、スーパー業界が急速に成長 して販 売額のシェアを
急激に上昇 させていたが、多 くのスーパーは別会社方式により、百貨店法の規制逃れ
を していた。 これ に対 して、大店法は1974年3月に施行 され、これに伴い、百貨店法
は廃止 された。
大店法は百貨店法 と異な り、その対象が企業ではなく建物であるため、百貨店だけ
でなく、スーパ..一一.や地下街な どで も面積 の条件 を満たせ ば法の適用 を うける。また、
中小商店 の保護だけでな く、消費者利益 の保護 も目的 としていたため、規制が緩和 さ
れ 、店舗 の新 ・増設は届出制 となったが、届出に対 して、通産大臣は、地元の事前商
業活動調整協議会(商 調協〉の意見をふ まえて審議 された大規模小売店舗審議会(大
店審)の 意見か ら、内容の変更の勧告 ・命令をす ることができる。そのため、百貨店
法 と同様 に地元の意見が強 く反映 されがち となった。
1979年11月の改正では、対象 を国が審査す る 「第一種大規模小売店舗」に加 え、都
道府県が審査す る「第二種大規模小売店舗(店舗 面積500平方メー トルを超 えるもの)」
に広 げた。また、1982年2.月、通産省に より、スーパーお よび百貨店の大手24社に対
す る個別出店抑制指導(百 貨店 は年間出店件数を1店 に抑 えるよ うに指導)と 、大型
店支持人口を基本 とした審査基準値 による出店届出段階での窓 口規制が行われ ること
となった。この行政指導実施に より大型店の出店は実質、許可制に近いもの となった。
しか し、1989年に始まった 日米構造協議で米国が大店法の撤廃 を要求 し、 日米貿易
摩擦が深刻化 していた こともあって、1990年、通産省は 日米構造協議中間報告 に大店
法の3年 後の見直 しを明記 し、出店調整 を1年 半にす るな ど大店法の運用改善 を通達
した。1992年の改正では、出店調整 を最長1年 半か ら原則1年 以内へ と短縮 し、これ
に伴い、商調協 を廃止 して、調整活動 を大店審 にゆだねることとなった。また、一種
・二種の境界 を、3000平方メー トル(政令指定都市は6000平方メー トル)に 引き上げ、
自治体の裁量を拡大 した。
さらに、1994年5月に行われた大店法の運用基準の見直 しでは、出店規制の対象 の
下限 を1000平方 メー トルに引き上げ、1000平方メー トル未満の出店は 自由となるな ど
の大幅な緩和が進んだ。実際、大店審の結審状況 をみてみると、店舗面積 の削減率は
低 下 し、大きな削減率のために出店を断念す るケー一スは大幅に減ったよ うだ。
この ように、1989年の 日米構造協議以来、出店に関す る規制は大幅に緩和 されてき
たが、最近では、相次 ぐ大量出店による過 当競争が問題 とな りつつ ある。その中で、
1997年度末見直 しで、大店法廃止が唱 えられ、その影響が注 目される。
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皿.仕 入れ
百貨店が問屋か ら仕入れる方式 として、昔は買取仕入れがほとん どだった。買取仕
入れ とは、仕入れ と同時に商品の所有権が百貨店に移る方式である。 しか し、いまや
百貨店の商売は委託仕入れが主流であ る。 この委託仕入れは、百貨店が問屋 か ら商品
を預か り、販売 を委託 された形 による仕入れ方式で、その商品の所有権 は問屋 にある。
百貨店は販売期間だけ商品を預か り販売す るが、売れ残 り商晶は問屋が引き取 る,,つ
ま り、百貨店は盗難な ど陳列 に伴 う商品の損傷、消滅な どの責任は とるが、売れ残 り
な どの商品企画上のリスクは負わない。納入業者である問屋 が派遣店員 を送 り、物流
のコス トや返品の リスクまで背負 って くれ る。派遣店員 とは、問屋か ら販売の手伝 い
のために派遣 された店員の ことで、人件費は問屋の負担である。
百貨店は数十万点にのぼ る品目を取 り扱 うた め、仕入れ担当 としては、ど うしても
問屋の経験、知識 に依存す ることとなる。そのため、 リスク負担のない委託仕入れを
行 うことになる。 だが一方で百貨店の問屋への依存度が強ま り、主体性 はな くなる。
仕入れ の能力 は低下 し、販売担当は裏方で伝票整理 などの補助 をす るだけである。情
報 システムでも、コンビニや スーパ.___など他業態に大 きな後れ を取 った。 さらに価格
決定権 を問屋 に握 られ る。 また問屋やメーカーに リスク負担がかかっていることの代
償 として、百貨店 のマー ジン率は小 さくなる。陳列商品が全て販売 されれば よいが、
そ うい うことは滅多にない以上は返品が生 じる。通常は30%程度返品が出て、これが
バーゲンに回る。 このため問屋、メーカーは返品率をあらか じめ計算 しておき、これ
を考慮 してマージン率を決める結果、百貨店の粗利益率は高 くな らないのである。長
期的な経営戦略か らしても、返晶、派遣店員 、押 し付 け販売を是認す るような問屋依
存型の仕入れ体制か らは、企業体 としての個性の確立、経営の指導などの不徹底が生
じ、社員の商品知識 、企画力ひいては企業への信頼な どが減退す ることとな るだ ろ う。
このよ うな状況のなか、委託仕入れにこだわ らず 、買取 り仕入れ を取 り入れ るとこ





1673年に三井高利が呉服店r後 屋 」を開業 し,、r店前i現銀掛値な し」 をス1-一ガ
ンとして、世界 に先駆 けて定価正札販売 を実行 した。1904年には、「株式会社三越呉
服店」に改組 して、デパー トメン ト宣言を発 し、 β本最初の百貨店 として登場 した。
1907年に大阪店 を開店 し、1914年には、本店に 目本初 のエスカ レーターを設置 した。
関東大:震災後は各地に相次いで支店 を開設 した。戦後は、1971年のパ リ三越 の開店 を
皮切 りに、ロン ドン、デ ュッセル ドルフなど海外にも進 出してい る。また、本店の三
越劇場 に加 え、美術館 ・文化セ ンターな ど新 しい戦略に積極的に取 り組 んでいる。
2.概 況
三越は、バ ブル期の1987年に 「拡百貨店戦略」 を うちだ し、各店の増床 工事な ど中
核 となる小売業 を充実 させなが ら、周辺の成長分野への事業の拡大 を図 り、 「三越ハ
ウジング」 「三越 ブライダル ・エ クセ レンス」な ど10社以上 を設立 した。
しか し、この拡百貨店戦略がバブル の崩壊で裏 目に出て、収益が悪化、赤字に転落
したことか ら、人員圧縮 ・経費の切 り詰め といった減量 リス トラを優先す る一方で、
グル ープ全体にわた る業務 の見直 しと構造改革 をすすめている。
まず 、1995年3月に、組織 力をいか した営業に改 め、利益重視 を徹底 させ る 目的か
ら、京浜地区5店 の外商部門を統合 して独立事業部 とした。 この切離 し策 を行 ったの
は、三越が初 めてである。そ して、1996年3,月には物流 コス ト削減 の目的で、物流部
門を 「株式会社 三越物流」 として独立 させ た。 この他、情報サ ービス部門 ・施設管
理部門も分社化が行われた。
また、三越 は大丸 との提携 も始めてお り、1994年10月には、関東 ・関西 の配送能力
の相互補完のため、共同配送を始めた。また、商品開発面での共同計画 も進め られ、
海外 ファッションブラン ドの導入な どを行 っている。 この他、両社共通の重点取引先
への仕入れの集 中化 による粗利益率の改善もはか られている。
II.伊勢 丹
1.社史
伊勢丹は、1886(明治19)年、神 田旅篭町 に 「伊勢屋 丹治呉服店」として創業 した。
これは百貨店業界の中では比較的新 しい方である。関東大震災後、店舗形態を百貨店
形式に変更 し、1930年、「株式会社伊勢丹」 を設立(資 本金50億円)、1933年、新宿本
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店をオープ ンした。1970年の新立川店の移転オープン以降、支店が次々 とオ.__.プンし、
現在の直営店は7店 舗 、最近では1996年4月の府 中店がある。ほかに、「新潟伊勢丹」
r岡 伊勢丹」そ して この1997年秋開店の 「ジェイア._._.ル京都伊勢丹Jな どがある。
海外店舗は、1972年のシンガポール伊勢丹 など、主にアジアを中心に進出 し,ている。
衣料 品部門に強 く、 「ファッシ ョンの伊勢丹」 といわれ るだけあってブ ラン ドの育
成に も力 を入れてお り、、新鋭デザイナーの コレクシ ョンを展開 しているファッショ
ン情報発信スペース 「解放 区」(1994年～)、伊勢丹独 自の商品 「オ ンリー ・アイ」
(1993年～)な ど自主開発 、開拓 した商品も、大 きな武器 とな っている。 アパ レル メ
ーカーに対す る影響力 も絶大で、た とえば伊勢丹本店 とアパ レル最大手のオンワー ド
樫山は、年間約100億円の取引があるが、二番手 となるとその半分 しかない。
1989年に、米国の高級衣料専門店であ るバーニ 一ーズ社 と提携す るが、1996年1月の
同社の連邦破産法11条申請 を機 に、訴訟合戦が起 きた。
2.概 況
1996年7月、阪急百貨店 と提携 を結んだ。 この提i携の内容は、商品開発 、情報 シス
テムの統合 などを柱 とす る包括的 なもので、百貨店業界がスーパー ・デ ィスカウン ト
ス トアな どの業態の垣根 を越 えた競争 にさらされ る中での対抗策 の一つ といえる。 フ
ァ ッシ ョン分野に強い東西の有力 百貨店同士の提携であ り、仕入れ先のアパ レル業界
や他の百貨店に与 える影響 も大きい。1997年秋には提携第一弾の催事 も行われ、共通
の商品情報 システム も一部稼働す る。
高島屋の新宿進出(後 述)に 対抗す る必要性 か らも、本店の リニ ューアル 、接客サ
.__.ビスの向上、 さらに、f売り場(店 が客にものを売 る場)」の呼称 を 「お買い場(お
客様がものをお買いになる場>」と変 えるなど、細かい意識改革 も行 っている。
現在1997年度を初年度 とす る新生3力年計画 「フェーズII」で、最 終年度の1999年
度に売上高4,600億円、経常利益110億円から120億円、粗利益率28%台を目指 している。
前述 のバーニーズ問題であるが、同社 との提携は前社長の時代 に実現 したもので、
伊勢丹が 臼本やアジアでバー二・一ズの店舗 を展開す るライセ ンスを確保す る一方 で、
伊勢丹の負担で米国内にバ,___ニーズの店舗 を作 るとい う内容であった。同社の財務内
容な どの経営実態の情報 を把握で きないまま、約616億円の投融資 を実施 してきたが、
同社 が破産法 を申請 した ことで、これ らの債権 が凍結 されて しまった。そこで、債務
不履行 となってい る不動産関連融資約1億6,700万ドルの返済 を求 め、バーニーズ社の
オーナー2人 を相手取 り、訴訟 をおこ した。破産法裁判の行方によっては、伊勢丹は
数百億 円に上る損害を被 る可能性 もあったが、上記融資に関す る訴訟で1997年3月、
全面勝訴 した。判決は利子分を含 めた1億9,700万ドル(約240億:円)の返済を命 じる
もので、この通 りに支払が行われれば同問題 関連で1996年度に計上 した特別損失343
億 円の約7割を回収 できることになる。また、バ.__.ズオーナーの2人 の個人資産
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の強制差 し押 さえ権 も手にいれてお り、今後の関連訴訟で有利 に立った ことは事実で




1831(天保2>年 、京都烏丸 にて呉服店 として創業 し、1930(昭和5>年 よ り現商
号 となる。関西に発す る伝統 百貨店だが、出店戦略は業界一 といわれるほど積極的で
関東への進出 も早かつた。1959年には横浜高島屋を出店 し、その後大宮 、岡山な どに
出店 した。石油シ ョック後 も1978年に岐阜、高崎に店舗 を出すな ど、出店意欲は変わ
らなかった。 しか し低成長経済を迎 えたため、既存店の充実に全力 を傾注す ることと
した。
高島屋の特色は高級 品イメージで、他の百貨店が高度成長期に若者 をターゲ ッ トに
したの と好対照である。贈答晶市場では三越に並ぶ競争力を有 している。 これは独 自
のブ ラン ド 「ハイ ラン ド」を開発 し、高級 品イメ,..._.ジを確立 した結果である。
2.概 況
高島屋 は1996年9.月1日付で、横浜高島屋 、岐阜高島屋、泉北高島屋、岡山高島屋 、
米子高島屋の子会社5社 を吸収 した。その結果、売上高は三越 を抜いて初めて業界首
位 に立った。横浜高島屋以外 の子会社にはそれぞれ赤字 が累積 していた。その欠損金
は合併による資産の再評価益 によって一掃 され る。経常利益が51億円 もあるのに、借
入金が少 ない横浜高島屋 は、財務体質の改善を課題 とす る高島屋 にとって、格好 の対
象であった。
さらに1996年10月新宿駅南 口の旧国鉄貨物用地の跡地に新宿店 を出店 した。商業 ビ
ル 「タイムズスクエア」のキ.__.テナ ン トとして、5万7千 平方 メー トルの店舗面積 で
ある。テナン トとして、セガ ・エ ンタ.___プライゼスの屋 内テーマパー ク、東急ハ ンズ、
紀伊国屋書店な どが入 り、若者がターゲ ッ トである。人件費の削減 として、新宿店 の
従業員である1250人は新規 に採用す るのではな く、現在の人員の中か らまかな うとい
う、「増員なき出店」 として対応 した。
また商品の利益率を上げるため、全国18店舗 に配属 されていたバイヤー を東京、横
浜、京都 、大阪の地域事業本部 に集約 し、一括仕入れに切 り替 えた。同時に取引先 を
2割程度削減 しなが ら、一方で集 中仕入れの拡大によって、問屋 からの値入れ率を改
定 した。そ して東京、横浜、京都 、大阪の基幹店に営業店の後方業務を集約 した。
しか し1995年度 の株主総会を円滑に進行 させ るこ との見返 りとして、総会屋に現金







を先に して利 を後 にす る者は栄える)の 店是を定める。そのため1837(天保8>年 の
大塩平八郎の乱では、「大丸は義商な り。犯す なかれ。」 と、焼 き討 ちを免れ る。
1907(明治40)年には資本金50万円で 「株式合資会社:大丸呉服店Jを 設立 し、1920
(大正9)年 には資本金1,200:万円で 「株式会社大丸呉服店」 を設立。 このころデパ
ー ト業界では初めて、週休制(月 曜定休 日)を 実施 し、営業 目的を 「デパー トメン ト
ス トアの営業」 とす る。以後、今 日までに京都、高知、鳥取、下関、別子、博多、長
崎、町 田、和歌山、今治、新長 田、神戸 などに支店や関係百貨店をもっ。海外では、
1960(昭和35)年の香港店以来、パ リ店 、 リヨン店 、タイ店 、シンガポ._._ル店 、メル
ボルン店をオープンす る。現在、JR山 科駅前、札幌駅南 口、オース トラ リア ・ゴー
ル ドコース トに出店を表明 している。1997年には阪神大震災以来、部分的に営業 して
いた神戸店が、全館復興のグラン ドオ,.一プンした。
2.概 況
1995年1月の阪神大震災で倒壊 し、売 り場 面積が約1/3に縮小 した神 戸店が1997年
春に全館復興 した。今後大丸では神戸店 を軸にグループあげての リス トラ戦略を推 し
進 めるよ うだ。新入社員数の抑制 、効率的な売場作 りの展開、再配置、物流部門の合
理化な どを柱 とし、それ らをまっ さらに近い状態 となった神戸店で他店舗に先駆けて
実践 してい く方針である。大坂 ・心斎橋、梅 田、京都、東京 、神戸の直営5店 での仕
入れ業務を本社に一本化 し、取引先への交渉力 を強 める一方、商品仕入れで三越 と提
携 し、さらなる効率化 を目指 してきた。 この商晶提携は さらに拡大 され 、共同企画や
共同販売な どもなされてい る。そ して、商品の返品ができない代 わ りに、取引条件 が
改善 され る買い取 り仕入れ比率 も向上 させつつあ り、神戸店では長年 の 「もたれあい」
に大なたを振 るい、取引先を絞 り込みにかかっている。商品も人気がなければ取引停
止にもな る。大坂 ・心斎橋店では服飾 、雑貨、 リビング売 り場の改装や商品 ・フロア
構成 の見直 しが行われ、大坂 ・梅 田店 、京都店では服飾部門を中心 に売 り場改装がな







か ら半減 してい る。商品も趨勢比66まで減少 し、流動資産全体で55に減少 している。
固定資産は、有形固定資産が趨勢比で85に減少 してい るが、減価償却によるもので
あ り、大 きな変化 はない。無形固定資産の増加 は借地権によるものである。投資その
他 の資産では、長期貸付金が趨勢比でX52に増加 してい るが、この増加は主に関係会
社 に対す るものである。 また、1996年度にホテル業、 自動車販売業を営んでいた清算




転換社債が趨勢比17まiで減少 し、流動負債 は1年 内償還社債が増加 ・減少 している。
また、1996年度に、短期借入金が減少 し、長期借入金が増加 してい る。その結果 、流
動負債は変動 し、減少傾 向にあった固定:負債は1996年度に急増 している。
資本の部は、少 し減少 しているものの、あま り変化はない。
2.P/L分 析
売上高は1992年度か ら1996年度にか けて約10%減少 してい るが、売上原価 も同様に
減少 しているため、売上総利益は百分率で26%であま り変化がない。1992年度に営業
損 失が計上 されたが、販売費及び一般管理費の減少によ り、1994年度か ら黒字に復帰
してい る。
営業外収益 は、受取配 当金が1994年度か ら増加 してい るものの、受取利息の大幅な
減少で、全体で1992年度 から大幅に減少 している。 営業外費用については、支払利息
が社債の償還 により1993年度 をピ 一ークに減少 してい るだけで、合計額 にあま り変化は
ない。経常利益は、」営業利益 の影響で1992年度 ・1993年度に赤字 となってお り、その
後黒字 となったが、営業外収益の減少のため、営業利益ほ どの伸びはない。
特別損失はほぼ毎期、関係会社整 理損が計上 されてお り、上述の子会社の他、スポ
ーツクラブ業や ゴル フ会員権売買 ・斡旋業な どの子会社が清算 されたためである。




三越の連結子会社 の業務は、鹿児 島三越 ・福岡三越等の百貨店業の他、食料 品 ・衣
料品の販売業に加 え、金融 り一ス業、不動産業、そ して本社の事業部か ら独立 させた
情報サー ビス業 ・貨物運送取扱業な ど、幅広い ものとなってい る。
まず、営業利益 をみると、連結における構成比が本社単独 と同=様に 一〇.2%から1.8%
へ と伸び、経常利益の構成比 も 一〇.5%から1.3%へと伸びている。 また、趨勢比におい
ても、営業利益 ・経常利益は売上高に比べて連結 ・単独共に大 きく増加 している。 こ
れは、グル ープをあげた経営努力によるもの と考え られ る。
Lか し、上述 した関係会社整理損や固定資産除却損がほぼ毎期 計上 され るため、連
結において、当期純損失が毎期計上 されてい る。また、1995年度 ・1996年度の連単比
率では、売上高 ・営業 利益 ・i経常利益が1.2～1.3であるのに、当期純利益は共 に負
の値 となっている。1992年度か ら1996年度 にかけて、当期純損失 として計上され る額





年度に微増 しているものの、全体 としては徐 々に減少の傾向である。売掛金の減少が
主な原因である。 固定資産合計は1992年度に微増 した ものの、それ以降はほぼ横ばい
である。 有形固定資産では、1995年度か ら1996年度に建物 ・構築物が趨勢比で104→
114となってい るのに対 し建設仮勘定がほぼな くなってい るが、 これは府 中店 の開店
に ともな うものである。無形固定資産では子会社株式が1992年度、1993年度 と趨勢比
で113、148と増加 し、1995年度に130と減少 してい る。長期貸付金は1992年度→1993年
度→1994年度に趨勢比で94→20→8と大きく減少 している。投資その他 の資産の増加
は、米国バーニーズ社 との提携 による投資の増加の影響 もあるもの と思われ る。
負債合計額は、1994年度か ら1995年度に趨勢比で100から118と増加 してい る。 これ
は、固定負債が105から95に減少 しているものの流動負債が97から133と大きく増加 し
ていることに起因する。この年には、提携 していた米国バ.__.ニーズ社が事実上倒産 し、
それに ともな う特別損失が計上 された年で、お もにそれに対す る債務保証損失引当金
の分が増加 している。
資本合計は、同 じく1994年度か ら1995年度の趨勢比で103から79と減少 している。
これは、上記の特別損失の計上で、大幅な赤字 を出 した ことによるものである。また、




まず 、売上高で あるが、年々減少 を続 け、「百貨店冬の時代」が数字にあ らわれて
い るが、1996年度は1992年度の水準まで回復 している。 これは、高島屋新宿店 による
刺激で、新宿本店の売上が伸びた こと、府中店が開店 したことが主な原因であろ う。
売上原価は売上高 と同様 の変化 を示 しているので売上総利益 も売上高 と同様 の推移 を
している。販管費は抑 えきれてお らず、横ばい、年 によっては微増 となっている。そ
のため、営業利益は大き く減少 していたが、前述の通 り1996年度は前年の58から83へ
と回復 している。1996年度の販管費の増加は、新宿本店 の人員増加 ・大がか りな宣伝
によるものが大きい。営業外収益 ・費用は構成比 としては小 さく、また大きな変化は
ないため、経常利益は1995年度までは大 きく落ち込み、1996年度 に回復す る、 とい う
形 になっている。




等の百貨店業、伊勢丹 ファイナ ンスの金融業、ほかに、スーパーマーケ ッ ト業 、飲食
業、輸出入業、不動産業等、多岐にわたっている。
基 本的 には連単倍率は低 く、単独決算に連動 してい る。
1992年度、1993年度 と、当期純利益の倍率が1を 割 り込んでいるが、これ は、1992
年度 よ り持分法 を適用 している関連会社イセ タン(タ イラン ド)Co.Ltd.の不振 が原
因 と考 えられ る。 また、1993年度は、当期純利益の倍率が大きく1を 割 り込んでい る
が、これ は連結決算で特別損失が約1,500百万円計上 されているのが響 いている。 こ
れ については調査 したものの、いかなる性質の ものかは現在不明である。1994年度の
割 り込みは、多額の税金 によるものである。1995年度 、1996年度 と当期純利益は連結
決算が上回 っている。これは、緩やかなが らも景気が回復 した事に起因す るであろ う。
非連結子会社が連結 の範囲に含 め られたことよる大 きな変化 としては、(株)伊勢
丹ファイナ ンス(ク レジッ トカー ド関連会社)の 組み込み後の売掛金の増加 があげ ら




資産合計は1993年度に減少 したが、次年度か らは増加 してい る。
流動資産合計は1993年度までに趨勢比85まで減少 したが、その後増加 している。現
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金預金が1993年度 と1995年度に極端に減少 してお り、これは建設仮勘定な どに回 され
たもの とみ られ る。
固定資産合計は1992年度か ら1996年度 にかけて趨勢比100から152と増加 してい るn
有形固定資産は趨勢比100から147と増加 してい る。建設仮勘定は1993年度に最大にな
るが翌年には大き く減少す る。 これは新宿店 の開店 によるもの と思われ る。建物、構
築物、土地の増加 が大き く、無形固定資産 、投資 ・その他の資産 も増加 している。 こ
れ は子会社5社 の吸収合併によるものと思われ る。他には長期貸付金の増加 が大 きい。
負債合計は徐々に増加 し、1995年度に大 きく増加 している。流動負債合計は1993年
度 と1994年度に減少す るが、翌年か ら大き く増加する。固定負債合計は全体的に増加
傾 向で、特に長期借入金 の増加が 目を引 く。 これは設備 投資、店舗増床、改装による
もの と思われる。
資本合計は1995年度に趨勢比164、1996年度 に206と大き く増加 している。 これは19
96年度に子会社5社 を吸収合併 したためである。
2.P/L分 析
まず売上高は1992年度か ら3期 連続 の減収 となる。 しか し新宿店のオープンによ り
1996年度 は増収 し、初 めて1兆 円を突破 した。ただ既存店べ一スではほぼ横 ばいであ
る。売上原価、売上総利益 、販管費、営業利益 ともに最近増加傾 向にあ り、 これは景
気回復、新宿店開店によるもの と思われ る。営業外収益は減少 していたが、1996年度
にはよ うや く増加 している。営業外費用 は1992年度か ら大き く増加 している。 これ は
支払利息 ・割引料の増加によるもの と思われ る。 こうして減少 していた経常利益は、
1995年度か らは大 きく増加 している。特別利益は有形固定資産処分益、株式の売却益
等に より大きく増加 している。 また子会社:整理 に伴 う損失によ り、特別損失が1995年
度 に突 出 している。 当期純利益 も長期の低迷 を脱 したよ うである。
3.連 単分析
連結子会社 の業務は百貨店業、建装事業、不動産業及び金融 り一ス業な どである。
1992年度か ら1994年度において、連結 当期純損失 を計上 している。これは景気の低迷、
消費の伸び悩みによる売上高の減少、そ して地価税や先行投資による金利負担の増加
による経常利益の減益、持分法適用会社の損失負担によるもの と思われ る。 しか しグ
ループ全社 を挙げて収益構造の抜本的な改革に取 り組み、売上原価 の改善、業務の合
理化、諸経費の削減、資金の効率化 、更に不採算事業 の見直 し等 ローコス ト経営 を行
ってお り、1994年度 には営業利益、経常利益は増加 している。
1996年度は売上高が前年比103.8%、営業利益は前年比125.3%、経常利益は前年比
169.4%である。一方、 当期利益は前年比46.9%である。 これは1995年度 に、子会社









加 したが1995年度 に94とな り1996年度 には再び102となった。
流動資産 の部では、現金 ・預金が1992年度 か ら1996年度で趨勢比100→125となって
いるが、1993年度、1994年度 には80まで減少 している。売掛金は1992年度か ら1995年
度まで減少 し続 けたが、1996年度 には増加 し趨勢比roeとなってい る。棚卸資産は減
少の一途 をた どっている。
固定資産 の部では、建物 ・構築物が1993年度 まで順調に伸びてきたのが1994年度 、
1995年度に減少。 これ は阪神大震災による。 しか し、1996年度には1994年の水準を大
きく上回った。土地は1995年、1996年に増加 した。 これ はJR山 科駅前店の出店のた
めと思われ る。建設仮勘定は1992年度 に大きく減少 し、1994年度 から1996年度には0
となっている。1994年のものは阪神大震 災の復興費用 にあて られた と思われ る。また、
子会社株式が1993年度か ら長期貸付金が1995年度か ら急増 し、事:業拡大の姿勢が うか
がえる。
負債の部では流動負債、固定負債 ともに大きな変化は見 られないが、流動負債の う
ち買掛金 が1994年度 だけ急減 してい る。また、1年 内返済長期借入金 が1993年度まで
大きく減少 し、1994年度、1995年度に急増 しているが、これ らも阪神大震災の影響 に
よるもの と思われ る。固定負債では、年々増加 していた長期借入金が1995年度だけ急
減 してお り、1年 内返済長期借入金 とほぼ逆の増減の しかたを表 している。 このこ と
か ら神戸店の復興のための長期借入金 を1年 間に限定 して支払 い利息を抑えよ うとし
たもの と思われ る。
資本の部では、資本合計がや は り震災のため1994年度に趨勢比87にまで減少 したが
その後着実に回復 して きてい る。また、当期未処分利益金も1994年度 にマイナス とな
り、趨勢比畷4となってい る。
2.P/L分 析
売上高は景気低迷の影響で1992年度か ら着実 に減少 し続 けてきたが、景気回復のた
めか年 々減少率は低下 し、1995年度か ら1996年度にかけてはほぼ横 ばい とな ってい る。
売上原価 も売 上高 と同様 な変化 を してい るので売 り上げ総利益は特 にのびて もいな
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い。販売費及 び一般管理費は年々押 さえ られたがそれで も構成比が大 きくなったため、
営業利益は1993年度 まで減少 し続 けた。 しか し1994年度か らは増加 している。
営業外収益、営業外費用 はともに年 々減少 し、1996年度 で趨勢比はそれぞれ57,71
となっている。 これ らは受取利息 と支払利息の減少が主要因であるが、それは ここ数
年 の低金利 の影響であ ると思われ る。 これ らの結果経常利益は年々減少傾 向にあ り、
1995年度には趨勢比67まで下がったが、1997年には105まで回復 した。
特別損益 においては、やは り震災のあった1995年に120億円 もの特別損失(そ の年
の経常利益の3倍 以上)が 出ている。趨勢比に して2,313である。
当期純利益は1993年度まで営業利益 と同 じよ うな減少傾 向であったが、1994年度に
一87億円となった。1995年,1996年は趨勢比95,97前後 に落 ち着いた。
3.連単分析
大丸 の連結子会社の業種 は、百貨店業、スーパーマーケ ッ ト業、卸売業な どが主な
ものであ る。売 上高の連単比率は1994年度 までは1.5足らずであったが、1995年度以
降神 戸店の震災による店舗縮小や 、それ を補 うために営業 日数を増や した他店舗 の売
上高増加によって1996年度には1.68まで上昇 している。経常利益はだいたい1.5～1.6
ぐらいの数値であるが、1995年度だ けは神戸店の震災による店舗縮小のため親会社の
経常利益は激減 し、その結果2.10となっている。 また、1996年度 に経常利益が連結、
個別 ともに増 えてい るのは大丸全社あげての リス トラが功を奏 した ものと思われ る。
当期純利益は経常利益 と同 じよ うな動 きを見せているが、1994年度はやは り震災によ
る特別損失のためマイナスで1.01となっている。 また1995年度には1。31と急増 してい
るが、これは子会社の固定資産売却益によるものである。総資産は1992年度か ら1995
年度まで一定 して1.3台で あるが、1996年度には1。47に増 えた。 これは博多大丸増床






大丸は2%弱 、伊勢丹は1993年度 か ら1994年度にか けて大幅に減少 しているものの、
2%強 で安定 している。三越、高島屋は ともに数値 が上昇 してい るが、高島屋が高い
数値で さらに伸び続 けているのに対 し、三越は1992年度か ら1994年度に営業利益で赤
字 を出 してお り、それ によって0.22%まで下落 した数値が経営努力により回復 した も
のである。 しか し、わずか4年 ほどで3.71%まで回復 してい ることは注 目に値す るの
ではないだろ うか。
2.自 己資本純利益率(当 期純利益/自 己資本)
大丸が1994年度 に一11.87%とい う数値を記録 しているのは、この年 に特別損失の合
計が、前年度 の10倍まで増加 したことが大きな要因である。




高島屋 ・大丸 の70～80%台に対 し、三越 ・伊勢丹は90～100%に落 ち着いてい る。
伊勢丹が1995年度か ら1996年度 にかけて67%にまで下落 しているのは、流動負債の増
加によるものである。
各社 とも、理想 とされ る200%台には程遠 い状況 ではあるが、流通業界 とい う性格
を考慮に入れ ると妥 当なのか もしれない。
2.当座比率(当 座資産/流 動資産)
1992年度には三越が頭一つ抜 け出 していたが、その後減少 している。それでも他社
より若干 は上回 るが、4社 とも大差 はない。
3.負債比率(他 人資本 〔負債〕/自 己資本 〔資本〕)
自己資本比率(自 己資本/使 用総資本〉
伊勢丹が、1995年度 ・1996年度の資本の減少 により数値が悪化 しているものの、比
較的優 良な数値 を示 してい る。 しか し、負債比率は100%以下がよい とされている点
を考慮す る と、借入金が多す ぎるためか各社 とも数値が高す ぎるこ とが気がか りであ
る。
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4.固 定比率(固 定資産/資 本)
固定長期適合率(固 定資産/資 本+固 定資産〉
まず 、固定比率 に着 目す ると、各社 とも200%前後 でそれ ほど大差はないが、100%
以内が一応 の 目安 とされていることを考えると、数値 の悪 さが気にな るところである。
固定長期適合率 をみ ると、三越 と大丸は100%前半で安定 してい るので、高島屋 と
伊勢丹が200%を越 えてい ることを考えると、比較的優 良 といえるかもしれない。
5.イ ンタレス ト・カバ レッジ ・レシオ
(営業利益+受 取利息 ・配 当金等/支 払利息 ・社債 利息等)
各社 とも数値が上下 しているものの、1996年度には4社 の うち最低の大丸でも
250.68%と4社とも優良な値 を示 しているのではないだろ うか。三越では1992年度に
1営業利益の大幅な赤字 によってX3.78%にまで下落 したが、支払利息の減少な どに よ
って、279.94%まで回復 している。
11H。損益分岐点比率(損 益分岐点売上高/当 期売上高)
1996年度に伊勢丹が安全圏 といわれ る80%台に入 ったのを除 けば、伊勢丹の他年度
も含 めて、他 の三越 ・高島屋 ・大丸は全て、一般的に危険 といわれる90%台で推移 し
ている。 これは百貨店業界が抱 える 「超重投資」と 「低収益性 」とい う構造的な問題
に起因す るものであ り、各社 ともに思い切 った人件費の削減や経費の節約が早急 な課
題 といえる。
(注〉損益分岐点売上高謬固定費/〔1一 変動費/売 上高〕
固定費=販 売費+荷 造運搬費+労 務費+経 費 一外注加工費 一動力燃料費
変動費 謬総費用(=売 上高一経常利益)一 固定費
w.生 産性指標
1.一人当た り売上高(総 売上高/従 業員数)
各社 ともに6,000～7,000万円台を推移 してい る。 ここで、高島屋以外 の他社は人件
費削減 によ り従業員数が減少 しているのに対 し、高島屋は1995年度 に従業員数が1.5
倍 となっている。 これは1995年度 に子会社 を合併 したためであ り、これによって1995
年度の一人当た り売上高は落ち込んだが、1996年度 には新宿出店の一応の成功によ り
9,000万円にまで増加 している。一方、高島屋 を迎え撃つ形 となった伊勢丹 も、 リニ
ューアル等によって売上 を伸 ば したために、1996年度 には8,000万円台に増加 してお
り、新宿戦争の後が見て取れ る。
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2.労働生産性(付 加価値/従 業員数=一 人 当た り売上高X付 加価値率
付加価値=営 業利益+人 件費+賃 貸料+租 税効果+減 価償却費〉
大丸 ・三越 の数値 が低いままであるのに対 して、伊勢丹 ・高島屋の数値は上昇を見
せてい る。一人当た り売上高と付加価値:率に分けてみる と、大丸 ・三越は どちらの値
も大きく変化 していないのに対 して、伊勢丹e高 島屋 はどち らの数値 も上昇 している。
どち らも大型出店 をした後 でもあるので動向を見守 っている必要があるが、今の とこ
ろ リス トラ等のス リム化や リニ ューアル等の経営が うま くいっているとい えるのでは
ないだろ うか。
V.内 部留保指標
1.制度的留保 率フロー(制 度的留保 フロー/内 部留保 フロー)
各社 とも80～90%台を行 き来 しているが、三越は100%台を行 き来す るな ど数値の
悪 さが 目立つ。 これは売上高、売上原価 の減少 にも関わ らず 、販管費に余 り変化がな
かったために当期利益 が赤字を計上 していた ことな どに起因す る。1995年度に伊勢丹
の内部留保 フローがマイナス となっているのは、米国バーニー ズ社 の事実上の倒産に
よる特別損失 の増大によるところが大きい。
2.制 度的留保率 ス トック(制 度的留保 ス トック/内 部留保 ス トック)
だいたい各社 ともに60%台前後を行き来 してい る中で、高島屋は40%大の数値 を示
している、,これはその他の余剰金が1995年度 ・1996年度には1993年度の倍近 くにまで
増加 していることが要因であ ると考 えられ る。
(注)内部留保 プロ,___._(当期純利益 一配当金等 の社外流出額)+減 価償却費
退職給与引当金繰入額+貸 倒 引当金繰入額+資 産評価損
制度的留保 フロー=内 部留保 フロー一(当 期純利益一社外流出額)
内部留保 ス トック=利 益準備金+そ の他の剰余金 十減価償却累計額
+退職給与 引当金+貸 倒引当金
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































鐵益分鹸:盧比皐 一 藍 一i一196 ,5覧曇94.8
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目標 に してい るといわれた中、競合す る各百貨店(三 越、京王、小田急、伊 勢丹)の
対応策は様々だった。以下、もっ とも危機的状況にあった伊勢丹を中心にその対応 と、
結果 を見ていきたい。
伊勢丹の新宿本店 は、新宿地区の百貨店中売上高 トップであ り、また伊 勢丹全体の
総売上高4,000億円の うち6割以上を稼 ぎ出す ドル箱店である。 しかも新宿高島屋 のメ
'インターゲ ッ トは10代後半か ら30代前半の女性で、ま さに伊勢丹のそれ と正面か らバ
ッテ ィングす る。それだ けに伊勢丹の対応も、熱 の入ったものだった。
高島屋新宿店を見物 に来た帰 りの客を呼び込むためにそのオープンに合わせて40億
円をかけて リニューアル を実施。接客方法の方針 としては、高島屋新宿店の 「少数精
鋭 」による接客に対 して、伊勢丹は高島屋のほぼ倍 の人数で、きめ細かいサ.___ビスを
めざした。
また、仕入 ・晶揃え面の競争 も熾烈で、PB商 品(プ ライベー トブラン ド=自主企
画)等 でなかなか強みを見せた。売上高10%ダウンを覚悟 していたが、開店後 の半年
間は全ての月で前年実績を上回 り、半年 間 トータルでも前年実績を5.6%上回った。
京王百貨店でも当初の予想 では厳 しく、赤宇決算も有 り得 る と判断 した経営陣 もい
た中で、福引き抽選会や福袋 な どの企画やカー ド戦略、また、高島屋新宿店開店で飛
躍的に入場者数が増加 した南側玄関に案内所 を新設す るな ど、積極策 が功を奏 し、半
年..._'タル では2.7%のプラス と善戦、 とも言える結果 となっている。
まずは高島屋 の動向を探 る、として大掛か りな改装等は控えていた小田急百貨店 は、
2,月までの5カ月間でみる と3.3%減と苦戦を強い られたが、3月の消費税増税前の駆 け
込み消費に助け られ、 トー タル2%の増 となった。今年は抜本的な売 り場 の リニューア
ルを予定 してお り、巻き返 しをはかっている。
唯一 トー タルでマイナス となったのは三越新宿店であるが、それでも減少幅は0.3%
と小幅 なものにとどまっている。
3月までの半年間で高島屋の売上は500億円、既存の4百貨店 の売上高の伸び:は110億
円に上ったが・そ の影響がもっとも大 きい とみ られていた渋谷 、池袋地区の百貨店で
あるが、売上の下げ幅は予想 以下に とどまってい るよ うだ。高島屋新宿店によると、
山梨や長野か らも来店者がい るとい うことで、広 く薄 く客 を集めた とい うこともいえ
そ うだ。逆 に言 うと、物珍 しさに よる開店景気である、 と言 うことも言える。(ただ
し、山梨 ・長野か ら東京 とい うのは、関西圏で想像す るより近い、 とい う点 も考慮に
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入れ る必要がある)ま た、近辺の中小専門店や、郊外のショッピングセンターでは、
高島屋効果はあま りあらわれず、む しろ売上が大き く落ちた店舗 も出始 めてい る。 こ
の面では、百貨店 に客が戻った、 と言 うこともできるかもしれない。
このよ うに高島屋開店か ら半年間の新宿百貨店戦争では、明かな 「負 け組」 はでな
かった といえる。 しか し、1年aっ た1997年10月現在では、新宿地区全体の売上は
13.0%の増加ではあるものの、既存店だけで見 ると1.3%の減少 となる。
各店 ごとに見ると、伊勢丹新宿本店の2.1%増加のほかは、すべてマイナスとなって
い る。高島屋 に一番近 く、最 も影響の大 きい と見 られた京王の一〇.9%を善戦 と見 るな
らば、この二者が勝 ち組、小田急の一4.5%、三越の_g.0%、(これは 、三越の通販部門
が本 部へ統合 された ことの影響 もあるのだが、それ を差 し引いても遍.9%)この二者
が 負 け組 、 とい うことになるだろ う。三越 などは、高島屋が充実 させた子供服や リビ
ングなどでダメージを受けている。
1年目の勝ち組の勝因は積極的な対抗策 だった と言えよう。 旧来は、薪店舗の開店
景 気 に対抗す るのはコス トがかか るだけで売上は伸びない、何 もしないのが__..、と
い うものが業界の経験則 であった。 しか し、今は回転景気が終わればまた売上が回復
す るとい う保証はな く、手を打った もの勝 ち、 とい うこ とがいえそ うだ。
この競争の元 とな った高島屋新宿店の結果のほ うは、初年度の売 上目標額800億円
を突破 し、830億円強 にな りそ うである。14億円の単年度赤字を予定 していたが8億円
の黒字 を達成す ることができた。
が、 しか し、開店景気がす ぎた今、テナ ン トの一つである東急ハ ンズの方には客が
いるが、高島屋 の方にはほ とん どいない、とい う状況 も見受 けられ 、今後は どうなる
かわか らない といえる。
このよ うな大型店舗 の新規開店 ・参入は ここ数年あま りなか ったが、ここへ来て新
宿 のみな らず、京都の ジェイアール京都伊勢丹(以 下、伊勢丹)、福岡の三越(新 規
出店)・大丸(別 館薪設)な ど、新たな出店が 目立ってきてお り、 さらに、名古屋 ・
札幌 ・大阪への出店予定の話題 もでている。
京都 の場合、伊勢丹は、関西発 のブラン ドを投入す るな ど、ファッシ ョンに強い伊
勢丹を前面に押 し出 している。また、駅 ビル に進出 した ことで、 これ まで京都駅か ら
離れた四条通 り沿いに百貨店が集 中 していた構図が崩れ、JR沿 線か らの集客も考え
られ る。高島屋、大丸な どは売上が減少 しているが、地下鉄を使って四条通 りまで行
っていた客が、JR京 都駅の伊勢丹で買い物 を して帰 るようになったか らではないか
と言われている。
福岡の場合は、すでに提携 関係 にある三越 と大丸 、そ して地元の岩 田屋の三者が激
突す るわけで、 この1年 で売 り場面積が2.7倍以上 にな った今、激 しい争いは避 けら
れ ないであろ う。
地方都市の場合は、東京 地区に比べ るとや は り購 買力の水 準が低 く、それ を背景 と
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した商圏に厚み もないため、新規出店が与 えるイ ンパ ク トは大 きい と予想 され る。
業界のほ とん どが1996年度増益を確保 し、明 るい見通 しが立て られそ うな状況 とは
いえ、オ.._.バ,__..ストア と言 えるこの状況でさらに、カ,....ドによる割引競争に よる利益
の顧客への還元、 とい うことになる と、楽観視ばか りしてい られ る状況ではないと言
えよ う。
2.ハ ウスカー ド
各社は 自社カー ドの会員獲得に力 を入れてい る。高島屋が1996年5月、最大7%の
割引(商 品券 と交換)を 導入 した。伊勢丹 も対抗上、従来の5%か ら買い物額 にスラ
イ ドさせた最大10%の割引システムに引き上げた。三越 は平成8年3,月か ら、カ.__.ド
の割 引率を3%か ら5%に アップ した。顧 客情報が手に入 り、 ターゲ ッ トが明確 にな
るので、ダイ レク トメール のヒッ ト率も高ま り、カ.___ド売上実績 はア ップした。大丸
は7%か ら最大10%の割引を導入 し、高額商品購入時には自社力._...ドへ の加入 を勧 め
るな ど接客時に積極的 に売 り込んでいる。
このよ うに今春か らカー ド特典の拡大競争が始ま り、消費者 もそれに吸い寄せ られ
た。 しか しサービス水準がか さ上げされた結果、個々のカー ドの魅力は薄れ 、売上拡
大 も疑問視 され てい る。新サー ビスを始めた百貨店は一様 に会員 を増や してい るが、
それ ほどに売上は伸びていない。百貨店の多 くは、特典の拡大で利益 が減る分 を売上
増でカバーすることを想定 している。 ところが大半がサー ビスを見直 した東京地区の
百貨店の売上高の伸びは、全国平均 と大差 ない水準に とどまる。また会員が増えた と
いって も、提携 カー ドな どの場合は、今まで使 っていたクレジ ッ トカー ドか ら便宜的
に乗 り換 えた客も多い。年会費の無料化によ り、1人 で2、3社 のカVド を作 るよ う
になったため、顧客の囲いこみが成功 した とはいえない。
いずれに しても、割引分は粗利益 から差 し引 くか、販売促進費に計上す るかで、各
社様 々だが、売上が伸びなければただ利益 を圧迫す るだけで、逆効果 となる。 これか
ら必要なのは、浮気 な消費者を値:引きでつなぎ とめ るのではな く、カー ドで得 た情報
をいかに経営戦略に結びつ けるか とい うこ とである。カー ド戦争は新局面を迎えつつ
ある。
II.業態 聞 の競 争～ 百 貨店 の シ ェア を奪 った スーパ._一_.とコ ン ビニエ ンス ス トア～
1970年以降の人 口の都市集 中、郊外化の拡大や、 「隣の家が買 ったか ら私 も買 う」
といった"人 並み意識"に よる需要の拡大、そ してなによ り、一人 当た りの国民所得
の増大によりス 一ーパーマーケ ッ トが急成長を遂 げることとなった。
1970年段階で、年 商60億円以上の小売業は101社を数 え、そ の うちスーパーチェー
ンが38社:、専門店チェー ンは16社であった。各社の総店舗数 は1,800余店 、売上高は
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1兆5,700億円で、 トップのダイエ.一は2,500億円のハー ドル を越 え、昭和47年には戦
前戦後 を通 じて常に最大の小売業で あった三越 を抜 き去 るに至 った。
1997年現在、ダイエーは単独売上で も2兆5,000億円に上 り、"ビッグス トア"27社
合計で売上高は11兆円にもな る。次に規模 が大 きいのがスーパーマーケ ッ トの317社
合計9兆5,000億円、そ してそ の次が 百貨店 の79社9兆20億円 と、今や完全 にスーパ
ーマーケ ッ ト業界は百貨店業界 を しのぐ結果 となってい る。
そ してぼンビニエンスス トアの躍進 も忘れてはな らない。 コンビニエ ンスス トアの
トップ企業である 「セブン イー レブン ・ジャパ ン」が1997年2.月期 に経常利益で1,000
億円を超 え、日本一の小売業高利益会社になったのである。 しかも売上高でも親会社
のイ,.._'ヨーカ堂 を抜き、ダイエーに次いで第二:位の企業になった。 この ことは、小
売業界の変化の軌跡 と時代の変容 をま ざま ざと見せっけている。
百貨店 とかコンビニエ ンスス トアとかの業態は社会的 な一種の機能であ り、その機
能をど う使 うかは消費者が決 めるこ とにな るとい う点でみれ ば、百貨店 に比べて小 さ
な存在にすぎないコンビニエ ンスス トアがか くも消費者 に支持 されたのは、やは り消
費者のニーズをとらえてはな さない商品開発 とサービスカの充実があったか らであろ
う。
百貨店 もこれ らのことを教訓 として、商品力や売場編集力、いわゆるマーチャンダ
イ ジング(MD)の 強化を図って、スーパーや コンビニエ ンスス トアに奪われたパイ
を奪 い返す ことが早急な課題 であると思われ る。
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おわ りに
バ ブル の後遺症か ら抜けきれず に流通業界の足取 りは重 く、消費税ア ップや特別減
税打ち切 りなど消費を活性化 させ る要素はお しなべて低い。 にもかかわ らず 、大店法
の緩和 と超低金利 のもとに、百貨店の出店ラ ッシュは とどまるところを知 らない。
JR東海が建設 中の名古屋の新駅 ビル には、高島屋が2000年には資本参加 し、JR
北海道が札幌駅南 口に建設中の複合施設 にも、大丸が店舗面積四万平方 メー トル と、
道 内最大規模 の百貨店を2001年に開業す る予定だ。
しか しこれは、ふ くらまないパイの奪い合いである。パイがふ くらまないのに百貨
店の売 り場面積は どん どん増え、行 き着 く先は自明の理である。それで も百貨店の大
型出店が続 くのは、販売量 の拡大で他社 よりも優位 に立つためで ある。
そ して今や、ふ くらまないパイの奪い合いは百貨店 だけではなく、スーパーや コン
ビニエ ンスス トアまで もが参入 している。 しか し、福岡の老舗 ・岩 田屋のよ うに、ス
ーパーや コンビニエンスス トアに情報 システム出遅れを とった反省か ら、問屋任せの
商売に決別 し、完全買い取 りに乗 り出 した企業 もある。残念なが ら未だ結果はでてい
ないが、今 の百貨店に必要なのは、 こ ういった ドラスティックな改革なのではないだ
ろ うか。従来通 りの委託の商売では稼 ぐことができない今、 日本の流通 システムを突
き崩す ほ どの挑戦をす ることが、こ うした業界の垣根を越 えた戦いの中で百貨店業界
が生 き残 っていく道なのではないだろ うか。
(参考文献〉
岡 田康 司 『百 貨店 業界 』教 育社 、1991年
新 納一 徳 『流 通業 界 』 こ う書 房 、1996年
日経流 通新 聞 編 『反抗 す る百貨店 』 日本 経済 新 聞社 、1996年
『週 間 ダイ ヤモ ン ド』1997年10月1日号56～59ぺ._._ジ
『週 間 ダイ ヤモ ン ド』1995年10月7目号48～51ペー ジ、53～55ペー ジ
『週 間 ダイ ヤモ ン ド』1996年12月7日号26～28ペー ジ
『旧本経 済新 聞 』






2回生プ レゼ ミナール 「簿記論」
2回生プ レゼ ミナール 「財務諸表論」
於 ・経済学部第6演 習室、10名 参加
テキス ト
①井上達雄 ・新井清光編著 『検定簿記講義 ・3級商業簿記』
中央経済社、1995年。
②日本経済新聞社編 『財務諸表の見方』 日経文庫 、1993年。










石井晴夫編著 『現代の公益事業一規制緩和時代の 課題 と展
望一』NTT出 版、1996年。
ゼ ミ合宿
於 ・有馬温泉 「ミン トリゾー ト・イン ・ア リマ」
3・4回生の研究テーマ
①転換期の放送業界一多チャンネルとデジタル の時代一






11月29日 新ゼ ミ生面接 ・選考
於 ・経済学部第6演 習室
新3回 生 応募10名 採用10名









一 年 を ふ り か え っ て








私の京大生活でした。ゼミ以外にはほとんど出席せず、プライベート鮒 き命 ・もここで知 り合った
人とになりました。恥 ・ものでもう卒業の年となり、最後の論文となりましたが、3年連続で 臆 じ























3年前、他の人たちが口々に会計士を 目指す と言 っている中、 「サークルの会計 を
しているので」 という恥ずか しい志望動機 と、 「気球に乗せてあげます」という詐欺
まがいの 自己PRで 、何故か而接を突破 して しまった。え らい とこに来て しもたとい
う不安 もあ ったけれど、面接をク リア したということは、きっとi_i分で も知 らない潜
在能力を買われたに違いない、といいように判断 して早や3年 。期待の潜在能力がま
だ潜 ったままなのはどういう訳で しょう?そ れで もいつの間にかゼ ミに馴染んでいた
ので、多少は レベルアップ したのだと喜びたいけれど、実は、ただ勉強以外の面が開
花 しただけなのでは。ま あ、そんな ことは気にせず、 これか らものんび り気楽にや っ
ていきますので、よろ しくお願い します。
3年間、どうもあ りがとうございま した。(4回 生 釜野 直樹)
就職活動で前期のゼ ミを休んでいる間に、いつのまにか放送班 ということで驚 きま
したが、 メンバーを見て妙に納得。ゼ ミ合宿では色々とありましたが、_rにな っては
良い思 い出です。たかがゼ ミ合宿、 され どゼ ミ合宿。論文に関 して言えば、3年 間で
.ii勉強 した気が します。私 も成長 したなあ と、r!vr-rでいたのに、シンポ ジウムで身
内か ら質問を受け、勉強不足を再度痛感。 まだまだ … まだまだ … です。
よ く言われることですが、大学時代で勉強 したなあ と思えたのはゼ ミだけです。2
回生の頃はゼ ミ選択を間違 ったかと真ifu11に考えた りもしま したが、今に して思えば、
大正解です。ゼ ミの皆様 とも色 々と(?)交 流す ることができ、本当に楽 しいゼ ミで
した。(あ ま りよいイメージを抱いて もらえてないようですが。)4月 か らは社会人。
社会人 として、最低隈のマナー(!)だけは守るよう頑張ってい くつ もりです。
藤井先生、ゼ ミの皆様、3年 間あ りがとうございま した。(4回 生 小林 直子)
院試があ った とは言え、本当に何一一に も、働かなか った1年 で した。後期はさす
がに出席だけは した ものの、これで単位を くださる藤井先生はまさに仏のようなお方
であ ります。(学 内にはさらに上を行 く大菩薩0)ような方 もおられ るらしいが)
しか しゼ ミ-に限 らず、今年は本当にiJ都大学の学生だったので しょうか?た だの:大
学施設利用者だ ったような。来年はいやでも学生 らしくなるんだろうけど。
(4回生 鈴木 亮)
今年は全然ゼ ミに出ませんで した。すいませんで した。気が付 けば、 自分 も4回 生
にな りました。藤井ゼ ミの面接を受けた 日が3年 前だと思 うと、時の経つのは早い も
のだと しみ じみ思 います.aWスクール していた私 にとって、京大生を実感できる貴重
な時間を過 ごさせて もらいました。皆 さんお元気で。(/1回 生 高村 藤貴)
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私の今 年一年 間のゼ ミ活動 の中で一番印象的 なことは、や は り合宿の ことになるで
しょう。 ガ ラス とい う見えない壁 を打ち破 り、これで社会 へ とはばたいていけるので
はないか と思います。 いや 、皆 さんに大変 ご迷惑 をおかけ しま した ことにお詫びいた
します。 三年 間のゼ ミでは、論文 を書 くことで少 しは勉 強 したか な、 とい う点で 自己
満足は しています。あ とはいい仲間に出会 えたかな と思 います。 すいませ ん、いい こ
と書 きす ぎま した。
(4回生 田中 飛馬)
さて、時のたつのは早い もので、大学 生活 も終わ りに近づ き、 このゼ ミともお別れ
しなけれ ばならな くな りま した。 思えば二回生の夏合宿 の大騒 ぎに始 ま り、回生が上
がって行 くほ どお とな しくなってい き、今年 のシンポジ ウムでは何 も発言せずに藤井
先生に怒 られて しまいま した。で も、 この四年間に大学 か ら得た ものの9割 方は この
ゼ ミか らで した。 ほん とに楽 しい仲間に囲まれて、充実 したゼ ミで した。最後 にな り
ま したが、藤井先生、いろいろとあ りが とうございま した。
(4回生 常盤 直也)
現在2',月7日AM12:00です。1年 をふ りかえってを書 くのをす っか り忘れていて
こんな時期になって しまい ました。細かい ことを気 に しない私は大物 になるので しょ
うか(← そんなわけないや ろ)。 とい う訳で しっか りしてい る振 りを通 してきた(?)
私で したが、最後 の最後 に大ぼけをや って しまいま した。 こんな私 を温か く見守って
くだ さった皆 さん本当にあ りが とうございま した。
(4回生 南野 公之)
とうとう最後 の 「一年 を振 り返 って」になって しまった。僕 もこのゼ ミに対 して一
杯 の想い出があ るのだが、言葉 に出 して しま うと陳腐な ものになって しま うため、胸
の中で暖めてお こうと思 う。 でも先生にだけは一言、 「ど うもおせわにな りま した」
とい ってお こ う。 これだけは言 っておかない と伝わ らないか ら。それか ら山田さん、
シンポジ ウムの時 は大変失礼 しま した。 ああい っておかない と、立命館 の人に笑われ
そ うだったので ・… 。反省 してます。
(4回生 丹羽 伸文)
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え一、今年 の感想 といた しま しては、ゼ ミの幹事 とい うものはこうも楽な ものなの
か とい うこ とを しみ じみ と実感 した ことであ りましょうか。 … ごめんな さい。本
当になにか らなにまで皆 さんに して もらってば っか りで、それ らしい仕事 もなにひ と
っせずに甘 えてば っか りで、恐縮す ることこの上ないです。特 に、サポー トす るだけ
で良いはずの先輩の方 々に、事あるごとに表に出て きていただいて、本 当にあ りが と
うございま した。
最後にこのページの人達へ、僕の ミスで原稿を何度 も書 き直 させて しまって、 どう
もす いませんで した。 この場 を借 りてお詫 び致 します。
(3回生'足 立 裕介)
今はまだ試験 に追われて1年 を振 り返 る余裕はあ りませ んが、 自分がかかわ った論
文集 も2冊 になる と、 うれ しい ものです。
今年は昨年 にも増 して皆様 にご迷惑をか けました。私事で様 々な重要時に遅刻 ・早
退を して しまい誠 に申 し訳 あ りませんで した。来年度 こそは … 。 シンポ ジウムに
は来年度は洋服で行 きたいです。1年 間あ りが とうございま した。そ して来年度 もよ
ろ しくお願い します。
(3回生 有方 里香)
あ っとい う間に3年 が過 ぎた。相変わ らずゼ ミではみんなに迷惑をか け、 申 し訳な
い。 この3年 間楽 しか った ことはい くらで もあったが、 自分が何か に精一杯打 ちこん
で満足 した ことがあ まりにも少なすぎる。 この ままではだめだ。 そろそろ前に進 まな
きゃ。
「生 きることに賭 けるか。死 んだ まま生きるか」
前者の単勝に、全部だ。
(3回生 植田 大介)
今年 もまた1年 が過 ぎ去 った。 プレゼ ミに合宿に共同 シンポジウムに と忙 しい年で
あ った。中で も有馬温泉での合宿は非常 に有意義で楽 しいものだった。T先 輩がガラ
スを突 き破 った事件は記憶 に新 しい。 しか し、 この1年 間皆 そろってゼ ミに出席 し・
共同論文を仕上 げられた ことは本当に素晴 らしい経験 だ った。 フ レッシュな2回 生 と
ベテ ラン4回 生の間に位置す る我々、それぞれが これか らの人生 に対す るい ささかの




今 年 は あ ま り仕 事 しませ ん で した。 ごめ ん な さい。 来年 は 、 単位 が うま
って い た ら、が ん ば ろ うと思 って い ます。最 近 は ア ーチ ェ リー 関係 の仕 事 で、
毎 日伝 票 とか つ けて い るん です け ど、 や っ ぱ り頭 で理 解 す る こ と と実 際 にや
る ので は大 違 い です ね。 モ ノが特 殊 な だ け に、 最適 な処 理 を 考 え 出す の は結
構 む ず か しいで す。2年 間 ゼ ミで勉 強 した こ とが役 に立 つ の は うれ しい です
ね。
(3回生 中 野 由教)
今 年 も京 大生 に なれ な か った 。実 質1日12時 間 の僕 に も原 因 は あ るの だ
が 、興 味 をそ そ らせ る授 業 もほ とん どな い とい う事 も問題 あ るの で は ない だ
ろ うか 。入 学す る前 は、た く さん授 業 に 出 て質 問 しよ う と思 っ て い たの に …。
そ うこ う考 え て い る うち に 、今 年 も京 大 生 で あ る こ とを か み しめ る こ と
が で き る授 業 を受 け る こ とな く1年 が終 了 した 。 果 た して 何 の た め に京 大
に入 学 した の で あ ろ うか。 残 り少 な い学 生 生活 、結構 寂 しか った りす る今 日
この ごろな の で あ る。
(3回生 永 野 雄 介)
今 年 は3回 生 にな っ て 、ゼ ミの 中心 学年 と して1年 や って きた の です が 、
共 同論 文 、 シ ンポ ジ ウム をふ りか えって 、 は た して そ の役 割 は こなせ たの だ
ろ うか …。1年 をの りきれ た の は 、 ま わ りの方 々の 力 に よ る とこ ろが大 き く
(ほとん どそ うだ が)、 自分 自身 、成 長 で き たか 疑 問 で す が 、 また 来 年頑 張
っ て み たい と思 い ます。
藤 井 先 生 は じめ ゼ ミの皆 様 、 また 迷 惑 をか け る で し ょ うが 、 ど うか よ ろ
しくお願 い します 。
(3回生 中 山 智 弘)
今 年 の共 同研 究 で は航 空 班 の財 務 諸表 分析 を担 当 し、今 年 もか な り苦 しん
だ もの の 、 昨年 の共 同研 究 で学 んだ こ とが利 用 で き 、 自分 に とっ ては 、 よ り
有 意 義 な もの にな っ た と思 い ます 。 た だ 、 昨年 の経 験 を生 か せ る分 だ け楽 を
して しま っ た よ うに思 えて な りませ ん。 来年 は これ まで とは 異 な る分 野 を担
当 した い と思 って い ます 。 来年 は小 さな 目標 をた て て 、そ れ を確 実 に こな し
て い く よ うな緻 密 さ を身 につ けた いで す。 それ か ら、 も う少 し抽 象 的 な人 間
に な りた い です 。 自分 が何 を考 え てい るの か 自分 で も分 か らな くな る よ うな
こ とが 少 しく らい あっ て もい い と思い ま す。
(3回生 新 小 田 泰 平)
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米航空交渉」 という文字を見るたびにピクッと反応 しています。論文の文章が早 くも
時代遅れになっていて複雑な気持ちです。
シンポジウムでは、うまく質問や回答ができなかったけど楽 しかったです。普段の
ゼ ミもなぜだか去年よりも楽 しかったです。楽 しかった らいいって ものでもないと思




どうしよう。この1年 は、ぼ くにとってなかなかいい1年で した。年をお うごとに低
年齢化 しているように思いますが、人間が素直になってきているように思います。で
もひとっ聞きたいです、ぼ くの司会はあれでよかったのですか。 ここ何年 もカラオケ





このゼミに入って まず驚いた ことは、 「論文 を作る」 ということと、 「レジュメを
作 らなければな らない」 ということで した。前期は 自分が発表する一 回だけレジュメ
を作れ ばよかったので実家に帰つてキーボー ドを叩いて いたのですが、後期 になって
そ うも言 って られな くな り実家か らワープロを持 ち出す ことになつて しまいました。
でも、努力の結果が論文集 とい う一つの結果になった ことはとて もうれ しいです。
今年一年本当にいろんな ことが あつたけど、充実 した年だった と言えると思 います。
(2回生 荒井 康政)
このゼ ミに入って、あつとい う間に一年が過ぎ去 つて しまいま した。 この一年 はと
まどいの連続で した。パ ソコンの苦手な私に とっては、プ レゼ ミで レジュメを作成 し
た ときや、ゼ ミ合嶺 の準備論文の原稿作成の ときな ど、本当に苦労 しました。でもそ
のおかげで、少 しはパ ソコンを打つの も上達 したのではないかな と思います。また普
段のゼ ミやゼ ミ合宿、シ ンポ ジウムに参加 したことで色 々なことを勉強できました。
来年 も頑張 っていきたい と思いますので、 どうぞよろ しくお願い します。
(2回生 大西 玲代)
このゼ ミに入 ってか らの一年 間で、初めての レジュメづ くりも大変だつたけれ ど、
論文作成 はやは り、一番大きなハー ドルで した。特 に、私は論文 というものをあま り
把握できていなかったので、最初は本当に不安で した。夏合宿で は、 自分 自身の勉強
不足 を思 い知 らされ ました。でも、 こうして皆で何 とか論文 を作 りあげることができ
て、今はただホ ッとしています。
来年 もがんばりたいと思 いますので、よ ろしくお願 いします。
(2回生 北村 圭子)
おかげさまで、一年間のゼ ミ勉強 を通 して、どのようにした ら 「バ ランス」 を取れ
るかが私 は段々具体的に分かってきました。それは取れるべ き 「バ ヲンス」が会計上
のバ ランスだ けでなく、勉強、趣味、アルバイ ト… 広 い意味でのバランスだ と私
は理解できるよ うになつたか らです。この 「バ ランス原理」 を踏 まえて、企業 に対す
る経営分析 と同じように私は 自分 に対す る人生分析も収益性、安定性、生 産性 と成長
性の各方面か ら 「立体的」 に入手することができま した。さらに、私 はゼ ミの皆様 と
の 「心」 のバ ランス も取れるようになれた と思います。 「非常感謝!」
最後に、親切 にご指導 して下 さった先生 と先輩方 にもう一度深 くお礼 を申し上げま
す。今後 とも、引き続 きご厚情 を賜 ります ように … 。
(2回生 曲 軍)
一166一
今年は何事 もあ まりうま く行 かず、12月こそは と思 っていた ら部活で骨折。おかげ
さまで、病院でメ リーク リスマス とい うことに。百貨店の皆様 には最後 まで ご迷惑を
かけっぱな しですいません。来年 はいい年 にな ります ように。
(2a生 佐 々木 賢治)
今年を振 り返 って、 自分 の中で いろいろ考えさせ られ、たたきのめさせ られた1年
で した。大学に受か り驕 り高ぶ り、また遊んでいることを 自分の勝手 な理論で正 当化
して、努力を怠 っていた自分に気づ くまでに大学生活の半分近 くを使 っていた ことに、
後悔の念がやまない今 日この頃です。 また、 このゼ ミに入 り今年1年 お世話にな った
皆さん に出会わなければ、お そ らくこの ような事実に も気づかず大学生活を終 えてい
1た であろ うことを思 うと、本当にゼ ミの皆さん には感謝 の言葉 もあ りません。
過去を悔いて も取 り戻す ことはできません。過去を悔 いるのではな く、その中 にな
ん らかの価値を見出 し、 これか らの糧に していきたい と思います。
(2回生 高山 直 己)
今年の大学生活は、昨年に比べ ると、あまり刺激的 なものではなか った。 また 「社
会」 という巨大な生 き物を垣間見 ることで己れの無力さを痛感させ られる1年 で もあ っ
た。 こうした反省 を基 に、3回 生か らは熱 く、強 く、欲望 のままに(?)生 きていこ
うと思 う。
もちろん、ゼ ミも大切に して いきたい。
(P.S)死 神 と取引 して、金む しり取 るんが、わ しらの仕事 じゃ1!
ミナ ミの帝王、めざそ うか と思 うのだが……。
(2回生 平 山 真澄)
この ゼ ミに入 って も う1年 に な る とは 、 月 日の たつ の は早 い もので す 。 プ レゼ ミま
で は レジ ュメを 書 い た こと もな く、 パ ソ コ ンにぽ とん ど さわ った ことの なか った ぼ く
も、 この1年 で少 しはパ ソ コ ンに詳 しくな り、文 字 を 打 っ の も早 くな りま した。 これ
はぼ くに と って大 きな進 歩 です 。
共 同論 文 もほぼ完 成 しま したが 、 ゼ ネ コ ン班 のみ ん な に は助 け られ 、 リー ドして も
らい っぱ な しで した。3回 生 にな った ら、 ゼ ミもさ らに大 変 に な る と思 い ます が、 今
年 よ り もよい働 きが で き るよ うに頑 張 って い きた い と思 って い ます。
(2回生 真鍋 明裕)
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この回想のページに、横 山氏 と並んで半ペー ジを頂いた らしい。 もう文章 を書 くの
はいいです、 とい うぐらい書いた気が します。別にキー を打つのは苦ではないのです
が、なにぶん 「分析」な どとい うものを加 えなければならないわけで、 しかも、 レポ
ー ト提出の場合(は 教官だけが採点す るのです が)と 違って、先輩や友人に、ひいて
は図書館 の学生 にまで見せ るものだ、とい うのが今まで とは違 う点で した。そのため、
日本語の勉強もで きま した。(とい う割 には私の回想の中に文脈がいません)
ゼ ミでの先生の 「情報提供」は非常に役 に立ちま した。 あま り学部の勉強 を してい
ない私 も、その受 け売 りで、家族 には偉そ うに経済 を説いていま した。
今年1年 、11月祭の方でバタバタ して、百貨店チームのみな さまには迷惑 をかけ
ましたが、迷惑 もか けられま した。お互い様。来年は私たち新3回 生が主役(だ そ
う)な ので、がんば りま しょう。
このページの下にい る横 山氏 には、別チームであ りなが ら、公私 にわたってお世話




こんな文章な ら、い くらで も書 けるのにね。
(2回生 宮垣 宏史)
藤i井ゼ ミに参加 してか ら1年 が経ちま した。3月 のプレゼ ミでは、作 り方 もよくわ
か らないまま とりあえず レジュメを作 り、た どた どしい発表 を していま した。共同研
究ではゼネ コンの分析 を行 うことにな り、夏合宿 で報告す る…… と言われて も、何を
どうや った らいいのかわか らず、 とりあえず文献を集 めて、切 り貼 りして、文章 らし
きものを書いていた よ うに思います。後期 に入 ってか らも、「ど うした らいいの?」
状態は続いていま したが、藤井先生 をは じめ多 くの方の ご協力 により何 とか論文 を完
成 させ ることができま した。 この回想 を保存す るフロッピーには、3月 のプ レゼ ミの
レジュメ と、前期 の発表 の レジュメ、夏合宿の レジュメ、それに完成 した論文が入っ
ています。見比べてみ ると、一応は成長 しているよ うに思いますが、まだまだ……。
なお、共同研究に際 しては、ゼネ コン班のメンバーに対 して、相当わがままを言 っ
た と思います。 この場 を借 りてお詫びす るとともに、わがままを受 け入れて下 さった
ことに対 し、厚 く御礼 申し上げます。来年 もわがままを言って、 ご迷惑 をかけること
になる と思いますが、 どうぞよろ しくお願 い します。




協力を頂いたことに深 く感謝 します。論文委員としての役 目を充分に果たせたかどう
かはわかりませんが、一年間のゼ ミ活動の軌跡 としての論文集を仕上げる過程に最後
まで携わることができ、感慨 もひとしおです。
論文集を ユページめくるごとに、そこに込め られた皆さんの熱意と力を感 じること
ができることと思います。これからも目まぐるしい 「現代」の動きを敏感に察知 し、
そこにある企業の姿を深 く分析 してゆくというゼ ミのスタイルを継続 してゆけること
を願いっっ、今年度の活動を締めくくりたいと思います。
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